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【地域アクションプランの取り組み状況と成果】

＜安芸地域＞

３　環境保全型農業の推進

《室戸市、安芸市、東洋町、奈半利町、田野町、安田町、北
川村、芸西村》

環境負荷の低減を図るとともに、消費者の安全・安心志向
に対応するため、環境保全型農業の先進地として、更なる
推進に努める。

・天敵導入の推進
・エコシステム栽培の推進
・こうち環境・安全・安心点検シートの実施
・と着天敵を用いたIPM技術による防除対策の確立
と普及

・土佐あき地域園芸戦略推進会議IPM,GAP推進チーム立ち上げ（ＪＡ園芸
課、営農課、園芸連、集出荷場、温存ハウス生産者、振興センター）
・エコシステム栽培基準見直し協議
・地域版チェックシート１作成協議
・集出荷場衛生チェック（GAPチェックシート２）改訂協議
・温存ハウス設置グループ意見交換会開催
・小回りの小チーム編成（ＪＡ園芸課、営農課、園芸連、振興センター）

２  ユズを中心とした中山間地域の農業振興
　
《室戸市、安芸市、安田町、北川村、馬路村》

管内のＪＡ馬路及びＪＡ土佐あきの活動を目標を定め、進
捗管理を行った。ＪＡ馬路では、ユズ加工を中心とした加工
品開発、農地造園等、またＪＡ土佐あきでは、3つの搾汁施
設の取り組みを重点的に支援した。（なお、市町村の連携
もあるため市町村ごとのサブシートも作成し、ＪＡ及び市町
村で進行管理ができるように工夫した）
　また、北川村のユズを中心とした「こうち型集落営農」の
推進を支援した。

①チーム会開催 （課題の整理・確認、年間スケ
ジュールの決定）
②ユズ搾汁施設の導入
③北川村「ゆず振興ビジョン」のアクションプログラ
ムの作成 （Ｈ２１北川村の関係機関の活動計画を
決定）
④青玉出荷者を対象とした研究会の開催
⑤果樹対策事業の説明会（改植および新植の推
進）
⑥第1回ゆず銀行の検討(北川村）
⑦ユズを利用した新規商品開発（馬路村）
⑧こうち型集落営農の推進（各専門部会の開催）
⑨集落営農の推進

①年度当初、各ＪＡ及び市町村で構成されたユズチーム会を設立。この場
で、各機関の取り組み内容・目標を設定。7回開催
②北川村で産業振興推進総合支援事業(補助金額50,000千円)
③ゆず振興ビジョンの２１年度アクションプログラムを作成し、進行管理がで
きやすいようにした。
　毎月連絡会、ユズ振興協議会２回、地区座談会２回（６地区）を開催
④営農相談を６回開催し、平均３名の参加者があった。また、参加者が少な
い状況をうけて、直接ほ場巡回等工夫を行った
⑤果樹対策の説明会を２地区で行った結果、７戸で取り組みを行った。ま
た、経済危機対策の果樹関係事業をＪＡ馬路、ＪＡ土佐あきとも取り組んだ。
⑥ユズ銀行の仕事量や運営の方法に検討した結果、10月1日より活動をス
タートした。
⑦新商品とした県内河川の鮎風味のポン酢醤油の販売及び新規工場とし
てユズ化粧品工場の建物の建設が３月終了。２２年度機械を導入し、２３年
３月に竣工予定。
⑧定期に役員会、専門部会を開催した。
⑨１２月より２集落で活動スタート。平成２２年２月２８日総会を開催し、次年
度の活動計画ができた。平鍋集落で３月中に鹿フェンスや農地の保全の合
意が進んだ。

５　土佐ジローの生産拡大

《安芸市》

現状の生産規模では大手卸業者等からの注文に対応でき
ていないため、肉、卵ともに、生産量の倍増を目指す。あ
わせて、新たな加工商品の開発も目指していく。

・地元住民の賛同
・環境対策
・実施主体の資金を含む経営計画の見通し

・地元説明会　２回
・関係者協議（支援チーム会及び実施主体等）　１９回
・既存鶏舎の臭気対策(飼料添加材を添加、床面に植物活力剤を散布)
・環境美化対策(鶏舎の周囲に花を植える)
・畑山地域の総意を得る会議
・計画に対する地域の総意を諮る会が開催される。

１　まとまりのあるナスの産地づくり

《室戸市、安芸市、東洋町、奈半利町、田野町、安田町、芸
西村》

農家とＪＡとの信頼関係を構築し、地域の課題解決に向け
ＪＡを中心とした活動や、部会及び研究会など生産組織の
活性化を主体的に行えるナス産地を目指す。

●地域園芸戦略推進会議まとまりチーム会
・系統率低下要因の解析、系統率向上対策、ナス
栽培農家の経営安定、１８㌧どりの推進

◆部会の活性化
・組織目標・個人目標を持った計画的な研究会活
動、農家の主体的な運営と農家が互いに支えあう
とりくみ
▲｢土佐鷹｣の推進
・生産者数および面積の拡大、販売と販売戦略

★安芸集出荷場のまとまりづくり
・集出荷場のデータを活用した農家情報の交換、
推進方向の共有、「地区会」の推進

●土佐あき地域園芸戦略推進会議
・21園芸年度活動の総括、22園芸年度活動計画の検討
●地域園芸戦略推進会議まとまりチーム会
・JAを主体とした定期的開催と課題の共有
◆部会の活性化
・地区研究会（ナス部会）ごとの年間活動計画の共有（研究会役員、関係機
関）
・計画に基づく活動の実践と内容の充実
▲｢土佐鷹｣の推進
・「土佐鷹普及推進協議会」による課題および推進方策の共有
・地区研究会活動（土佐鷹勉強会）の定期開催

★安芸集出荷場のまとまりづくり
・「系統推進会議」による推進方向の共有（経済・営農・販売・普及）
・「営農相談日」の定期開催と技術情報の提供
・「地区会」の定期開催

項目名及び事業概要 主な課題
インプット（投入）

<講じた手立てが数量的に見える形で示すこと>

４　西山きんとき芋販売促進事業

《室戸市》

地域団体商標“西山きんとき”の取得等を通じて、知名度
の向上を図り、販売促進活動や加工に挑戦し、農家所得
の向上を図る。

●主体的な組織活動
①部会の活性化（試食宣伝班、加工品開発班、栽
培技術班の設立と活動計画の実践）
②エコファーマー認定と地域団体商標「西山きんと
き」登録認証
●生産性・収益性の向上
①芋貯蔵庫整備による作業効率アップ
●下級品の付加価値付け
①中食需要の販路拡大と地域団体商標を活用す
る新商品開発による付加価値付け

●主体的な組織活動
①部会（７／９）で、地域ＡＰ「西山きんとき芋販売促進事業」と基本的な考え
方（たたき台）を説明した。
②市と普及が連携しエコファーマー認定申請を支援し、地域団体商標「西山
きんとき」の認証申請は市が支援した。
●生産性・収益性の向上
①県産業振興推進総合支援事業の導入による芋貯蔵庫の整備を提案し
た。
●下級品の付加価値付け
①県産業振興アドバイザー制度の活用。（派遣回数　当初３回）
②むろとフェア（県コラボレーション事業）での宣伝活動を提案
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集落営農組織及び農作業受委託組織の育成
Ｈ１９　０　　⇒３組織

生産履歴率
Ｈ２０　９０．９％　　⇒　１００％

・エコシステム栽培基準に土着天敵の活用を認める基準で承認(10月末時
点ナス・ピーマン類エコシステム登録数５０７戸）
・地域版チェックシート１を露地野菜用、施設野菜用に分けて作成
・GAPチェックシート２は、目で見てチェックできる項目に改訂（５月、１０月
巡回チェック済み）
・小チーム会８回開催（事前打ち合わせ含む）
・土着天敵利用の手引き（温存ハウス管理運営マニュアル）作成(1,000部）

・土着天敵温存ハウス設置グループ（H20年12グループ、58a→
H21年17グループ、70a）
・天敵導入農家率(H21年ナス30%、ピーマン100%)
・エコシステム栽培登録数519戸（ナス・ピーマン類）：12月末時点
・GAPチェックシート１回収率４７％：12月末時点

・天敵導入農家割合
　　ナス７０％、ピーマン９５％
・エコシステム栽培農家数ナス・ピーマン等
     ８５０戸
・こうち環境・安全・安心点検シート実施率
　　 １００％

②産業振興推進総合支援事業で支援を受けたユズ搾汁施設（総事業費3
億7,359万円）が10/25竣工
③ゆず振興ビジョンの進行管理ができ、第２次振興ビジョン（案）を作成
⑤果樹対策で７戸については改植が支援対象となり、改植作業が７戸が３
月に改植終了
⑨ユズの協業のルールができた。

①情報共有が進み安芸地区でのユズ振興の体制が確立できた。
②集荷実績　安芸　３５００ｔ　北川２０７０ｔ（前年　１１９０ｔ）　安田町
７３０ｔ　馬路　１２１７ｔ
⑥ユズ銀行は、ふるさと雇用で２名雇用。鹿のフェンス設置や収穫
作業、剪定作業を実施。　全面管理委託ほ場５０ａ　防除作業８０ａ
が確保できた。
⑦鮎風味のポン酢醤油→３０００本の販売実績
⑨集落営農組織及び農作業受委託組織実績　２組織

・生産履歴率　実績９４％　３月末時点

●エコファーマー認定農業者
　　H19年度　０戸　→　２５戸

▲加工品アイテム数
　　H20年度　０品目　→　３品目

■系統出荷率
　　H19年度　３０～４０％　→　６０％

・計画に対する反対者
・事業費の増加
・既存鶏舎の臭気の軽減(対策前後で臭気が0.5ｐｐｍから0.2ｐｐｍに改善さ
れた)
・鶏糞もこまめに堆肥舎へ搬出できている
・環境美化対策(鶏舎と道路の間に花を生けたﾌﾟﾗﾝﾀｰを設置済み)
・事業実施について地域で了承の総意をいただく。

肉出荷羽数　14,600羽
卵出荷個数　26万個
加工品(燻製)生産数量　5,400羽

目標（H２３）

●土佐あき地域園芸戦略推進会議
・生産者代表を含めた全体で共有(8月27日)
●地域園芸戦略推進会議まとまりチーム会
・計画以上のペースで開催（～3月：5回→6回）、検討課題に「中期営農計
画(H22～24年)」等を追加
◆部会の活性化
・全地区の研究会（ナス部会）で活動計画を共有（～11月）
・各地区で研究会（ナス部会）を延べ48回開催（～2月）
▲｢土佐鷹｣の推進
・「土佐鷹普及推進協議会」を4回開催（～2月）
・普及指導員と営農指導員の合同研修会　　10/30（指導技術の向上）
・各地区で土佐鷹勉強会を延べ25回開催（～2月）
★安芸集出荷場のまとまりづくり
・「系統推進会議」を7月にJA２支所で開催
・「営農相談日」を8回開催（～2月：出荷のない7～9月を除く）し、技術・情報
資料を10月：約70人・11月：約60人・12月:約60人･1月:約50人・2月:約65人
に配布
・22園芸年度の「地区会」を9月・11月・2月～3月に、延べ14地区で開催

◆部会の活性化
・安芸集出荷場管内で研究会総合部会ナス分科会　　11月と1月：
延べ77人（H21園芸年度：56人）
▲｢土佐鷹｣の推進
　　　作付面積　H21園芸年度16.5ha→H22園芸年度23.6ha
      高収量農家（18t／反以上）の増加
　　　　　　　H20：65戸　→　H21：67戸
★安芸集出荷場のまとまりづくり
・22園芸年度当初の新規加入（ナス）　　２名
・9～2月ナス出荷量　　前年対比110％
・地区会への参加人数（～11/25：7回）　　104人（内62人が系統外
出荷農家）

◆系統出荷率　　６２％
◆エコシステム栽培農家数　　８００戸
◆土佐鷹の作付面積　　８０ha

アウトプット（結果）
<インプット（投入）により、具体的に現れた形を示すこと>

アウトカム（成果）
<アウトプット（結果）等を通じて生じる

  プラスの変化を示すこと>

●主体的な組織活動
①西山地区の芋生産農家３５名の内１６戸がＡＰに取り組む。総会で販売
班（３名）と加工班（４名）、栽培技術班（３名）を編成。
②エコファーマー認定１６戸、地域団体商標「西山きんとき」認証取得。
●生産性・収益性の向上
①芋貯蔵庫整備事業の見積書を作成したが、国道拡幅計画が再浮上し先
送り。
●下級品の付加価値付け
①県産業振興アドバイザー制度を活用し、加工品検討会を４回開催した。
（派遣回数　当初３回→変更後５回）

●主体的な組織活動
●生産性・収益性の向上
●下級品の付加価値付け
①中食需要への対応実態が明らかとなった。
青果物対応が４社（食品企業１社、直販店１社、量販店２社）で２０
ｔ、１次調整品（ペースト）対応が２社（量販店１社、製パン業者１
社）で１．５ｔ（生芋換算３ｔ）。
②ペーストを使用するスイーツが「ミラメッセ室戸・楽市」「さとの恵
み」で商品化（試作段階の商品有り）された。
③来年度も県外での試食宣伝等を継続することが合意された。
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【地域アクションプランの取り組み状況と成果】

＜安芸地域＞

項目名及び事業概要 主な課題
インプット（投入）

<講じた手立てが数量的に見える形で示すこと>

６　特産品「イチジク｣による地域の活性化
　
《奈半利町》

◆かつては転作作物としてイチジク栽培に取り組んできた
が、高齢化が進む中、生産量も大きく減少している。「奈半
利町＝イチジク」のイメージを定着させ、地域活性化に結
びつける。

◆生産農家の高齢化や連作障害などにより生産
量の減少により「奈半利町＝イチジク」のイメージ
の低下。

◆実行支援チームの設置(町、農協、生産者代表、地域支援企画員、農業
振興センター)
◆奈半利町単独でイチジク苗木の無償配布(20本/戸以上)。

７　森林情報のデータベース化

《安芸地域全域》

◆林業経営を効率的に進めるために、森林情報のデータ
ベース化を積極的に進めていく。

◆森林情報のデータベース化、国土調査データや
施業履歴を元に森林簿の更新
　・安田支所、安芸支所のデータ整理
　・新規雇用者の指導体制
　・目標整理面積と進捗管理

◆各森林組合が更新したデータの県の森林簿へ
の反映（将来の課題）

◆高知東部森林組合への雇用に関する打合せ（３回）
◆森林ＧＩＳデータベースソフト導入の打合せ（２回）

８　林業再生事業

《安芸地域全域》

◆地域に豊富にある森林資源を活かし、地域の林業再生
を図る。

◆事業（間伐、作業道）の見積に使用する歩掛（人
役）の精度の向上

◆現場に応じた作業道の歩掛の構築、進捗管理の
　ための入力フォーム打合せ（１６回）

９  上土佐（かみとさ）備長炭販売促進事業

《室戸市、東洋町》

◆紀州産に比べ知名度の低い土佐備長炭の価格交渉力
の向上や販売の促進を図る

◆生産者の組織化を図り、備長炭生産者の所得の
向上と後継者の育成及び土佐備長炭のブランド力
向上において特に取組みが必要な事項
・原木の安定確保とコストの削減
・後継者育成のための研修窯の設置
・生産量の増大と安定供給体制の確立
・品質管理の徹底と共同出荷体制の確立
・カシ備長炭の販売先確保
・土佐備長炭のＰＲ活動

◆産振補助金の事業採択
・炭窯の設置（４基）：１１.７７０千円
・市場調査：６００千円
◆両生産者組合の組織強化（事務員の雇用（２２年４月予定）

◆Ｈ２２年度計画
・炭窯の設置
　土佐備長炭生産組合（２基）　室戸市木炭振興会（４基）

10  木質バイオマス活用事業

《安芸市、芸西村》

◆林地残材、製材過程で排出された樹皮、端材等を熱エ
ネルギーとして利用していく。

◆木質バイオマス活用における課題等
　・林地残材供給システムの構築
　・木質バイオマスの供給先と灰の処理
　・木質ペレット等加工施設の設置
　・各市町村での取組や構想との整合性と市町村
間の合意形成

◆今年度の実施上の課題等
・地域勉強会開催の事務局
・各市町村のバイオマス構想との整合性や調整及
び合意形成

◆検討会の開催に向けての打合せ（３回）
◆市町村長の検討会の開催（２回）
◆木質バイオマス検討会の開催（３回）
◆市町村検討会（４回）

11  林業加工品の販売促進

《馬路村》

◆林業加工品の販売を促進し、事業体の経営安定を図
る。

◆この1年間の取り組みやコンペ、展示会の結果
等を見て販売戦略の検討が必要。（３カ年で自立
するシナリオ）

◆商社等との業務提携なども視野に入れた販路拡
大

◆新商品の企画開発
　デザインコンペの実施
◆国内外の展示会への出展
　インテリアスタイル展（６／３～５）
　　（東京ビックサイト）
　ＩＰＥＣ（INPORT　PRO　EX　CO）出展（１１／１１～１３）
　　（東京ビックサイト）
　メゾン・エ・オブジェ（１／２２～２６）
　　（フランス）

3



目標（H２３）
アウトプット（結果）

<インプット（投入）により、具体的に現れた形を示すこと>

アウトカム（成果）
<アウトプット（結果）等を通じて生じる

  プラスの変化を示すこと>
◆実行支援チーム会を７回開催
◆新規栽培者４名、２９ａ、２８７本

耕作放棄地の解消12.6ａ

◆ハローワークを通じた新規雇用１名（８月１日～）
◆段階的な森林ＧＩＳデータベースソフトの導入計画
　→市町村エリア毎に整備
　　（地域林業総合支援事業を活用）
　　22年度・23年度の２ケ年で導入予定

◆森林情報のデータ収集、整理の迅速化とデータベース化の進捗
率の向上

◆作業道の進捗管理のための入力フォームの作成

→地形や地質によって作業工種や工程が異なるため、作業日誌から
　工種ごとの歩掛のデータを収集、分析し、歩掛の精度をあげること
　で事業費の見積もり精度の向上と適切な進捗管理を行う。

◆現場に応じた作業道の歩掛を作成し、昨年度から行っている搬
出間伐の見積もりと合わせて、必要な作業道の開設を森林所有者
に森林施業プランとして提案する。

→施業を実施する現場では、作業日誌をつけ現場と提案書の乖
離を分析し、さらに歩掛の精度を向上させるとともに間伐施業の生
産性の向上を図る。これらを継続し実施することでより精度の高い
森林施業プランを提案していく。

林業素材生産量　　　１０３，０００ｍ3

間伐面積　　　　　　　　２，０００ha

◆炭窯の増設
・土佐備長炭生産組合の共同窯２基完成
・室戸市木炭振興会の後継者育成研修窯２基完成
◆後継者育成のための県単事業創設（特用林産業新規就業者支援事業）

◆炭窯の増設と県単事業により、生産量のＵＰ（８５ｔ）と後継者（４
人）の育成が期待できる

生産量　６００ｔ

◆安芸流域林業活性化センターの重点課題として取り組むこととなった
◆安芸地域の木質バイオマスの活用の具体的方策を決定（12月末）

◆木質バイオマスを利用するにあたっての原材料の供給者である
森林所有者や木質バイオマスの利用者等のメリットと課題が明確
になってきた

◆１７名から５４点の応募があり、６点のデザインを採択した

◆インテリアスタイル展では、１２５名の来場があり、これまで全く接触のな
かった４件の新規顧客と契約が成立した
◆ＩＰＥＣ展では、これまで接触のない約６０名の来場があった
◆メゾン・エ・オブジェ　１５８名の来場
◆試作品の完成

◆新規顧客との契約　　12件 木材木製品の出荷額　　　　　２６４百万円
　（Ｈ１９　２３６百万）
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【地域アクションプランの取り組み状況と成果】

＜安芸地域＞

項目名及び事業概要 主な課題
インプット（投入）

<講じた手立てが数量的に見える形で示すこと>

12  キンメダイのブランド化に向けた取組

《室戸市、奈半利町》

高知県東部地域に水揚げされるキンメダイについて、将来
的に地域ブランドとして確立することを見据え、消費拡大と
販売を促進する。

◆作業部会における取り組み内容の検討
◇芸東水産業改良普及協議会での承認
■県内市場の拡大
●県外市場の開拓
▲地域ブランドの確立

・キンメダイブランド化作業部会の設置（５月・６月）
　　取組計画案を取りまとめた（2回開催：5月、6月）
・室戸水産業改良普及協議会通常総会の開催
　　作業部会案を承認した（7月）
　　県内・外市場の情報収集と実態把握、室戸産キンメのＰＲとキンメ
　ダイの消費拡大、「売り」の明確化と「定義づけ」・「規格化」の検討、
　鮮度・品質の向上、特選品・加工品・名物料理の検討などを行って
　いくこととなった。
　　名称を芸東水産業改良普及協議会に変更
・１１月下旬に水産業総合支援事業の交付決定
　　（総事業費：1,000千円）
　調査旅費（静岡県・東京都・大阪府・高知市）、
　キンメ脂肪含量測定経費

13  スジアオノリのブランド化の取組

《室戸市》

軌道に乗りつつあるスジアオノリの販路拡大、商品開発に
取り組む。

◆検討会
■アオノリ小袋販売の本格化に伴う販路開拓
●アオノリ粉を利用した商品開発
▲知名度アップのためのＰＲ活動

・スジアオノリ養殖支援チームを中心とした、養殖技術の改善や販売促進に
関する取組の推進。（3回開催：6、8、11月）
・１１月下旬に水産業総合支援事業の交付決定
   （総事業費：1,851千円）
　　販促・調査旅費（東京・大阪・広島）、
　　10個入りパッケージ・段ボールケースの購入
　　大型ポスターの作成
・県漁協が開設しているＨＰにスジアオノリの記事を掲載
 （今後内容を充実させる予定）

14  低価格な定置網漁獲物の販売戦略

《室戸市》

定置網の漁獲主体である低価格魚の利用用途の拡大によ
り、魚価の向上を図る。

◆検討組織の立上げ
■流通実態調査の実施
●商品開発、販売戦略の検討
▲施設整備

・加工業者と漁協による連携事業の検討
・産業振興推進総合支援事業費補助金交付決定
   （事業費：56,712千円）
　佐喜浜町の旧活魚センター施設内に水産物の加工施設を整備
  する.

15　新たな漁業の導入とシラス魚価等の向上

《安芸市》

　シラス漁の盛んな地域であるが、近年水揚げが減少して
きているため、複合的漁業操業なども含めたシラス魚価の
漁業所得の向上を図る。

★深海縄技術習熟、・流通実証
　　◆実施組織づくり
　　◆漁具作成・操業技術・海況・海底状況
　　の習熟
　　◆漁業資源の確認と流通販売手法
　　の実証
●冷凍ドロメ等加工販売実証
　　◆実施組織及び地域協議組織づくり
　　◆具体的活動成果の蓄積と分析
　　◆取組実施計画等の作成、共有

◆　実行支援チーム会（3回）
◆　漁村女性起業化グループ、設立、運営、活動支援（24回）
◆　青年部協議支援（２回）
◆　深海縄操業技術習得支援(８回）
　　　うち産業振興計画アドバイザー派遣　4回）
◆　地域シラス振興協議の場の設定支援及び業界協議（9回）

16　「加領郷」ブランドによる地域の活性化

《奈半利町》

・加領郷の特産品を、そのままもしくは手を加えることで、
加領郷ブランドとして売り出していく。

◆検討組織の立上げ
◆加領郷ブランドの確立
◆直販所機能の拡充

・「加領郷活性化検討会」（2回開催：何れも6月）
・「産業振興推進総合支援事業費補助金」事業審査会で不採択となる。
・１１月下旬に水産業総合支援事業の交付決定
　　（事業費：930千円）
　冷凍庫・真空包装シーラーの購入、調査旅費、商品シール制作、
　食品検査費
・特産品を利用した交流人口増大プロジェクト　決定額500千円
　　（安芸広域行政事務組合）

17  河川の周年利用による地域経済の活性
化

《奈半利町、北川村》

◆河川を有効に活用し、入込み客が減少する冬季の対策
を講じることで地域の賑わいを創出する。

◆アユ漁終了後にアマゴを放流し、冬季釣り場とし
て有効活用する。
◆アマゴの産卵に適さず，増殖保護の必要がない
河川区域を特定し，遊漁規則の変更を前提とした
漁場の周年利用の可能性を検討する。

◆調査対象区域の設定
◆アマゴの資源動向を把握するための調査の実施
◆)チーム会兼調査結果中間報告会の開催
(於奈半利川淡水漁協,9月18日，出席者：内水面漁業センター2名，漁協関
係者14名，地域支援員2名，水産振興部3名）
実施主体である奈半利川淡水漁協に対して調査結果を報告し，具体的な
APの構築をアシストする。
◆内水面漁業に関する研修会において成果報告
（内水面漁業関係者100名）
◆DNA多型解析を応用したアマゴの由来判別技術の導入
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目標（H２３）
アウトプット（結果）

<インプット（投入）により、具体的に現れた形を示すこと>

アウトカム（成果）
<アウトプット（結果）等を通じて生じる

  プラスの変化を示すこと>
・キンメダイ脂肪含有量測定により、ブランド化の検討材料を得ることがで
きる。同時に、検査サンプル魚を用いた名物料理・加工品の検討が可能と
なる。
・県外調査により、キンメダイの流通やブランド化についての知見が得ら
れ、ブランド化の検討材料とすることができる。

・県内菓子メーカーが深層水スジアオノリを使用した新商品（青のり入り
クッキー）の発売を開始。

・毎月黒字の経営状況となっていおり、4～10月の累積売上高は
11，424千円に達している。

・２月末累積売上　16,301千円

・販売額　15百万円

・水産加工業者と漁協で連携事業契約書を作成
　　連携事業内容は、以下のとおり
　　・水産加工施設で使用する加工原魚の確保について両者が協力。
　　・高知県漁協ブランド加工品の開発について、両者で共同作業。
　　・水産加工業者、漁協、関係者で構成する検討会を定期的に開催。
・定期な検討会の開催を開始
・室戸市佐喜浜町に水産加工施設が完成し加工事業を開始

・新規雇用　１０人

◆漁村女性起業化グループの誕生及び活動の活発化
　　　8月以降　弥太郎祭り、元気フェスタ、県漁協2周年記念事業ヘ出店
　　　　　　　　　及び地元量販店での実演販売活動
　　　商品の品ぞろえの充実
　　　　　　　　　ちりめん佃煮、のほか干物、さらには「けんかま」と連携した
　　　　　　　　　ちりめん棒天を開発し，好評販売
◆　深海縄操業技術については、青年漁業者を主体とした研究会が
　設立された。これまでの結果、海底や海流状況等の習熟が不可欠
  であり、今後時間を要する課題であることが判明した。対象種もアカ
  ムツだけでなく、クエなども対象にして広げることになった。

◆地域関係者間でシラス価格向上に向けた協議の機運が生まれた。

◆　これまでの漁村女性起業化グループ、安芸おじゃ娘の販
     売実績としては、1回のイベント出店で概ね6万円前後の
     売り上げとなっている。
　　　水産加工支援アドバイザー事業により、商品品質向上と
　　活動グループの自信が強まってきた。

◆　産業振興アドバイザーによる技術研修により、当該漁業に
    おける課題が速やかに明確となり、習熟操業の反復及び対
    象魚種の拡大など今後の方向性が見えてきた。

◆　シラス価格向上に向けた関係者協議の場が誕生した。

・加領郷ブランドの定義は、「加領郷漁港へ水揚げされた新鮮な魚介類
　およびそれを主原料とした加工品で、漁協が認めた商品」とした。

・「イカの船上天日干し」と「金目炊き込みご飯」を加領郷ブランドとして認定

・商品シールの製作により、加領郷ブランドとしてのＰＲが可能となる。

・食品検査により、商品の賞味期限を決定することができる。

・冷凍庫・真空包装シーラーの購入により、「イカの船上天日干し」
の商品と「金目炊き込みご飯」の原料魚の冷凍保管が可能とな
る。→これによってこれらの商品開発を進めることができる。

・量販店での売り出しが定着している。

◆調査対象区域を奈半利川支流の野川川に設定し，1回／月の頻度で現
地調査を実施した。
◆野川川流域に４箇所の調査定点を設定し，潜水調査による目視観察お
よびデータロガーを用いた水温の連続測定を行い，各定点におけるアマゴ
の確認尾数の推移と産卵の有無を記録した。
◆現地調査で対象区間ではアマゴの産卵適期においても産卵は見られな
いことを確認した。
◆チーム会兼理事会において調査結果を報告し，情報交換を行った。その
結果，ゾーニング管理による河川利用に関心が高まった。また堰堤などの
河川構造物や放流履歴などの情報が得られた。
◆研修会を通じた情報提供により，県内の内水面漁業関係者のゾーニン
グ管理に対する関心が高まった。
◆奈半利川水系に生息するアマゴの由来を在来種，野生種，放流魚に分
類することが可能となった。

◆現地調査を当初の計画通り実施し，各定点におけるアマゴの生
息状況に関する情報を得た(進捗率95％）
◆周年を通した現地調査の結果から，対象区間の周年利用の可
能性が高まった。
◆ゾーニング管理という新たなコンセプトを取り入れることにより，
単なる河川の周年利用から，アマゴの生息状況に即した漁場管理
の提案が可能となった。
◆流域に生息するアマゴの由来を科学的根拠に基づいて明確化
することで，より適切な資源管理，増殖対策の立案が可能となる。
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【地域アクションプランの取り組み状況と成果】

＜安芸地域＞

項目名及び事業概要 主な課題
インプット（投入）

<講じた手立てが数量的に見える形で示すこと>

18　海洋深層水の利用拡大

《室戸市》

室戸海洋深層水のブランド化を推進し、他地域との区別化
や市場の信頼性を高めるため、供給地域の拡大の検討、
機能性解明等のためｎ共同研究等を行う。

・他県の取水地との連携において、自治体ごとに温
度差がある。また、従来からの施策（例えば首都圏
アンテナショップ）と今後の方向との整合性につい
て整理する必要がある。

・施設の老朽化

・高知海洋深層水企業クラブとの連携などで展示販売やＰＲを実施。
フェスティバル土佐ふるさとまつり、海洋深層水利用学会、海洋深層水利用
フォーラム／シンポジウム、首都圏コラボレーション事業、スーパーマーケッ
トトレードショー、イトーヨーカドー高知フェア、Foodex-Japan
・他県の取水地と今後の連携について参加の呼び掛けを行った
・学会等の機会を活用（H21年11月）富山県、静岡県、尾鷲市
・取水地訪問（H22年1月～3月）能登町、富山県、佐渡市、尾鷲市、沖縄
県、静岡県、伊豆大島、北海道
・観光・物産事業者３者と連携強化について面談を実施した

・大学、研究機関等の訪問により情報及び意見交換を行った。

19　新たな地域資源としてリュウゼツランの活
用の検討

《室戸市》

◆血糖値を上げない甘味料として近年注目されつつあるア
ガベシロップの原料、リュウゼツランが地域には多数自生
している。栽培方法の確立や商品開発など、新たな地域の
資源としての活用を検討していく。

●有用成分の有無の検証
●栽培方法、可能性の検証
●商品化

●リュウゼツラン活用検討会　３回

22　体験型観光の旅行商品化と販売･受入体
制の整備

《安芸地域全域》

テーマとターゲットに合わせた体験型観光の旅行商品化と
効果的な販売及び受け入れ体制の確立を図る。

◆東部観光振興のため特に取り組みが必要な事
項
・ランドオペレーターの専任職員の確保
・広報素材の充実
・県外事務所やコンベンション協会との連携(対外）
・地域のより狭い範囲でのコーディネーター組織と
のネットワーク形成（対内）
・ランドオペレータ^-職員の育成計画の策定

・安芸広域市町村圏事務組合内での合意形成のための説明会議開催
・観光素材集の刷新(事業費：2415千円）
・龍馬であい博の県外PRキャンペーンへの参加

23 地域資源を活かした交流人口の増価（世
界ジオパークに向けた取組）

《室戸市》

◆世界的にも珍しい地質資源を活かし、交流人口の拡大
を図る。

◆世界ジオパークネットワークの認定に向け、室戸
において特に取り組みが必要な事項
・運営組織と運営・財政計画の整備
・地域の持続可能な社会・経済発展の育成
・地球科学や環境問題に関する教育・普及活動の
実施

◆世界ジオパーク候補地の再申請書を提出
◆室戸ジオパーク推進協議会の組織強化（体制の見直し）
◆室戸市ジオパーク推進室と県ジオパーク推進チームが発足
◆産振補助金（14,894千円）の事業採択（遊歩道整備、展示室整備、ホーム
ページ作成、ＤＶＤ作成、ガイド養成、世界申請書作成等）
◆観光看板整備事業（4,384千円）
◆国のモビリティーサポートモデル事業（9,945千円）の導入（携帯サイトによ
るジオポイント紹介システム「5ヶ国語対応」の整備）

２０　海の駅「東洋町」の活性化

《東洋町》

海の駅「東洋町」を地場産品の販売や軽食の提供、観光案
内等を行う交流拠点施設としていく。

・地場産品の加工品の確保
・地域ビジョン
　ホテル買収、ホームセンターの開設等様々な
動きがあり、町として全体的にどのようなにビジョン
を持つのかが不明確。「海の駅」自体は順調な売り
上げ状況だが、取り組みについては全体ビジョンと
の関連が大きく、今後の推移を見守りう必要があ
る。

情報交換会開催（4回）

21  道の駅「田野駅屋」の機能強化（特産品
開発及び情報発信）

《田野町》

◆他の直販所との差別化を図るために特産品、加工品の
開発や近隣観光への波及を図る地域情報発信機能の強
化を図り、道の駅「田野駅屋」の機能強化を図る。

◆田野駅屋の機能拡張に関する事項
・情報発信機能の強化を前提に、運営（駅屋連）、
利用者（生産者及び顧客）双方に配慮した施設拡
張プランの策定。
・情報発信機能拡充に伴い必要となる、企画営業、
HP作成及び運営等、人材面の育成強化。
◆加工施設による特産品開発並びに販売に関す
る事項
・地場産品を活用した魅力ある特産品（加工品）の
開発、販売。

◆ふるさと雇用再生特別基金：田野駅屋（2,165千円）
・企画営業及び情報担当職員追加雇用に係る人件費として
◆　　　　　　　　〃　　　　　　　：加工品開発受託事業者（3,755千円）
・加工品開発事業費並びに当該事業で雇用する職員の人件費として
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目標（H２３）
アウトプット（結果）

<インプット（投入）により、具体的に現れた形を示すこと>

アウトカム（成果）
<アウトプット（結果）等を通じて生じる

  プラスの変化を示すこと>
・出展ＰＲ・商品展示・販売の効果対象数
　スーパーよさこい参加チーム：９３チーム
　ふるさとまつり来場者：約１０万８千人
　海洋深層水利用学会来場者：１３０人
　海洋深層水利用フォーラム／シンポジウム来場者：６９人
　首都圏コラボレーション事業来場者：来場者数は主催者発表待ち
　イトーヨーカドー高知フェア：同上
　スーパーマーケットトレレードショー来場者：同上
　ＦＯＯＤＥＸ　ＪＡＰＡＮ　２００９来場者：同上
・全国の取水地対して連携と参加を呼び掛けた結果、前向きな意向・同意
を得た
・観光・物産事業者との連携・ビジョンや方向性について基本的な同意が
得られた

・産業技術総合研究所との連携
・東京海洋大学への分水及び微生物検査の実施（有用微生物の探索につ
ながる可能性あり）
・大手化粧品会社との信頼関係構築

・従来なかった新たな研究者との交流
・新たな研究分野への可能性が生まれつつある

・展示・販売・ＰＲ
　県内及び首都圏等において、エンドユーザー及びバイヤーに対
して深層水関連商品の利用拡大が図られた。

・各取水地訪問することにより、各地の実情を把握することにより
課題の整理ができ、来年度における連携事業推進のステップアッ
プに繋がった。

・平成２２年度に予定している海洋深層水紹介ＤＶＤの作成につい
て、観光・物産事業者等からの協力が得られるメドがついた。

・深層水関連商品売上額１５５億円

・東部交通において1名専従職員の確保決定、広域基金からの財源手当
てについて合意。
・素材集を活用した県外エージェント等へのPR展開
　東京：エージェント32（営業所+商品造成部門）、大手マスコミ10社
　関西：エージェント説明会(20社44名）、同営業所17店舗、大手マスコミ2社
　山陰：エージェント営業所28店舗
・旅行プラン作成（４分野・22プラン）
・3月3日～4日大阪の旅行代理店等9社を営業訪問（DVD活用)

上記において東部観光の新しい素材を素材集により説明。

・龍馬博の安芸地域でのスタートアップは、大河効果もあり順調な
集客。２月中旬にこころざし社中への入場者１万人達成。中岡慎
太郎館への入場者も対前年比で４倍と順調。

◆世界ジオパーク日本候補落選(10/28)
◆案内板を２基、説明板を10基設置
◆新村遊歩道65m、展示室（鯨館）を整備
◆ＨＰを開設
◆ＤＶＤを1,000枚作成（観光用と教育用それぞれ「5ヶ国語対応」）
◆ジオガイド養成研修を10回開催
◆H22世界申請書を作成
◆携帯サイトによるジオポイント紹介システム（5ヶ国語対応）に県内ＡＬＴな
ど40名が体験参加

◆ガイドの新規登録者14人
◆室戸市観光協会によるガイトツアー参加者500人

◆世界ジオパークの認証
◆ジオパーク交流人口：１万人

22年度の動きが見えてきた。

◆関係者間の意見相違による駅屋改築の遅れに伴い、追加職員の雇用も
一時保留（1月以降の見込）。ふるさと雇用について事業変更予定。
→情報担当スタッフとして2/1から駅屋職員1名雇用。
◆加工品開発受託事業者において職員2名雇用、アドバイザー1名と契
約。

◆特産品の開発・販売
・9/19～加工品2品目（たのかつ・鯖コロッケ）を田野駅屋にて販売
開始（「たのかつ」は翌年1/15で販売中止）。
・12/29～上記に加えて新商品2品目（かぼちゃぷりん・ちーずぷり
ん）を田野駅屋で販売開始。
・1/25～新商品3品目（鯖くん・鯖飯の素・漁港のがんも）を田野駅
屋で販売開始。
・2/17～アンテナショップ「てんこす」に商品5品目を出品。
・3/1～空港直営売店に商品5品目を出品。

◆田野駅屋における魅力ある特産品の販売
◆田野駅屋の地域情報発信機能拡張・強化
による近隣観光等への好影響波及
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【地域アクションプランの取り組み状況と成果】

＜安芸地域＞

項目名及び事業概要 主な課題
インプット（投入）

<講じた手立てが数量的に見える形で示すこと>

24　「海の駅とろむ」を核とした交流人口の拡
大

《室戸市》

◆室戸岬漁港新港の海の駅「とろむ」を核として、海洋レ
ジャーによる交流人口の拡大を図る。

◆ダイビング事業への展開
　　　漁業者の事業への理解を得る
　　　運営主体と想定される漁協との調整
　　　室戸市の事業推進体制の整備が必要
●ドルフィンセンター
　　　運営経費の見直し
　　　事業実施体制の見直し
　　　集客につながる情報発信

●イルカ
①産業振興総合補助金の導入（4,059千円）

25　シレストむろとを核とした健康観光産業

《室戸市》

◆室戸にある海洋深層水や食などの“もの”をつなぎ合わ
せて、シレストむろとを核として人が心身ともに健康を取り
戻すことができる仕組みと体制を構築し、健康観光産業づ
くりにつなげていく。

・室戸健康観光ツアー商品の魅力向上（売れる商
品化）が必要
・地元受け入れ態勢の構築にあたり、主体となる団
体及び仕組みについての具体化していない。
・効果的な営業展開とターゲットを絞った情報発信
が必要

・地方の元気再生事業の投入（13,019千円)
・内閣府伝道師派遣　2名×2回
・産業振興アドバイザー派遣1名×4回＋1名×2回

26　龍馬伝に関連した特産品開発や周遊
ルートの確立等

《安芸市》

◆龍馬伝を機に交流人口の拡大や地域の活性化を図る。

◆龍馬伝放映に向け、安芸市において特に取り組
みが必要な事項
・観光周遊ルートの設定
・魅力的なみやげ物の開発

◆安芸をこじゃんと元気にする事業による特産品開発
◆ホームページやパンフレット等によるＰＲ
◆サテライト施設での広域観光への誘導案内

27　スポーツキャンプのまちづくり

《安芸市》

龍馬伝を機に三菱グループなどノンプロ野球部などの誘致
を推進し、経済活性化を図る。

・球場の改修による利便性の向上
・年間利用キャパシティーの把握
・閑散期の利用促進の基本的考え方の整理
・他施設の活用状況の調査

・施設改修については、阪神球団と協議の上、改修に取り組んだ。

29　魚梁瀬森林鉄道遺産を活用した交流人
口の拡大
　

《奈半利町、田野町、安田町、北川村、馬路村》

◆魚梁瀬森林鉄道遺産を中芸地区の新しい地域資源とと
らえ、地域連携を通して交流人口の拡大や文化活動の促
進を図る

◆中芸広域での窓口の設置（行政、民間とも）
◆ガイド等受入体制の整備
◆ツアー企画のメニュー化
◆５町村の行政、住民グループの連携
◆行政間及び行政と民間との連携

◆遺産の重要文化財指定
◆産振補助金（8,600千円）の事業採択（ホームページ作成、案内看板の設
置、シンポジウム開催、モニターツアー実施等）
◆おもてなし課の補助事業によるガイド研修会の実施
◆産業振興計画地域APによるマスコミでの広報
◆H21実施事業で構築したネットワークを活用した取組み（ツアーや企画展
の提案、実施等）
◆おもてなしのレベルアップに向けた観光補助金への申請

28　ダイビングの受け皿づくりによる交流人
口の拡大

《東洋町》

岬の両側にダイビングスポットの海域を持つ室戸市と連携
しながら、関西圏から４～５時間という恵まれた環境を活か
し、ダイビング客の受け皿づくりに取り組み、交流人口の拡
大を図る。

・漁業者の理解。
・漁協が参入するための甲浦港内へのじょう碇の
設置。
・甲浦浦漁協も県一漁協に所属しており、まず室戸
のダイビング事業が進捗した上での展開となる。室
戸の事業については、進捗状況が遅れている。

情報交換会（４回）
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目標（H２３）
アウトプット（結果）

<インプット（投入）により、具体的に現れた形を示すこと>

アウトカム（成果）
<アウトプット（結果）等を通じて生じる

  プラスの変化を示すこと>
●イルカ
①管理棟、調餌棟、シャワー棟などリースしていたものを買取
②夏場ドルフィンスイム体験者受け入れ可能人数増やすため、補助スタッ
フ2名を雇用
③旅行雑誌への掲載（年間誌3冊、月刊誌６冊）
④ホームページのリニューアル
⑤クリアカヌーの導入

●イルカ
①年間管理費の軽減（877千円）
②スイム人数の増加(1204人→1368人　164人増）
③④来場者数の増加(21,142人→24,077人　2,935人増）
⑤新たなプラグラムの構築による体験プログラムの充実

◆ダイビング入り込み客数　５千人

●室戸ドルフィンセンター来場者数　３万人

①協議会・WG・WSの実施（計20回）
②おもてなし（ハード・ソフト）・ヘルシーメニュー講習会の実施（３回）
③発地型・着地型ツアーの商品化
④営業職員の配置
⑤超長期滞在モニターの実施
⑥レンタサイクル20台投入

①体験メニューの追加　５メニュー
①四季のヘルシーメニュー完成
②受け入れ宿泊施設　5施設
③④発地型ツアー集客　42泊
⑤超長期滞在モニター　240泊

次世代の湯治場体験者数　4000泊

◆サテライト施設の完成
◆特産品５品目の開発
◆案内看板等の整備
◆レンタサイクル等周遊ルートの設定
◆ガイド研修の充実によるガイド体制の強化

◆サテライト施設入館者１万人達成(３月４日）

・阪神球団のキャンプ継続

･阪神球団のキャンプ実施
・阪神キャンプ来場者数4万5千人

◆重要文化財指定記念シンポジウム、見学会の実施＜進捗率100％＞
◆林鉄のガイド研修会3回開催、他の研修会への参加等＜進捗率100％
＞
◆ホームページの作成＜進捗率100％＞
◆案内看板の設置
◆モニターツアー２回実施＜進捗率100％＞
◆シンボルマーク商品作成（ガイド用スタッフTシャツ、ジャンバー）＜進捗
率100％＞

◆ガイド数　15名
◆モニターツアー等の参加者　150名
◆モニターツアー等への参加による宿泊客　25名
◆来年度、旅行代理店を通じツアー予定
　　（１，０００人規模）
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【地域アクションプランの取り組み状況と成果】

＜安芸地域＞

項目名及び事業概要 主な課題
インプット（投入）

<講じた手立てが数量的に見える形で示すこと>

31  体験型観光への取り組み(大野台地は、
えいところ！）

《田野町》

◆これまで取り組んできた体験型観光を定着させ、交流人
口の拡大を図る。

◆体験型観光商品（体験メニュー）の確立
・地区住民自身による利用可能な観光資源の洗い
出し（大野地区の魅力の再確認）
・観光資源活用において障害となる事項とその解
決策の検討協議

◆地域づくり支援事業（500千円：検討協議会運営に係る経費の財源とし
て）

30　ふるさと海岸を中心とする海洋資源を活
用した観光事業

《奈半利町》

◆奈半利町において、サンゴウォッチングやこ
れまでインストラクター養成等に取り組んでき
た海洋レクを充実することにより交流人口の
増加を図る。

・地域に豊富にある観光資源の上手な活用
・地域活性化のために活動している住民団体同士
の連携

・（仮）海浜センター建設着手
・（仮）海浜センター管理運営等に関するワークショップの開催（４回）
・地域づくり支援事業費補助金（事業費3,421千円）

34　龍馬伝を活かした観光振興

《北川村》

中岡慎太郎館での企画展の開催を軸に、村内や関係市町
村での関連イベントを行い、観光振興につなげていく。

・中岡慎太郎館の入館者数がそもそも多くない。
・中岡慎太郎館単独では、「龍馬伝」と直接リンクし
ないので、関係各館と連携して、企画展やイベント
を行っていく必要がある。
・１日楽しめる施設ではないので、村内の他の観光
施設や、コンベンション協会とも連携して、パックで
売り込んでいく必要がある。
・村内に宿泊施設は、北部の北川村温泉しかなく、
東部地域でも少ない。

・産振補助金（31,993千円）の事業採択（中岡慎太郎館のリニューアル）
・龍馬伝慎太郎推進協議会の組織強化（中岡慎太郎先生顕彰会の組織強
化

33　古民家と地場産品販売施設等を活かした
交流人口の拡大

《安田町》

◆安田町内の施設等の連携による面的効果の発揮で、町
内の他の観光・文化的資産への波及を目指す

◆安田まちなみ雑踏衆の組織基盤が脆弱
◆ガイドの体制づくり
◆連携(行政、住民グループ）

◆ガイド研修会への参加
◆新パッケージ事業による研修会（ガイド研修、料理教室、パソコン研修、
マナー研修等）への参加

32　安田川の清流資源を活かした交流人口
の拡大
　
《安田町、馬路村》

◆ダムのない清流安田川は、「全国利きアユ大会」２度の
グランプリに輝く天然アユ日本一の川である。この安田川
の環境を守りながら、豊富な資源を活かして交流人口の拡
大を図っていく。

◆流域住民の安田川の保存、活用についての意
識の低さ
◆行政間の連携
◆他の組織との連携（漁協、温泉、農協等）

◆地域づくり支援事業の事業採択による近自然工法の導入
◆えひめAI開発者の講演をきっかけにした住民の家庭排水対策への取組
み
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目標（H２３）
アウトプット（結果）

<インプット（投入）により、具体的に現れた形を示すこと>

アウトカム（成果）
<アウトプット（結果）等を通じて生じる

  プラスの変化を示すこと>

◆地区住民による検討協議会を月１～２回開催（第１回：11月27日）
→第2回以降の検討協議会日程　第2回：12/21、第3回：1/26、第4回：3/9
（予定）、第5回：3/19（予定）
◆体験型観光試行に向けた基礎準備
・次年度の体験型観光試行に向けた、モニターツアー等を構成する素材と
しての体験メニュープラン策定。
・大野倶楽部会員外の地区住民に対する、今後の協力要請等を踏まえた
事業に係る情報周知。

・（仮）海浜センター建設
・シュノーケリング、シーカヤックの用具等の整備（カヤック11艇、ウェット
　スーツ15着など）

・龍馬伝慎太郎推進協議会を8回開催
・中岡慎太郎館のリニューアル（H22.1）
・中岡慎太郎館のリニューアルにあわせた企画展の開催
・幕末体験村の実施（現在は試験的に開催）
・慎太郎マラソンなどH22年度に開催予定のイベントの準備
・ゆずサイダーであい博缶のように関連商品の開発

・ゆずサイダー90,000本生産
・1，2月の入館者数は2,437人で前年（608人）比で約4倍を記録。

◆ウォーキングツアー等でのガイド実施 ◆ガイド者　２名
◆ウォーキングツアー等への参加者　200名

◆えひめAI開発者の講演会及び試作への参加
◆地域住民の自主的な家庭排水対策への取組み
  （えひめAIの製作、販売）
◆流域での取組みによる関係町村等の連携づくり
◆馬路村での取組みをH22～流域に広げる

◆近自然工法の施行による魚類の増加（馬路村）
◆えひめＡＩ導入による流域住民の環境意識の向上
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【地域アクションプランの取り組み状況と成果】

＜物部川地域＞

２．香美市・香南市の園芸主幹品目の振興
  　　　　　　　　　　　　　　　　  （産地化強化）
　　《香南市、香美市》

　コスト上昇分をいかにカバーして、農家の維持、農業所
得の向上や産地維持を図っていくか、土佐香美地域園芸
戦略会議を核として、品目毎の生産・流通・販売上の課題
解決に取り組む。

◆生産上の対策
◆流通・販売上の対策

・土佐香美管内の園芸農業について、生産から流通に至る
産地力の強化を図る。
・園芸品目のうち、独自にブランド化や販売戦略の構築に
取り組むことが出来る品目を選定し、ブランド化を推進す
る。
・土佐香美園芸農業のイメージアップに取り組み総合的な
ブランド化を図る。

◆総合的な産地力の向上
・環境保全型農業技術の導入促進
・選果場の機能強化による高品質化への取り組み
◆土佐香美の園芸品目のイメージアップ
・トレサビリティシステム構築への取り組み

◆環境保全型農業技術の導入
・キュウリ防虫ネットＵＶカットフィルム導入
　　　野菜構造改革促進特別対策事業　　事業費4,949千円
・メロン防虫ネット、青色蛍光灯導入等
　　　環境保全型農業推進事業　　事業費1,900千円
・ピーマン、シシトウ防虫ネット天敵等導入
　　　環境保全型農業推進事業　　事業費3,391千円
◆レンタルハウス整備（ニラ、小ネギ、ナス、みかん、やっこネギ）
　　　レンタルハウス整備事業　　事業費142,465千円
◆選果場の機能強化による品質の向上
・ナスの選果場整備
　　　県こうち農業確立支援事業　　事業費36,750千円
◆青果出荷ユズ（○物ユズ）の販売対策及び選果場の機能強化
・関東以北での新たな市場の開拓及び販売促進対策
　　　果実契約取引等推進事業（中央果実基金）　　事業費10,000千円
・選果場の機能強化による高品質化と計画出荷の実現
　　　県農業生産体制強化緊急整備事業　　事業費12,836千円
◆土佐香美園芸品のイメージアップに向けたトレサビリティシステムの構築
・オオバ生産者番号印字機の整備
　　県農業生産体制強化緊急整備事業　　事業費6,090千円

１．南国市の園芸主幹品目の振興

　　《南国市》

　コスト上昇分をいかにカバーして、農家の維持、農業所
得の向上や産地維持を図っていくか、南国地域園芸戦略
推進会議を核として、品目毎の生産・流通・販売上の課題
解決に取り組む。

☆生産上の対策
　・増収技術の習得
　・病害虫防除技術の習得
　・経費節減対策の実施
☆流通・販売上の対策
　・消費宣伝活動の実践
　・市場、仲卸との信頼関係強化

◆３ＪＡ合同のシシトウ部会を３年間継続して開催支援
◆南国市特産品の消費宣伝活動実施（県内で２回、県外で５回）
◆補助事業導入のための勉強会を開催
◆環境保全型農業推進事業費補助金の導入支援　７７９万円
◆農業生産体制強化緊急整備事業の導入支援　事業費約１０００万円
◆こうち農業確立総合支援事業の導入支援　事業費　６３０万円

項目名及び事業概要 主な課題
インプット（投入）

<講じた手立てが数量的に見える形で示すこと>

２ 香美市・香南市の園芸主幹品目の振興 ◆先行品目の選定として、商標登録をしている「夜 ◆高知県産業振興総合事業費補助金(事業費15 500千円）

ネックとなっている課題

・価格の将来性が不確定で、所得が安定しない。

・農家とＪＡなど関係機関とのコミュニケーション不足により、目指す産地の方向性が共有できて

３．地産地消・食育の推進（２／２）
５．地域の特産品づくり～農産物加工への取
組～
１６．「ごめん」をブランド化～トライアングル
ゾーンの活性化～

　　《南国市》

◆(3.)これまで先進的な活動を行ってきているが、学校給
食への野菜の供給割合は5.5%に留まっており、地産地消
のさらなる推進のため、組織の連携強化等を図っていく。
◆(5 )地域農産物の加工に取り組む場づくりを通じて、加

◆農商工連携交流会の立ち上げが遅れている
・形だけの組織でなく、参加する組織・人も意義が
あり、また将来的にも必要とされる組織づくりを図
る必要がある。
→り交流会自体の位置づけ（目的・役割等）を確立
させる。

◆まだまだ、試行錯誤であり、「ブランドづくり」や
「特産品づくり」などについて、先導するべき者・組
織がもっと勉強し力を向上させ、関係する組織・人
を引っぱていく必要がある。

◆厚生労働省の地域雇用創造推進事業（86,794千円：H21～23年度）（地域
APを推進するための求職者への人材育成、事業者への雇用拡大等のセミ
ナー開催等）の事業採択
◆地域雇用創造実現事業（89,242千円：H21～23年度）（ＪＡ出資型を見据え
た農業生産法人の設立検討）の事業採択
◆ふるさと雇用再生特別基金事業（8,965千円：H21～23年度）による企画
コーディネーター（2名）の雇用及び育成
◆地域雇用創造推進事業による人材育成等の講座の開催（9講座、44日）
◆地産地消フェアの開催（農林、保健、教委サイド）（11/15）
（◆参考：内閣府の地方の元気再生事業（25,649千円：H21年度）（空港テナ
ントでのアンテナショップ実証、既存加工品のブラッシュアップや空弁など新
商品開発、リキュール・濁酒特区への取り組み等）の事業採択）

３．地産地消・食育の推進(1/2)

　　《南国市》

◆これまで先進的な活動を行ってきているが、学校給食へ
の野菜の供給割合は5.5%に留まっており、地産地消のさら
なる推進のため、組織の連携強化等を図っていく。

◆学校給食への供給量が当初想定ほど上がらな
い
・既存の青果卸業等への配慮
・献立づくりへの産品情報の反映が不十分
　（農産品情報提供の仕組みが未整備）
→供給側（農政サイド）と需要側（教委サイド）の行
政レベルでの調整・連携強化が必要

◆民間レベルでの取り組みが弱い
・地産地消推進協議会の体制強化
　（未成熟なネットワークであり具体の事業推進体
制の確立が急務）

◆ふるさと雇用再生特別基金事業による食材配送員の雇用（1名）

◆過年度の学校給食献立の食材及び使用量等の分析

◆地産地消推進協議会の推進体制強化（部会制の導入）

２．香美市・香南市の園芸主幹品目の振興
　　　　　　　　　　　　　　　（エメラルドメロン）
　　《香南市、香美市》

　コスト上昇分をいかにカバーして、農家の維持、農業所
得の向上や産地維持を図っていくか、土佐香美地域園芸
戦略会議を核として、品目毎の生産・流通・販売上の課題
解決に取り組む。

◆生産上の対策
◆流通・販売上の対策

・土佐香美管内の園芸農業について、生産から流通に至る
産地力の強化を図る。
・園芸品目のうち、独自にブランド化や販売戦略の構築に
取り組むことが出来る品目を選定し、ブランド化を推進す
る。
・土佐香美園芸農業のイメージアップに取り組み総合的な
ブランド化を図る。

◆先行品目の選定として、商標登録をしている「夜
須のエメラルドメロン」を選定
・東京方面での販促対策、知名度向上に向けた取
り組みの検討
・生産性と品質向上に向けたかん水技術の導入

◆高知県産業振興総合事業費補助金(事業費15，500千円）
　「夜須のエメラルドメロン」のブランド力強化対策事業
　①生産性・品質向上に向けた日射比例かん水制御装置の導入
　②知名度向上及び販売促進対策の実施
　　・消費者グループ・インタビュー実施（東京：1回）
　　・商談会開催(東京：1回）

◆(5.)地域農産物の加工に取り組む場づくりを通じて、加
工・販売を促進し、付加価値を向上させる。
◆(16.)・「ごめん」というユニークな地名を活かし、人を呼び
込み、商店街を活性化する
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□　シシトウ　　　１３．４億円
□　ニラ　　　　　 　４．０億円
□　オクラ　　   　　１．８億円

◆環境保全型農業技術の導入
　・主要品目での環境保全型農業技術の導入
　　　キュウリ　　８５５ａ〈普及率　９０%〉
　　　ピーマン　１，２９６ａ（普及率　１００％）
　　　シシトウ　１，４５５ａ（普及率　６８％）
　・園芸エコシステムによる出荷への移行を検討
◆レンタルハウス整備
　・7件　148ａ
◆選果場の機能強化による品質の向上
　・ナスの選果場整備（カメラセンサー・選果システムの改修）
◆○物ユズの販売拡大及び選果場の機能強化への取組
　・商談会：参加者１社
　・新たな業務需要の掘り起こし（対象　１社）
　・出荷場・選果場選果機能の強化（ｶﾒﾗｾﾝｻｰの機能強化）
　　立体予冷庫PC一式、トラックスケール等・全自動選果システムの更新
◆土佐香美園芸品のイメージアップに向けたトレサビリティシステムの構築
　・オオバ生産者番号印字機の整備
　　→ニラなど、他の主要品目への拡大

◆○物ユズの販売拡大への取組
　・業務需要として３．６ｔの青果ユズの出荷契約

◆選果場やトレサビリティシステムの整備による出荷量等への効
果は、数値では把握できないが、主要品目の販売量は増加してい
る。
　・ナス　Ｈ２０園芸年度１，０５２ｔ→Ｈ２１園芸年度１，０６３ｔ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１１ｔ、１０２％）
◆ニラの業務筋での販売拡大
　→株式会社「点天」への定量販売
　　　　　Ｈ２０園芸年度44ｔ→Ｈ２１園芸年度59ｔ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（15ｔ、１３４％）

◆ＪＡ土佐香美における主要園芸品目の販売
額向上
　　・ニラ　・・・・・・・・・・・　２８億円
　　・ネギ　・・・・・・・・・・　１８億円
　　・ユズ　・・・・・・・・・・　5.1億円
　　・トルコギキョウ　・・　２億円

【22年度追加予定】
◆土佐香美園芸品目のトレサビリティシステム
の導入品目
　　・トレサビリティシステム実施品目・・・５品目

◇３ＪＡの組織代表（農家・部会役員）が大消費地の消費動向調査（消費宣
伝）を行うようになり産地維持への意識が醸成した。
◇補助事業導入のための費用対効果などの考え方が理解できた。
◇防除マニュアルの普及のために、環境保全型農業推進事業費補助金を
利用し、ピーマン、シシトウに防虫ネットや天敵等を導入した。
◇流通環境を考慮し、農業生産体制強化緊急整備事業を利用して、３ＪＡ
出荷場へテープ使用製梱機、エコテープ利用の梱包機を導入した。
◇こうち農業確立総合支援事業でショウガ洗浄機の補助申請を予定

■消費地（市場、仲卸）と産地（農家、ＪＡ）の信頼関係が生まれて
きている。シシトウの単価は系統外に比べ安定してきた。

　　　　　　Ｈ２１園芸年度実績
　　　　　　シシトウ　１２．０億円
　　　　　　ニラ　　　　 ４．２億円
　　　　　　オクラ　　   １．７億円

◆JA土佐香美における主要園芸品目の販売

目標（H２３）
アウトプット（結果）

<インプット（投入）により、具体的に現れた形を示すこと>

アウトカム（成果）
<アウトプット（結果）等を通じて生じる

プラスの変化を示すこと>

◆「夜須のエメラルドメロン」のブランド力強化対策事業 ◆販売促進対策

◆地域雇用創造実現事業による農業従事者の新規雇用(4名）
◆地域雇用創造推進事業によるセミナー受講者（延べ51社、819名：3月末
見込）
◆地産地消フェアに参加した運営側関係団体数（45団体：約500名）
◆地産地消フェアへの来場者数（約2,200名）
◆軽トラ市への参加事業者（延べ約80社）
◆軽トラ市来場者数（3回延べ約6,000名）
◆第6回彩の国鍋合戦　シャモ鍋が優勝
（◆参考：地方の元気再生事業による空港テナント「空の駅『なんこく　まほ
ら』」出店（実証実験）（1店（10/17～））

◆企画コーディネーター及び空の駅推進協議会によるコーディ
ネートでブラッシュアップまたは新規に商品開発され、市販を開始
した商品数（空弁含む）　16品目

◆軽トラ市、やなせたかしロード（特にバイキンマン）、ゴメンジャ-、
シャモ鍋の認知度がアップしている。

地域原料を使用した加工食品の商品化　20品
目

ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄ機能を通じての流通開始事例　10
品目

　　　　　（22年度追加を検討中）

◆JA土佐香美における主要園芸品目の販売
額向上
　　・ニラ・・・・・・・・・・・・・・28億円
　　・ネギ・・・・・・・・・・・・・・18億円
　　・ユズ・・・・・・・・・・・・・・5.1億円
　　・トルコキキョウ・・・・・・・2億円

【22年度追加予定】
◆「夜須のエメラルドメロン」の販売額向上
　　・販売額・・・・・・・・・　6億円(25年度)
　　・関東方面への出荷割合・・１０％

◆学校給食への定期的な配送校　対象小学校13、幼稚園１　全校（11月現
在）

◆学校給食への配送実績農産物　　25品目　計2,148.9kg（5月～2月末）

◆H21年度2学期までの学校給食への供給割合 　6.9　％
（参考：H19年度同時期ベース　5.1%)
（参考：H19年度ﾍﾞｰｽ5.5%）

学校給食における地元野菜の供給割合　11%

業務筋への供給　　　　　　　　　　　　　8事業体

　　　　　　　　（22年度追加を検討中）

◆「夜須のエメラルドメロン」のブランド力強化対策事業
　①日射比例かん水制御装置導入
　　・導入農家：７戸
　　・設置台数：１０台
　　・導入面積：３．１ha
　②販売促進対策
　　・消費者グループ・インタビュー(参加者10名）
　　・商談会（参加バイヤー6社）

◆販売促進対策
　・商談会を通じ、具体的な仕入れの相談２社（ｅ－ｺﾏｰｽ関係）
　・知名度を上げるために出前授業やテレビ番組への提供などに
も取り組んだ結果、大手芸能プロダクションから２０ケースの注文
があった
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【地域アクションプランの取り組み状況と成果】

＜物部川地域＞

４．生産者と消費者をつなぐ場づくり～まずは
農家レストラン～

　　《南国市》

◆地産地消、安全安心への関心の高まりを背景に、地域
の豊富な食材を活かし、生産者と消費者をつなぐ仕組みと
して「農家レストラン」を立ち上げ、農業、商工業、観光の活
性化を図る。

◆開設候補場所の具体的な調整
・道の駅南国内レストランへの併設案であり、運営
会社（指定管理者：（株）道の駅南国）との調整及
び、厨房新設等の必要性によっては、施設管理者
（県）等との調整が必要

◆運営(調理）グループの確保
・より多くの生産者等にかかわってもらうための仕
組み・条件・声かけ手法等を早急に検討する必要
がある

◆農家レストラン検討会開催（4回）
◆先進地視察(１/２７)
　女性グループ代表者等11名及び（株）道の駅マネージャー参加

項目名及び事業概要 主な課題
インプット（投入）

<講じた手立てが数量的に見える形で示すこと>

７．農産物加工等への取組計画

　　《香南市》

　ミカン等柑橘類、ニラ、芋、チャマメ、ショウガ、はなゆ、ブ
ルーベリー、ナス、どろめなど、地域特産の農産物等の加
工を通じて付加価値を高め、地域の農業者、商業者の所
得の向上を図る。

◆地域特産の農産物等の加工を通じて付加価値
を高め商品化を行うために必要な取り組み事項
○組織の整備
　　・商品製造体制
　　・商品検討体制
　　・商品販売体制
◆原材料調達システムの構築

◆香南市地域雇用創造推進事業
　・一次産物の活用ができる人材育成研修((6回）
◆香南市地域雇用創造実現事業
　・香南市地域ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ商品の開発会議(6回）
◆香南市地域雇用創造実現事業
　・香南市まるごとﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ　商品企画会議の設置・開催(3回）(11月末）
◆原材料調達について関係機関と協議（2回）

６．大学生による地域応援団(サポーター）づ
くり
　
　　《物部川地域全域》

　在学中に地域資源に親しみ、地域の良さを学んでもら
い、卒業後も”第二の故郷”として全国各地から物部川地
域をサポートする「地域応援団（サポーター）」になってもら
う仕組みをつくる。

◆在学中の関わりづくり
◆卒業後のフォローアップ
◆支援組織（ネットワーク）の形成

◆大学（学生）の支援体制の確立
◆地域の受け入れ態勢の確立
◆支援組織（ネットワーク）の育成

◆工科大学と在学中の取組について協議
　・カリキュラムとして位置付け
　・大学事業と地域との連携
　・地元イベント等へのボランティア参加
◆JA土佐香美と受け入れ態勢について協議
◆地元NPO等と支援組織について協議

◆研究会の立ち上げ
◆地域ブランド商品の製造、流通、販売

９．物部のユズを総合的に売り出す取組み～
ユズのトータルステーション(拠点)の構築～
１１．作業者の確保～「雇いたい人」「働きた
い人」のマッチング～

　　《香美市》

　香美市において農業者の確保とまだまだ働きたい中高年
の方などとを結びつける仕組みづくりを通じて、ユズ産地の
維持、所得の向上を目指す。
◆ユズの生産対策
◆新たな加工品の開発

◆安定した雇用システムの構築(通年雇用）
　・他の園芸品目も含めたシステム構築
◆事業実施主体の育成
◆核となる人材の育成
◆生産者の合意形成
　・作業料金設定

◆香美市雇用創造協議会農作業受託部門の活動強化
　・JA土佐香美柚子生産部会と事業方針について協議
　・ユズ農家台帳整備
　・作業委託等農家の意向調査
　・出荷作業、収穫、剪定、防除等の実践・検証

８．高齢農家とともに支える農業の仕組みづく
りと集落の活性化

　　《香美市》

  谷相集落をモデル集落とし、高齢者とともに農業で生活
できる地域づくりに取り組み、将来にわたって中山間地域
の集落で生活できる「こうち型集落営農」の実現を目指す。

◆集落営農の推進
◆農作業受委託の推進
◆売れる米作りの推進と有利販売
◆園芸品目の導入と普及推進
◆交流活動の推進

《目標》
◆集落営農の推進
     各作業部会のリーダーが発掘され、
     組織的な活動ができるようになる。

◆農作業受委託の推進
      農作業受委託組織が設立され、計画
     に基づいた活動ができるようになる。

◆売れる米づくりの推進と有利販売
     谷相版栽培暦に従って有利販売に向け
    た生産ができるようになる。

◆園芸品目の導入と普及推進
     園芸品目や品種の導入が行われる。
     【青ネギ：10ａ、ニラ：　6ｔ／10a,
　　　アジサイ20a】

◆交流活動の推進
     具体的な計画を協議し、交流活動を
　　実施する。

◆集落営農の推進
　・谷相地区集落営農組合の総会、役員会等の開催
　・先進地研修(３回)、他集落との交流会(2回)

◆農作業受委託の推進
　・谷相地区オペレーター組合総会、役員会等の開催
　・農作業受委託の実施(7～10月）

◆売れる米づくりの推進と有利販売
　・水稲実証ほの設置（3か所）
　・水稲栽培研究会（５回）

◆園芸品目の導入と普及推進
　・青ネギ、アジサイ、ニラの検討会の開催
　・ニラの巡回指導(4回）
　・直販部会開催（９回)

◆交流活動の推進
　・交流会「またきいや谷相！」の開催

◆新たな加工品の開発
◆交流人口の拡大と地域農産物の利用促進
◆ユズの雇用労働システムづくり(モデル)
◆園芸品目の雇用労働システムづくり
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目標（H２３）

◆農家レストラン開設候補地を1か所に絞り、具体的な検討を加えている。 ◆参加グループ４団体確保（H22.2現在） （南国市版）農家レストランの立ち上げ　1か所
　
　　　　　　（22年度追加を検討中）

アウトプット（結果）
<インプット（投入）により、具体的に現れた形を示すこと>

アウトカム（成果）
<アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの変化

を示すこと>

【２２年度追加予定】
◆支援組織数：1組織

◆工科大学で「地域共生概論」を実践
　・前期：１４講義：参加学生約120名（２単位）
　・後期：フィールドワーク（1単位）
　・物部川ウォーキングの開催（参加人員：約350名）
　・物部川川祭りへ参加（参加人員約：20名）

◆潮風(ｼｲﾗ)ﾊﾞｰｶﾞｰの販売
　・マリンフェスティバル：209個　　・8月試験販売：539個
　・11月販売：85個・空の日：50個 ・ふるさと祭り：100個
　・吉川文化祭：50個                ・香南ふれあい祭り：100個
　・毎日曜日にやすらぎ市で販売(20個）

◇(その他)
　・山北ﾐｶﾝの材料提供を行い、酒造会社がﾘｷｭｰﾙの商品開発・
販売　(４合瓶換算で8000本)

◆開発加工製品サンプル数　　　　１０品
◆商品化製品数　　　　　　　　　　　１０品

◆香南市地域雇用創造推進事業
　・一次産物の活用ができる人材育成研修(参加人員　延べ87名）
　 (試作品18品)
◆香南市地域雇用創造実現事業
　・香南市地域ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ商品の開発会議（参加人員　延べ20名）
　(地域ブランド商品の開発及び販売体制の整備：潮風(ｼｲﾗ)バーガ-）
◆香南市まるごとﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ商品企画会議の開催
　・開発ﾕﾆｯﾄ整備(20％)
◆商品化に向けての試作品（らっきょうタルタル、山北みかん・メロンケー 販売 ( 合瓶換算 本)

・山北みかんロールケーキ・吟醸酒粕パイ販売
◆商品化 向け 試作品（ きょうタ タ 、山北み ケ
キ、イカの醤油漬け、塩辛、長太郎貝甘辛煮等）の製作

◆こうち型集落営農組織：1組織

◆香美市雇用創造協議会農作業受託部門
　・ユズ農家台帳整備（189戸）
　・作業受委託意向調査（130戸）
　・収穫出荷作業等の実践（3名延べ30日）
　・新たに金沢や札幌市で消費宣伝活動ができた。

◆ユズの農作業受託システム構築に向け生産者の意識が高揚し
ている。
◆株式会社マルシェへの販売(3万玉)

【22年度追加予定】
◆青果率70%以上の達成
◆市場販売額：5.1億円

◆集落営農の推進　　〈進捗率100%〉
　・新たに２部会が組織され、６部会の活動が組織的に行われるようにな
　　った。

◆農作業受委託の推進　〈進捗率100%〉
　・共同利用機械が導入され、｢谷相オペレーター組合」による農作業受
    委託が実施された。
　　共同防除のべ10.1ha(19戸)、刈り取り1.43ha(9戸)、
　　籾すり・乾燥230袋(15戸)

◆売れる米づくりの推進と有利販売〈進捗率50%〉
　  ・米の試食を行ったところ、80%の人が「大変おいしい」、20%の人が
　  　「おいしい」との評価であった。
　　・水稲の病害虫発生状況調査に基づき､適期に防除が行われたが
　　　有利販売に向けた生産をするまでには至っていない。

◆園芸品目の導入と普及推進  〈進捗率　青ネギ：100%、ニラ：100%、
　 アジサイ：36%〉
　　 ・青ﾈｷﾞ：１戸3ａ(H20年)→5戸10a(H21年)
　　 ・ニラ：10ａ当たり収量　5.9ｔ/10a（H21園芸年度）→5.2t/10a
   　 　（うち個別事情4戸（ﾊｳｽ倒壊、入院、死亡等）除く収量：6.6t/10a）
　　・アジサイ：4戸、7.1a（708本）定植

◆交流活動の推進　〈進捗率：100%〉
　　消費者23名の参加

◆集落営農の推進
　・部会員間で研修会への参加の呼びかけをするなど積極的な
    姿勢が見え始めた。
　・直販部会については、組織的な活動やまとまることの必要
   性を意識するようになり、定期的に勉強会が開催されている。

◆農作業受委託の推進
　・役員が自主的に農舎設置場所を決め検討会を計画するな
   ど前向きな姿勢が見え始めた。

◆売れる米づくりの推進と有利販売
　・交流会を通じ谷相米のおいしさをPRすることができた。
　・畦畔防除の重要性やコブノメイガ類の防除に対する課題が
　　明らかになった。

◆園芸品目の導入と普及推進
　・次年度についても継続して栽培する。（青ネギ）
　・個別巡回することで、栽培管理状況や、収量低下の問題点
　　を把握することができた。(ニラ)
　・挿し木苗の枯死を防ぐよう、育苗管理指導を重点的に実施
　　した結果、昨年度のような大量枯死は無かった。(アジサイ）

◆交流活動の推進
　・ 具体的な進め方を組合員で考えてもらうよう投げかけを行
　　ったことにより、交流活動を検討する「交流専門委員会」を
　　立ち上げ交流会を開催することができた。
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【地域アクションプランの取り組み状況と成果】

＜物部川地域＞

項目名及び事業概要 主な課題
インプット（投入）

<講じた手立てが数量的に見える形で示すこと>

１３．木質バイオマスの活用に向けての取組
　
　　《物部川地域全域》

  地域に豊富な森林資源を活用し、エネルギーの地産地消
を推進する。

◆木質バイオマスの利用の検討

◆最終的にペレット製造・供給基地を域内に立地
するために必要な事項
・農業分野での具体的な需用者開発
◆「香美・香南新エネルギービジョン」との調整
◆農業分野以外への普及啓発
◆原料の安定供給体制の整備
◆燃料単価差（重油安・ﾍﾟﾚｯﾄ高）を緩和する仕組
みづくり

◆需用者開発（ペレットボイラ設置）に向けて
・「実証試験」
　農業用（小型）ボイラでは全てのペレット種別に対応した機器が
　ないためペレット種別毎の特性（機器との相性）を調査＋利用状況
　（重油ボイラに引けを取らない）を農家にＰＲして需用者開発を推進
　加速化事業（林野庁）＆低炭素地域づくり面的対策推進事業（環境省→
香南市）活用
・「農家意向調査」

１２．民有林における間伐の推進

　　《物部川地域全域》

　効率的な施業の実現を図るとともに、林業事業体の経営
基盤の整備や担い手の育成を図り、素材の増産に取り組
む。

◆森の向上の推進
◆林業事業体の育成
◆担い手の育成確保
◆放置林の解消

・森の工場：６団地
　当初面積４，３４５ha

◆木材価格の低下に伴い森林所有者、素材加工
事業体の事業意欲の低迷
◆事業予定地の山林の所有者、所有界の確定が
困難
(不在村地主、境界確定対応）
◆森の工場計画と市町村が樹立している各種計画
等との連絡調整
　旧計画から新計画への移行

◆平成２１年度間伐関係補助事業費
　　１０５，９５１千円
◆森の工場設定等のため説明会開催（５回）
◆森林整備、作業道開設計画等の個別指導を実施（１５回）

１０．香美市ブランド品の確立・特産品づくり

　　《香美市》

　香美市ブランドの確立、特産品づくりを行うことを通じて、
働く場の確保と所得の向上を図る。

◆地域特産品の加工・販売の仕組みづくり
◆新たな加工食品の開発・販売
◆シカ肉の活用に向けた取組

◆地域特産の農産物等の加工を通じて付加価値
を高める商品化を行うために必要な取り組み事項
　○組織の整備
　　・商品検討体制
　　・商品製造体制
　　・商品販売体制
◆原材料等調達システムの構築

◆香美市地域雇用創造推進事業
　・食品加工・シカ肉講座（3回）
◆香美市地域雇用創造実現事業
　・異業種交流会(2回）
　・シカ新製品の開発
　・各種イベントでの販促活動
　・香美市観光(特産品)ホームページの作成に着手
◆・地元事業者と商品開発等について協議

１４．県産材の利用推進

　　《物部川地域全域》

　「高知県産材利用推進方針」に沿った県産材の利用促
進、需要拡大を図る。

◆県産材利用促進方針に沿った取組の推進

◆県産材利用推進方針に沿った各部局の取組

◆県産材利用推進方針に沿った各市の取組

◆県産材利用の民間への波及

◆木材使用を推進するための新工法の普及
　
◆既存事業における木材使用可能箇所の追加

◆公共工事における木材使用量の拡大

◆木質バイオマスの利用の検討
◆半炭化ペレット製造プラントによる実証実験
◆LLPを活用した公設民営方式による事業化の検討
◆価格差を補う排出権取引導入による事業化の検討

農 」
　低炭素地域づくり面的対策推進事業（環境省）活用
・ボイラ整備
　加速化事業＆グリーンニューディール事業活用

１７．香南市コミュニティガイド事業

　　《香南市》

　自衛隊移転に伴う新たな住民の一大流入を契機に、商
店・飲食店・サービス店等において、地域に滞在するうえで
欠かせない生活情報を提供することにより、大型量販店等
との差別化を図り、活力ある商店街づくりを目指す。

◆勉強会の開催

◆効果的な情報提供
◆ニーズにあった情報提供
◆利用促進のための啓発
◆店舗等の協力体制の構築

◆高知県こうち商業振興支援事業採択（1,000千円）
◆香南市こうち商業振興支援事業採択（1,500千円）

１５．シイラの加工商材活用

　《香南市》

　シイラの加工による浜値の向上と付加価値の増加を通じ
て、漁業者の所得の向上を図る。

◆漁協による入札の参加
◆前処理加工の実施
◆施設整備の実施

◆加工原魚確保の方法とルールの確立
◆雇用形態の確立と加工人員の確保
◆加工作業手順の確立
◆運搬方法の確立
◆加工施設の改修と改修施設の許認可への対応
◆新規販売先の開拓

◆事業を進める上での現況や課題（原魚の確保方法、加工人員、雇用、加
工作業、運搬、販売単価、収支、契約、許認可への対応、本支所の役割分
担等）について関係者間（県漁協、支所、香南市、県）で随時協議し実施体
制の構築を図る。
◆事業の方法、進め方の漁業者や仲買人への説明会を実施し、新たな販
売先を検討するにあたり地元魚商人とも協議。
◆事業費15,015千円
　国庫補助事業（強い水産業づくり交付金）　7,507千円
　高知県産業振興総合補助金　　　　　　　　1,001千円
　高知県漁業経営構造改善事業費補助金　　1,501千円
　香南市単独補助金　　　　　　　　　　　　3,504千円
　に事業採択。
◆平成21年度シイラ前処理加工実績等について漁業者への事業報告会を
実施。
◆新たな販路先の開拓として３軒の地元加工業者や冷凍食品販売業者等
にアプローチ。

◆勉強会の開催
◆消費者への告知ツールの開発等
◆参加型コミュニティイベントの開催
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アウトプット（結果）
<インプット（投入）により、具体的に現れた形を示すこと>

アウトカム（成果）
<アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの変化

を示すこと>
目標（H２３）

◆林業素材生産量
　64,560m3

◆実証事業
　・加速化事業要望は不採択・低炭素地域づくり面的対策推進事業で採択
　　半炭化・ホワイトの燃焼試験＋デモを１カ所で実施
　　全木での試験は相愛（ﾎﾞｲﾗﾒｰｶｰ）が独自に行う方向
◆農家の意向調査
　・低炭素地域づくり面的対策推進事業でＪＡ土佐香美を通じて実施
　・南国市管内（３JA)でも同様調査の実施が実現
◆ペレットボイラ整備

◆需用者開発
　・ﾍﾟﾚｯﾄﾎﾞｲﾗ　　　H21当初・０台　→　Ｈ２３末・41台（予定）
　・ﾍﾟﾚｯﾄ利用量　　H21当初・０ｔ　→　Ｈ２３末・1230ｔ/年（予定）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（41台*30t/台＝1230ｔ/年）
　※農家の意向調査等を通じて当初要望41台を上回る設置
　　　実現を期待

【２２年度追加予定】
◆ペレット利用量＝1230ｔ/年
◆ペレット製造・供給基地の域内設置への取
組
　・ﾁｰﾑ会議の結果、ボイラー設置が２１～２３
　　年に行われるため、その運用実績を見て
   からの動きとなる予定

◆森の工場
　・箇所数：変更なし（６団地→６団地）
　・面積：４，３４５ｈａ→５，８７５ｈａ（１，５３０ha追加）
◆間伐面積：１，５３６ha(上乗せ含む）
◆作業道開設：３２，６００ｍ

◆平成２１年度当初４，３４５haが５，８７５haとなる。

◆香美市地域雇用創造推進事業
　・食品加工・シカ肉講座（参加人員　延べ23名）
◆香美市地域雇用創造実現事業
　・異業種交流会(参加人員　延べ32名）
　・刃物祭り（出店者数　7名)
　・ふるさと祭り(出店者数　9名）
◆商品開発
　・もみじ(シカ肉）バーガー
　・シカ肉ソーセージ
　・塩の道(ユズ）マーマレード
　・シカ串カツ
　・シカ煮込み　・シカコロッケ

◆シカ肉加工商品の販売
　・もみじ(シカ肉）バーガーの販売
　　べふ峡温泉等での販売　　５０００個
　　その他シカ肉関連商品の原料を含め加工場からの生肉出荷量
　　1500ｋｇ　、ネット通販商品の開発（カツ、煮込み等）
◆ユズ加工品の販売
　・「しおゆず」（ユズマーマレード）の販売
　　直販所、市内商店での販売　　　３００個
　　新京橋プラザ「てんこす」での販売　３０個
　・ル・カフェ・チューぽん酢ドレッシング他
　　新京橋プラザ「てんこす」にて３０本/週販売
　　他、加工品の販売好調　認知度上がる
・その他加工品、ショウガ関連商品の認知度アップと販拡大（集計
中）
　

【22年度追加項目として検討中】
◆開発加工製品サンプル数　　１０品
◆商品化製品数　　　　　　　　　 １０品

◆従来は沖合で廃棄されていた小型シイラ（2Kg以下、年間65tを
想定）が、一次加工を施すことで練製品加工用としての商品価値
を有することになり、漁業者の収入向上に効果。
　・浜値の底上げ（最低価格30円/Kg）
◆地域での雇用拡大（加工人員：8名雇用）
◆新たな販売先の開拓、周年稼働(他魚種）への事業展開の検討
等、事業拡大に向けた機運の盛り上がりがみられる。
◆地元加工業者とは今後とも継続して取引条件、商品開発、ブラ
ンド化等を検討していくことで合意。

◆加工原料として漁協のシイラ販売額
  1,500万円

◆サバイバルウッド工法の採用

◆作業道における丸太組工法の量的拡大

◆公共工事における木材利用の確認

◆公共工事における木材利用の普及の拡大

備
　・加速化事業は予算超過でｸﾞﾘｰﾝﾆｭｰﾃﾞｨｰﾙ事業に乗り換えて実施
　　当初要望：２１年１台、２２年２７台、２３年１３台＝合計４１台

◆ガイドブック(香南まるごと百貨店）作成
　・制作部数：25,000部
　・掲載事業所：約110社
　・配布先：香南市全戸(約13,000戸）、自衛隊関係者(約700戸）、転入者
(毎年約200戸）

◆香南市商工会加盟店の増加
　591件(H21.3.31現在)→606件(H22.3.4)(15件増)

【２２年度追加予定】
◆木製型枠の使用率１００％
◆工事用資材の木製品使用（看板、バリケー
ド）は１００％

◆シイラ加工実施体制の確立。
　・前処理加工に必要最低限な設備改修を自己負担(漁協)で実施。
　・営業許可の取得。
　・シイラ加工人員の確保及び衛生管理体制の構築。
◆県漁協と加工業者間でシイラ製品売買契約の締結。
◆販売に必要な経営分析（損益分岐）の仕組みの構築。
◆加工施設は今年度中に完成予定（来年度漁期からの本格稼働）
◆今期の加工処理量は約50t。(販売額約350万円）
◆シイラ加工人員を対象に衛生管理講習を実施（１回：8名出席）
◆来年度も漁業者の協力が得られることを確認。
◆地元加工業者と事業協力は可との前向きな回答が得られた。

18



【地域アクションプランの取り組み状況と成果】

＜物部川地域＞

１９．観光交流のネットワークづくり（観光推進
体制の確立強化）
２０．歴史的資源を活用した地域活性化への
取組　～土佐のまほろば～

　　《南国市》

◆(19.)交通の要衝という恵まれた立地環境を活かし、地域
内の観光資源をつなぎ、外に売り出していくための体制整
備を図る
◆(20.)地域が誇る歴史的な資源を活用し、「語り部」の育
成などに取り組み、関係者が一つになって交流人口の拡
大による地域活性化につなげていくために取り組んでいく。

◆農商工連携交流会の立ち上げが遅れている
・交流会自体の位置づけ（目的・役割等）がまだ確
定していない。きっかけ（岡豊城さくら祭り）づくりか
ら始めている段階である。

◆まだまだ、試行錯誤であり、「本市の観光の将来
像」について、先導するべき者・組織がもっと勉強し
力を向上させ、関係する組織・人を引っ張っていく
必要がある。

◆厚生労働省の地域雇用創造推進事業（86,794千円：H21～23年度）（地域
APを推進するための求職者への人材育成、事業者への雇用拡大等のセミ
ナー開催等）の事業採択
◆ふるさと雇用再生特別基金事業（8,965千円：H21～23年度）による企画
コーディネーター（2名）の雇用及び育成
◆地域雇用創造推進事業による人材育成等の講座の開催（5講座,18日）
◆全国龍馬ファンの集いの開催（南国市共催）（10/24～25）
◆第6回彩の国鍋合戦参加（1/31）
（◆参考：内閣府の地方の元気再生事業（25,649千円）（空港テナントでのア
ンテナショップ実証、既存加工品のブラッシュアップや空弁など新商品開
発、リキュール・濁酒特区への取り組み等）の事業採択）

項目名及び事業概要 主な課題
インプット（投入）

<講じた手立てが数量的に見える形で示すこと>

２１．体験観光型メニューの滞在型旅行商品
アクションプラン

　　《香南市》

　観光関係の情報を一元的に管理、発信を行うなど観光商
品化に向けて機能強化を図る。

◆香南市、香南市雇用創造協議会（推進・実現
チーム）、香南市観光協会、高知県観光コンベン
ション協会の連携及び役割分担の明確化
◆各地域毎の担い手組織の整備とネットワーク化
◆タリフの完成と営業計画の策定
◆ガイド組織の整備
◆各地域毎の誘客ターゲット＋周遊プランの策定
◆3市連携（広域観光）の推進組織の検討

◆香南市地域雇用創造協議会事業
　・観光資源活用ができる人材育成研修（3回）
　・海辺の探索ガイド養成講座（5回）
　・ヨットのインストラクター養成講座（10回）
　・地域資源を活用した料理人養成講座（3回）
　・まちの案内人養成講座（6回）
　・塩の道案内人養成講座（5回）

・おためしモニターツアー(3回）

１８．地場産業（土佐打刃物、フラフ）の振興

　　《香美市》

◆海外での展開も視野に入れた新商品の開発や販路の
開拓のほか、昔ながらの技術や文化の継承を図るため、
次世代を担う後継者の育成にも取り組む。

◆伝統的技術産業であるがゆえの一般市場での
浸透の困難さをいかに克服するか
・工芸品としての魅力のＰR
・技術の応用による新商品の開発
・一般消費者との接点の工夫

◆香美市地域雇用創造協議会実現事業
　・打刃物、フラフの現況調査
　・物産展、見本市等でのＰＲ（県内、県外各1回）
　・森林保全等との関連による新製品の開発
　・観光事業と連動した製品と産地のＰRを検討（「土産物」と「体験」）
　・大学等の機関と連動したマーケティング戦略及び新製品の検討を協議
　・ホームページの作成とネット通販試行に着手

２２．観光交流の受け皿づくり

　　《香美市》

◆観光情報の一元化と観光ネットワークの強化を通じて、
香美市を滞在型・体験型観光のフィールドとし、地域の所
得の向上と雇用の創出を図る。

◆拠点を結ぶルートの整備
◆食事、土産物等関連事業の整備と発掘　　　◆
体験を含む新たなニーズに合ったシーズの発掘
◆ガイド等人材の育成と発掘

◆ゑびす商店街交流施設（観光案内所）の整備
◆香美市地域雇用創造協議会推進事業
　・観光インストラクター養成講座（5回）
　・旅行業専門家研修（4回）
◆香美市地域雇用創造協議会実現事業
　・観光拠点情報の整理収集
　・モニターツアーの企画検討
　・旅行商品企画検討及び提案
　・DVD制作に着手
　・ホームページの作成に着手

◆体験メニューのブラッシュアップ
◆諸侯商品化に必要な観光情報の一元化
◆旅行商品企画の造成
◆地域の観光情報の発信
◆商店街のクレジットカードの利用環境の整備
◆体験メニューの物語性を物販に活かすシステム作り

◆3市連携（広域観光）の推進組織の検討 おためしモニタ ツア (3回）
◆県観光アドバイザーによる体験プログラムインストラクター養成の実践（2
回）
◆観光商品検討会開催（本会議2回、部会6回）
◆稲田塾受け入れ会議実施（3回）
◆タリフ作成
◆プロモーション活動(ＪＲ四国・大阪）
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◆地域雇用創造推進事業によるセミナー受講者（延べ51社、819名：3月末
見込）
◆全国龍馬ファンの集いの来客数（約420名）
◆全国龍馬ファンの集いに参加した運営側関係団体数（全国41団体：約
300名）
◆お店ガイド参加業者（56社）
◆第6回彩の国鍋合戦　シャモ鍋が優勝
◆1日観光の実施（参加者35名）
◆「幕末史跡・花巡り」ラリー開始（2月～5月）

◆坂本龍馬才谷保存会及びなんごく龍馬会結成

◆才谷への訪問者増加

観光ネットワークへの参加団体数　　　50団体

観光コーディネート組織の設立　１組織

観光ガイド組織の設立　1組織

　　　　　　　（22年度追加を検討中）

アウトプット（結果）
<インプット（投入）により、具体的に現れた形を示すこと>

アウトカム（成果）
<アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの変化

を示すこと>

◆商品造成数
（日帰り、1泊2日、2泊3日×3ターゲット）
10タイプ以上

◆年間プロモーション活動
県外（主に東京・大阪）
年間6回以上

◆香南市地域雇用創造協議会事業
　・観光資源活用ができる人材育成研修（参加人員　延べ68名）
　・海辺の探索ガイド養成講座（参加人員　延べ54名）
　・ヨットのインストラクター養成講座（参加人員　延べ46名）
　・地域資源を活用した料理人養成講座（参加人員　延べ29名）
　・まちの案内人養成講座（参加人員　延べ213名）
　・塩の道案内人養成講座（参加人員　延べ171名）

・おためしモニターツアー第1弾：野市町・夜須町編（参加者 25名）

◆観光商品のブラッシュアップ(青果市場せり体験等）
◆教育旅行の誘致（稲田塾　1校、計28名：2泊3日コース）
◆商品造成数
　○日帰り：３タイプ
　・ｼｰｶﾔｯｸ→ﾔ･ｼｨﾊﾟｰｸ散策→やすらぎ市（買い物）
　・龍馬歴史観→のいちｳｫｰｷﾝｸﾞﾄﾚｲﾙ→絵金蔵→赤岡まち歩き→
酒蔵見学

・みかん農家体験→あぐりのさと（昼食）→青果市場せり体験

◆「打刃物」商品開発の手始めとしてモニターツアーの記念品用に「和式ナ
イフ」を試作、製作。参加者21名に配布。
◆「協働の森」協定関係者へのロゴ入り打刃物の売り込み
◆高知工科大学生の商品開発サークルによる「土佐打刃物の商品開発と
販売拡大戦略」研究事業で試作品の完成と事業者への提案
◆打刃物の試験的販売の実施（てんこす、銀座めざマルシェ）
　→くじらナイフ96本納品
◆地域のオリジナリティーを持つフラフ図案の開発
◆モニターツアーにてフラフ染体験を実施
◆ホームページ及びスタッフブログのの開設

◆打刃物
・「協働の森」ロゴ入りノコギリ受注　20本
◆フラフ
・地元作家等の活用による新図案の具体化
・体験観光の有望商品として企画化（にっぽん丸他）
・イベント会場装飾品等販促用としての引合あり
　（にっぽん丸、めざマルシェ、県東京事務所等）

目標（H２３）

◆「香美市いんふぉめーしょん」開設（4月1日・従業員3名：緊急雇用）
◆香美市地域雇用創造協議会推進事業
　・観光インストラクター養成講座（参加人員　延べ59人）
　・旅行業専門家研修（参加人員　延べ72人）
◆香美市地域雇用創造協議会実現事業
　・観光拠点情報の整理収集（61件）
　・旅行商品企画及び提案（1回）
　・モニターツアーの実施（2回　参加者21名）
　・商船三井客船にっぽん丸「田植えツアー」商品化（4月8日実施）
　・ホームページ及びスタッフブログの開設、観光PR用DVDの完成

◆香美市地域雇用創造協議会実現事業
　・体験旅行企画商品化有望企画（フラフ染）
　・にっぽん丸のオプショナルツアーの継続的な商品企画化に
　　目途（稲刈りツアーなど）
　・ホームページ閲覧者　１００名/週
　・恒常的・安定的に協力してもらえるガイド・ボランティア（個
　　人、団体）の確保

観光コーディネート等を行う組織　１組織

　　　　　　（22年度追加を検討中）

　 おためしモニタ ツア 第1弾：野市町 夜須町編（参加者　25名）
　　　　　　　　　　　　　　　　第２弾：吉川町・赤岡町編（参加者　１５名）
　　　　　　　　　　　　　　　　第３弾：香我美町編（参加者　15名）
　※観光ガイド登録者数5名（ヨットのインストラクター）
　※地域特産料理の開発（シイラバーガー、香南ピンチョス等2品）
◆県観光アドバイザーによる体験プログラムインストラクター養成の実践
　（国光炭焼きクラブ）
◆観光商品検討会開催（参加人員　延べ65名）
◆稲田塾受け入れ会議実施（参加人員　延べ31名）
◆タリフ集（登録件数47件）
◆プロモーション活動（５社）

　 みかん農家体験→あぐりのさと（昼食）→青果市場せり体験
　○1泊2日：３タイプ
　・（１日目）のいち動物公園→絵金蔵と赤岡まち歩き→ﾔ･ｼｨﾊﾟｰｸ
　　（2日目）ｼｰｶﾔｯｸ→竹トンボ作り→龍馬歴史観
　・（１日目）ﾔ･ｼｨﾊﾟｰｸ→ｼｰｶﾔｯｸ→やすらぎ市（買い物）
　　（２日目）地引網→絵金蔵・弁天座→ちりめんじゃこ釜揚げ体験
　・（1日目）青果市場せり体験→龍馬歴史観→のいちｳｫｰｷﾝｸﾞ
    ﾄﾚｲﾙ
　　（2日目）土佐凧作り→絵金蔵・弁天座→赤岡まち歩きと酒蔵
    見学
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【地域アクションプランの取り組み状況と成果】

＜高知市地域＞

１-５．地域の基幹品目の振興　（水稲）

　 農産物価格の低迷、農業者の高齢化や担い手の減少、
生産コストの増大など、厳しい環境の中で、生産の高収
量・高品質化やコスト高騰対策、高知ブランドのＰＲなど、
品目ごとの生産・流通・販売上の課題の解決に取り組み、
農家所得の向上やまとまりのある産地の維持を図る。

◆生産の高収量・高品質化、コスト高騰対策
・実証ほの設置・調査
◆高知ブランドをＰＲする流通・販売対策
・「南国そだち」の販売促進

・高知県農業生産体制強化緊急整備事業採択
　　大津ＲＣ乾燥機　　事業費４，００５万円
・実証ほの設置
　　水稲奨励品種決定試験「供試品種７品種」
　　「南国そだち」の植付時期・植栽密度及び肥料試験
　　「コシヒカリ」「南国そだち」５割減栽培試験
・現地検討会、部会の開催２６回
・「南国そだち」の販売促進

◆安定生産と供給
　□臭化メチル代替土壌消毒技術の実証と普及
　□いもち病防除対策の検討
　□貯蔵庫の増設
　○洗浄機の増設
　○生産技術の高位平準化
　○高温期の品質安定
◆第二次産業との連携による消費拡大とＰＲ
　□エコシステム栽培認証取得
　□「こうち環境・安全・安心チェックシート」の実施
　○消費拡大やＰＲを担う組織体制の整備

２．ショウガの安定供給と消費拡大

　基幹品目であるショウガ（露地ショウガ、ハウスショウガ）
の安定生産と供給、第二次産業との連携による消費拡大
とＰＲのための取組を進め、農家所得の向上を図る。

１-２．地域の基幹品目の振興（①トマト・②イ
チゴ）

　農産物価格の低迷、農業者の高齢化や担い手の減少、
生産コストの増大など、厳しい環境の中で、生産の高収
量・高品質化やコスト高騰対策、高知ブランドのＰＲなど、
品目ごとの生産・流通・販売上の課題の解決に取り組み、
農家所得の向上やまとまりのある産地の維持を図る。

◆生産の高収量・高品質化、コスト高騰対策
①トマト・②イチゴ
・難防除病害虫対策
②イチゴ
・有望品種の導入と転換

◆高知ブランドをＰＲする流通・販売対策
②新たな販路開拓

②害虫の防除対策
○ヤガ類に対するフェロモン剤利用の防除効果の実証
　・実証、展示圃の設置(1カ所）
　・実証結果の報告（現地検討会等の開催１回）
○総合的病害虫管理技術定着事業導入支援（１部会）

①トマトを主体とした春野地区の農産物加工構想の検討
　　高知市と連携して情報と対応策、スケジュールを共有
　　（１０回）

１-４．地域の基幹品目の振興（①ユリ・②グ
ロリオサ）

  農産物価格の低迷、農業者の高齢化や担い手の減少、
生産コストの増大など、厳しい環境の中で、生産の高収
量・高品質化やコスト高騰対策、高知ブランドのＰＲなど、
品目ごとの生産・流通・販売上の課題の解決に取り組み、
農家所得の向上やまとまりのある産地の維持を図る。

◆生産の高収量・高品質化、コスト高騰対策
・基本的な栽培技術の徹底
・病害虫防除の徹底
◆高知ブランドをＰＲする流通・販売対策

◆まとまりのある園芸産地育成事業（三里、春野）
　研修等の開催
①ユリ（春野） ：7回、②グロリオサ（三里） ：4回
◆高知の花きモニタリング事業（三里、長浜）の導入
産地による市場アンケート調査
①ユリ（長浜）：１回（関西1社）
②グロリオサ（三里）：1回（関東2社）
◆高知県農産物輸出促進事業
②グロリオサ（三里）：ニューヨーク、シンガポール（550千円）

１-３．地域の基幹品目の振興（新高ナシ）

　農産物価格の低迷、農業者の高齢化や担い手の減少、
生産コストの増大など、厳しい環境の中で、生産の高収
量・高品質化やコスト高騰対策、高知ブランドのＰＲなど、
品目ごとの生産・流通・販売上の課題の解決に取り組み、
農家所得の向上やまとまりのある産地の維持を図る。

◆生産の高収量・高品質化、コスト高騰対策
・みつ症対策
・産地の将来ビジョン作成
◆高知ブランドをＰＲする流通・販売対策
・まるはりブランドの確立
・流通チャンネルの維持拡大
・下級品の加工仕向け
　　（生産量650ｔの約２割130ｔ）

・高知県高品質果実生産モデル事業（非破壊糖度計、遮光ネット）の採択
事業費255万円
・生産技術課題試験ほの設置
・産地協議会結成ならびに産地計画作成支援

・流通販売チャネルの確保
・系統流通の協議
・加工・販売に関するコーディネート
・高知県加工食品パッケージデザイン支援事業の採択
　　　事業費500千円（補助金400千円）

１-１．地域の基幹品目の振興 （①キュウリ・
②メロン）

　農産物価格の低迷、農業者の高齢化や担い手の減少、
生産コストの増大など、厳しい環境の中で、生産の高収
量・高品質化やコスト高騰対策、高知ブランドのＰＲなど、
品目ごとの生産・流通・販売上の課題の解決に取り組み、
農家所得の向上やまとまりのある産地の維持を図る。

◆生産の高収量・高品質化、コスト高騰対策
・生産技術の高位平準化
・産地のまとまりづくり
・難防除病害虫対策の確立

◆高知ブランドをＰＲする流通・販売対策

農業生産体制強化緊急整備事業申請
　　キュウリ袋詰め機、堆肥散布機、事業費1,937万円
まとまりのある園芸産地育成事業
　　現地検討会の開催：（キュウリ）５回、（メロン）５回
ﾐﾅﾐｷｲｱｻﾞﾐｳﾏ野外発生調査の実施：４カ所×２４回（４／１～３／３１）
黄化エソ病対策協議会の開催：２回
新規登録薬剤（アークランド）散布試験の実施：（メロン）果実品質査定会４
回

項目名及び事業概要 主な課題
インプット（投入）

<講じた手立てが数量的に見える形で示すこと>

・臭化メチル代替技術実証ほ設置・調査（戦略品目等技術実証事業）、品
目別研究会開催（２回）
・いもち病の物理的防除対策実証ほ設置・調査（ステップアップ土づくり事
業）、JA広報での情報提供
・役員会での指導・啓発・情報提供（３回）
現地検討会、研修会での指導・啓発・情報提供（３回）
・農商工連携強化支援
　露地ショウガの加工素材としての特徴をＰＲ
○こうち農業確立総合支援事業の採択
　　　新ショウガ洗浄機（事業費２,０３３万円）
○現地検討会の開催（新ショウガ：５回）
○高温期の品質低下要因の調査・検討：調査期間（６月～９月）、要因検討
（反省会１回）、取り組み検討（部会１回）
○女性組織の立上げ支援
○加工品開発と販促支援
　　ショウガゼリーのＰＲ（ふるさとまつり等）
　　高知県パッケージデザイン支援事業採択　400千円
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・２１年産早期稲の一等米比率
　南国そだち７８％、ナツヒカリ５６％、コシヒカリ１．８％

・現地検討会・部会の開催（進捗率１００％、参加人数４１０名）

・「南国そだち」の栽培面積拡大
　　２１年度５６ｈａ→２２年度７２ｈａ

主業農家に占める認定農業者の割合
（45％）
基幹10品目の販売額
（99億円）

ショウガの販売額（23.3億円）
うち露地（11.8億円）
うちハウス（11.5億円）

非破壊糖度計1台（進捗率100％）
遮光ネット導入1.15ha（進捗率50％）
優良果実袋の選定
果樹産地構造改革計画作成

「まるはり」による高付加価値販売（県外百貨店等２８店舗）
系統販売開始（園芸連特販課）
リキュール、シャーベットの試作と商品化（２加工業者との連携）
リキュールラベルの作成

信頼性の確保（利用３ｔ）

選定果実袋次年度利用予定割合95％
梨の振興方針を策定し、関係者が共有した

「まるはり」実販売実績：２７９２ｋｇ（昨年比94％）
園芸連への系統販売実績：２２５ｋｇ(昨年0kg）
生産販売実績あるいは果実加工実績2ｔ
　リキュール1000本、シャーベット8000個

主業農家に占める認定農業者の割合（45％）
基幹10品目の販売額
（99億円）

②
○現地検討会の実施(１部会、参加率５０％）

○事業の活用（１部会、JA高知市介良支所苺部）

①新たな有望素材シートを提出

②総合的病害虫防除技術の情報共有

①新たな地域ＡＰ「春野地区の農産物（トマト等）の付加価値向
上」を立ち上げ、新たな価値の創造を実現するため、県、市、事業
実施主体、連携事業者が情報を共有して取り組み始めた。

研修会の開催
①ユリ（春野）：（進捗率 70％、参加率 100%）
②グロリオサ（三里）：（進捗率 80％、参加率73%）
◆土佐の花きモニタリング事業
①ユリ（長浜）：モニタリング調査（進捗率 50％）
②グロリオサ（三里）：モニタリング調査（進捗率 50％）

◆高知県農産物輸出促進事業
②グロリオサ（三里）：イベントへの出展、市場調査（進捗率 80％）

②グロリオサ
　秀品率 41％（H21.3月～8月）

①②モニタリング調査を通じてマーケットインの視点が増えた。

②仲介業者には周辺の都市からの問い合わせもあり、注文数が
増えた。しかし、長距離輸送、文化の違いによる切り花品質の問
題が明らかになった。

主業農家に占める認定農業者の割合
（45％）
基幹10品目の販売額
（99億円）

◆主業農家に占める認定農業者の割合
( 45％)

◆基幹10品目の販売額
(99億円)

目標（H２３）

キュウリ袋詰機、堆肥散布機を整備

現地検討会：キュウリ（進捗率１００％、参加人数１０１人）
　　　　　　　　　メロン（進捗率１００％、参加率１００％）
発生状況の確認（進捗率１００％）

課題と対策を共有できた（進捗率１００％）
果実品質査定会（進捗率１００％）
新規登録薬剤使用農家率（５０％）

キュウリの下級品の有利販売が期待される

黄化エソ病発生状況（前年同時期の１／３）

新規登録薬剤使用農家率（５０％）

主業農家に占める認定農業者の割合(45％)
基幹10品目の販売額
(99億円)

アウトプット（結果）
<インプット（投入）により、具体的に現れた形を示すこと>

アウトカム（成果）
<アウトプット（結果）等を通じて生じる

  プラスの変化を示すこと>

・代替技術等の防除効果の実証と導入に係る課題整理と周知主席者320
名（進捗率100％）
・防除効果の実証とJA広報（9,500部発行）での情報提供（進捗率100％）
・役員会、現地検討会・研修会　出席者270名（進捗率100％）
・食品産業研究会（県内加工業者等参加者約50名出席）
・洗浄機の増強８台→１０台（進捗率１００％）
・現地検討会の開催（進捗率100％、参加率100％）
・品質低下要因のピックアップ（進捗率１００％）
・女性組織の立上げ（進捗率１００％）
○ふるさとまつりでの試食販売　５３８セット販売

・臭化メチル代替技術の導入（51.2ha）、臭化メチル使用量低減技
術（難透過性フィルム）の導入（6ha）
・いもち病の物理的防除対策導入生産者（13戸）
・エコシステム栽培認証（64名）
・こうち環境・安全・安心チェックシート64名実施
・１日当たりの出荷可能農家の増加（３２人→４０人）
・目標収量達成農家の増加（１１戸→１３戸）
○好評につき、本格販売が前倒し12/1～

22



【地域アクションプランの取り組み状況と成果】

＜高知市地域＞

３．ユズを核とした中山間農業の活性化

　中山間地域の基幹品目であるユズの生産拡大に対応で
きる施設整備や担い手の振興策等の「ユズ振興総合対
策」の実施により、中山間地域の活性化を図る。

◆ユズ搾汁施設の整備
◆優良母樹の確保と優良苗の生産供給体制の整
備
◆出荷予測システムの見直しによる予測精度の向
上と販売強化
◆有機に準じた栽培支援
◆ユズ振興計画の実現

競争力強化生産総合対策事業（強い農業づくり交付金）と高知県産業振興
推進総合支援事業の採択（事業費23,940万円）
果実加工需給安定化緊急対策事業の採択
優良複製母樹探索調査（のべ18人）
（ほ場選抜3ほ場250本、1次選抜12本、2次選抜7本）
出荷予測定点ほ場調査（4ほ場）、
ユズチーム会の開催（11回）
果汁特性調査（6回）
栽培技術等研修会（14回）

項目名及び事業概要 主な課題
インプット（投入）

<講じた手立てが数量的に見える形で示すこと>

５．四方竹のブランド化による中山間地域の
振興

　全国的に希少価値の高い四方竹を高知県のブランド品
として育て、中山間地域の産業として振興するため、加工
施設の整備等により、生産と地域加工の促進を図る。

◆生産と地域加工の促進
・鮮度保持対策

・作業効率の高い機械の導入

・栽培技術の向上

中山間地域集落営農等支援事業の採択(事業費：ボイラー230万円、チッ
パーシュレッダー314万円）

品質保持調査と中長期保存方法の検討
  消費期限、低温殺菌等のべ２４回、１２０人
栽培技術研修会の開催（２回）
四方竹ｽｹｰﾙ（基準表）の作成・配布

４．中山間地域の暮らしを支える集落営農の
推進

  集落の農業者が協力して、管理が困難となった農地や高
齢者等の労力などの地域資源を活用した農業経営を行
い、将来にわたって地域で生活できる一定の所得と雇用
の場を確保するための集落営農の仕組みづくりを行う。

・モデル集落の育成
・集落営農組織の確立とレベルアップ
･担い手確保
・中山間地域での園芸振興

中山間集落営農等支援事業の採択（事業費544万円）
こうち型モデル集落育成支援事業
集落座談会等の開催（36回　参加延べ381人）
　県職員103人、市職員49人、ＪA14人（延べ）
視察研修の実施(3回　参加延べ46人）
加工用ワサビの導入啓発と管理指導（１回　14戸）
ユズ栽培の導入啓発と管理指導（研修会等4回）

６-２．鏡川源流域での有機・無農薬等ＥＣＯ
農業と薬草の里づくり

　「平成の名水百選」に選定された「鏡川」源流域を中心
に、有機・無農薬等ＥＣＯ農業に関する市民の意識の醸成
や産地の形成、流通・販売の確立に向けた取組を進め、Ｅ
ＣＯ農業のブランド化を図る。

 流通・販路の整備と新たな仕組みづくり「流通・販
路の整備（安定的に消費者にＥＣＯ農産物を届け
るための既存販路支援と新たな流通モデルの確
立）」

①既存販売拠点の整備
・オーガニックマーケットの継続運営支援
　（現地調査５回、 会議後援２回）
②新たな流通モデルの構築
・有機農産物流通促進事業の予算事業化作業
・地方の元気再生事業に採択（事業費262万円）
　　有機農産物の企画販売店舗の決定
　　（リストアップ作業、現地調査10回、企業打ち合わせ２回）

６-１．鏡川源流域での有機・無農薬等ＥＣＯ
農業と薬草の里づくり
 
　「平成の名水百選」に選定された「鏡川」源流域を中心
に、有機・無農薬等ＥＣＯ農業に関する市民の意識の醸成
や産地の形成、流通・販売の確立に向けた取組を進め、Ｅ
ＣＯ農業のブランド化を図る。

◆有機市民農園の開設
「消費者意識の醸成によるＥＣＯ農産物の消費拡
大」
・市民農園の開設

市民が有機農業を体験できる機会の創出のため、有機市民農園を開設
・高知県地域づくり支援事業採択（県補助金1,750千円）
・有機市民農園開設事業（4,382千円）
・有機市民農園管理委託（602千円）
・現況確認（３回/週）

６-３．鏡川源流域での有機・無農薬等ＥＣＯ
農業と薬草の里づくり

　「平成の名水百選」に選定された「鏡川」源流域を中心
に、有機・無農薬等ＥＣＯ農業に関する市民の意識の醸成
や産地の形成、流通・販売の確立に向けた取組を進め、Ｅ
ＣＯ農業のブランド化を図る。

●鏡川源流域での有機の里づくり
　　鏡村直販店組合での生産履歴記帳の啓発

■薬用植物栽培の導入
　　栽培者の掘り起こし、啓発

鏡村直販店組合研修（総会、研修会、視察）
　　のべ４回

高知市中山間振興課、普及所がコーディネートして、牧野財団、ヒューマン
ライフ土佐、ＪＡ高知市の協力を得て、ほ場調査や検討会、講習会を実施し
た。
　　ほ場調査３回、検討会・講習会のべ７回
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加工調整施設の機能強化（進捗率100％）
　　搾汁能力の向上（1.25ｔ→5ｔ／時間）

産地全体で、３円／１ｷﾛ、最大２５５万円を獲得
複製母樹2系統7樹選抜（進捗率１００％）

生産予測前年対比118％
有機栽培ユズの施肥・防除基準配布
搾汁時期別果汁特性把握（進捗率100％）
研修会参加者数256人

フル操業続く（処理能力３０ｔに対し、４０ｔ）
搾汁率（16.6％→18.8％）、経済効果（約2300万円）
母樹対策方針の策定

約5000本分の穂木を採取
搾汁開始時期の見直し検討
新規・初心者の管理技術の向上（管理レベル合格割合、80％）

ユズの販売額
1.7億円

アウトプット（結果）
<インプット（投入）により、具体的に現れた形を示すこと>

アウトカム（成果）
<アウトプット（結果）等を通じて生じる

  プラスの変化を示すこと>
目標（H２３）

モデル　２組織(設立済み)

集落営農　10組織(モデル含み４ヶ所設立済
み)

高性能ボイラーの導入（進捗率１００％）
チッパーシュレッダーの導入（進捗率10０％）

流通時の温度実態と品質保持期間ならびに中・長期保存データの蓄積、
品質保持方法の確立

収穫・加工場搬入品の均質化

効率的な加工ができた（量は前年より多い）
　七ツ渕：５５ｔ、約2000万円
塩蔵、真空包装等、出荷方法の幅が増えた。
　品質保持期間の確認、中・長期保存方法確立
地区全体の加工場の検証と保存方法の改善につながり始めた。
歩留まり向上（土佐山H20年36％→H21年39％）

四方竹の販売額（七ツ渕）
2,000万円

七ツ渕で加工場のﾎﾞｲﾗｰ、ﾁｯﾊﾟｰｼｭﾚｯﾀﾞｰを整備

梅ノ木で協業組織が設立され、試験栽培を開始
　ソラマメ５ａ、加工用ワサビ１a、ミシマサイコ10a

こうち型集落営農2集落で、75ａ分のユズ苗木が導入された

竹林整備による筍生産の向上が期待できる。

園芸作物の生産、農産物加工、作業受委託を行うモデル地区が
でき、今後の協業生産の拡大と他地区への波及が期待できる。
中山間の有望品目として期待される品目（加工用ワサビ、ミシマ
サイコ等）の栽培開始
ユズ栽培技術の習得効果がみられ、90％の苗木が良好に生育

有機ＪＡＳ農業者数（累計）
５事業者

①既存販売拠点の整備（進捗率100％）
　・オーガニックマーケットの移転先確定

②新たな流通モデルの構築（100％）
　・注目度の高い市街地のチャレンジショップに
　　配置したＥＣＯ農業普及員により、「100人/日
　　×２ヶ月」の消費者に有機農業等をＰＲし
　　意識の醸成が図れた
　
③高知市地域有機農業推進協議会の設立

①既存販売拠点の整備
　オーガニックマーケットは、有機農産物の販売拠点の一つとなる
ことが期待される。

②新たな流通モデルの構築
　高知市ＥＣＯ農産物チャレンジショップの有機関連農産物を使用
した新商品販売につながった（全国フランチャイズのたい焼き店
の「ジンジャーたい焼き」、市内味噌製造者の「にんにく味噌」等）
　また、チャレンジショップが「おびさんオーガニックマルシェ」の新
設に展開した

有機ＪＡＳ農業者数（累計）＝５事業者

高知市有機市民農園（長浜宇賀）の開設により、消費者（利用者）が有機
農業に親しむ機会を得た（進捗率100％）
・全体面積＝約4,000㎡
・区画面積＝50㎡×50区画
・利用者数＝市民約47名＋横浜新町小学校540名

・消費者（利用者）と農業者（管理する高知県有機農業研究会）が
農園を通じて交流を深めている

有機ＪＡＳ認定事業者数（累計）
（５事業者）

研修会への参加者１２５人

ほ場調査への参加者５５人
ホソバオケラの増殖栽培を開始
　夢産地とさやま開発公社（菖蒲７ａ、横矢１ａ）
ミシマサイコ
　ＪＡ高知市鏡支所特作部会で試験栽培開始　５名、２０ａ

高知市内の生産者が運営する直販所として初めて、鏡村直販店
組合が栽培履歴の記帳を推進することになった。

公社、特作部会、農業者それぞれが試験栽培を分担する形で薬
用植物の栽培に取り組むこととなった。
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【地域アクションプランの取り組み状況と成果】

＜高知市地域＞

項目名及び事業概要 主な課題
インプット（投入）

<講じた手立てが数量的に見える形で示すこと>

９．乳製品の開発による新しい酪農経営モデ
ルの創出

●地場産品を活用した安心・安全な生乳加工品を消費者
に提供するとともに、観光地や教育の場として牧場を活用
するなど、新しい酪農経営のモデル牧場を創出する。

●菓子製造・販売の経営政略
　・製品開発
　・販売促進
　・牧場の触れあい機能及び地域との連携

●経営費の削減

●産業振興アドバイザー制度の活用
　アドバイザー・牧場チーム会を9回開催。

●総合補助金の事業採択（申請）

７．「田舎レストラン」による地産地消の推進

　安全・安心な地域農産物を利用した料理を提供する「田
舎レストラン」を開設し、地産地消を推進する。

◆「田舎レストラン」の開設

・都市計画法の建築許可
・建築基準法の確認済証
・提供メニューの開発
・レストランのニーズ調査
・経営収支の検討

・都市計画法第42条第１項の規定による建築等の許可申請、建築確認申
請
　　チーム会、アンケート調査、規模・経営収支の検討　等
・メニューの検討（のべ５回）

・来店者、組合員へのアンケート調査　　４１４人

８．稲ホールクロップサイレージを核にした耕
畜連携の推進と二期作文化の復活

●稲ＷＣＳ（稲発酵粗飼料）の生産・供給により、酪農家の
粗飼料自給率の向上を図るとともに、稲ＷＣＳを給餌した
牛乳として付加価値を高めることで、酪農家の経営安定を
図る。

●耕種農家(稲生産者)と畜産農家(酪農家)の連携
   両者共収益がでるシステム

●高価な専用機械の導入

●耕畜連携会議
   昨年来より稲生産者(耕)での検討会、酪農家(畜)の検討会及び耕畜両
者の検討会を重ねる。

●総合補助金(国補への上乗せ)の事業採択

１０-１．民有林における間伐の推進

◆建設業者等の異業種と連携した「森の工場」によって間
伐を推進し、放置林の解消につなげる。

◆コラボレーション型「森の工場」の推進 ◆森の工場設定等のため説明会を８回及び現地調査を２回行った。
◆森林整備、作業道開設計画等の個別指導を行う。

１１．県産材の地域における需要拡大

◆県産材の利用推進と需要拡大のＰＲ等を行うことによ
り、木材、木製品の地産地消を推進する。

◆県産材利用推進方針に沿った各部局の取組
◆県産材利用推進方針に沿った各市の取組
◆県産材利用の民間への波及

◆木材使用を推進するための新工法の普及
◆既存事業における木材使用可能箇所の追加
◆公共工事における木材使用量の拡大

１０-２．民有林における間伐の推進

◆個人所有林を対象にした「協働の森事業」の推進によ
り，放置林の解消につなげる。

◆民有林版協働の森のシステム確立
◆協定参加民有林の募集
◆協定参加企業の募集

◆高知市民有林版協働の森検討委員会の設置
◆検討委員会委員の選任
◆第一回検討委員会の開催
◆第二回検討委員会の開催
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アウトプット（結果）
<インプット（投入）により、具体的に現れた形を示すこと>

アウトカム（成果）
<アウトプット（結果）等を通じて生じる

  プラスの変化を示すこと>
目標（H２３）

◆間伐の実施面積１，９７０Ha

●アドバイザー・チーム会
　・大原一郎フードプロデューサーを招聘
　　経営及びマーケッティング分析を基に菓子製造・販売を企画。

●総合補助金交付決定（22.2.4付 高知市→組合）

●アドバイザー・チーム会
　・商品試作及び製造・販売研修
　・4月下旬の開店に向けての商品等準備

●総合補助金の交付決定を基に、機器類を導入する。

●菓子類の販売額500万円

・高知市都市開発審査会承認

・地域食材を使ったメニュー開発（３０品）

・レストラン利用希望（９０％）

「春の里」への総菜、弁当の出品を検討し始めた。
出品を通じて、組合員や消費者の評価を得ながら、将来のレスト
ラン整備を模索することとなった。

●耕畜連携
   6月30日の耕畜連携会議で、両者の合意が成立。
   21年度20ha、23年度目標30haに向けて7年間の契約を結ぶ。

●専用機械を導入
   9月23日納品。すぐに再生稲の収穫に取りかかる。

●耕畜連携
   水田利活用自給力向上事業で稲WCSに8万円/10a、今年助成
の2倍超の水準に。
   この事業も基に来年以降、作付け計画に弾みが予想。3月の耕
畜連携会議では、新たに生産者1戸、団体1が参加予定。
●21年度実績
   再生稲   14ha
   二期作稲  4ha
   一期作稲 0.6ha

●平成23年目標
  飼料稲の栽培面積 30ha

◆森の工場の1団地新設（1,009ha）。
◆森林組合と他業者とのコラボレーションの実施（搬出間伐）

◆H21当初２５３ha→年度末１，262ha。
◆コラボレーションの実施を踏まえ次年度へ向けての意欲が出
た。

間伐の実施面積　１，９７０ha
 

 
（◆民有林版協働の森の設置）

◆サバイバルウッド工法の採用
◆作業道における丸太組工法の量的拡大
◆公共工事における木材利用の確認

◆公共工事における木材利用の普及の拡大
◆民間需要開拓のための「高知市里山の家構想」の検討

 

 
（◆木製型枠の使用率１００％）
（◆工事用資材の木製品使用（看板、バリ
ケード）は１００％）

◆県版協働の森との調整
◆J-VER制度の導入の検討
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【地域アクションプランの取り組み状況と成果】

＜高知市地域＞

１２．木質バイオマスの活用に向けての取組

  木質バイオマスの需要先の発掘や推進体制の整備等に
より、林地残材などの未利用資源の有効活用につなげる。

◆個別具体的な需用者の発掘
　・農業分野での具体的な需用者開発

◆需用者開発（ペレットボイラ設置）に向けて
・「実証試験」の提案
　農業用（小規模）ボイラでは全てのペレット種別に対応した機器が
　ないためペレット種別毎の特性（機器との相性）を調査＋利用状況
　（重油ボイラに引けを取らない）を農家にＰＲして需用者開発を推進
　加速化事業（林野庁）活用
・ボイラ等整備
　加速化事業＆グリーンニューディール事業活用

項目名及び事業概要 主な課題
インプット（投入）

<講じた手立てが数量的に見える形で示すこと>

１４．森と海をつなぐ取替型木柵魚礁の設置

   間伐材利用の取替型木柵魚礁の設置を拡大することに
より、漁業所得の向上を図るとともに、海洋環境と深く結び
ついている森林の保全に対しても貢献を目指す。

・魚礁整備に対する漁業者の意識 ・操業日誌記帳（漁獲効果の把握による費用対効果の検証）に係る漁協へ
の働きかけ
・水産試験場調査船による高知市沖魚礁群（木柵魚礁含む）の現況調査
（正確な位置、配置）の実施
・水産庁事業に係る情報収集

１３．竹バイオマスの有効活用

◆高知市の取り組む「竹資源の有効利用を基本としたバイ
オマスタウン」は、荒廃竹林の適正管理・新規地域産業の
育成・雇用の創出・二酸化炭素の削減等、多様な効果を同
時的に多重的に発揮させ地域活性化にも資するものであ
る。また、本プロジェクトは竹林荒廃問題を抱えている地方
自治体の課題解決方法の先駆者としての役割を果たすも
のでもある。

◆荒廃竹林の解消
◆竹バイオマスプラントの規模
◆竹バイオマスプラント建設予定地の選定
◆竹材搬出方法

◆高知市バイオマスタウン構想策定
◆高知市バイオマスタウンプロジェクト委員会の設置

１６．底曳網による漁獲物の利用及び消費の
拡大

  高知市御畳瀬地区の底曳網による主要漁獲物である沖
ウルメ、メヒカリの消費拡大に向けた取り組みを進め、漁
家経営の安定化を図る。

◆地域協議会とねぇやん御畳瀬の組織体制の確
立
◆ねぇやん御畳瀬加工技術向上
◆空き家利活用に向けた情報収集
◆加工品試販，マーケット調査
◆都市対流促進方針検討

◆たるばぁやって御畳瀬ん会（１２回）
◆ねぇやん御畳瀬定例･臨時会（９回）
◆ねぇやん御畳瀬加工研修（４回），自主研修（15回）
◆空き家調査（３回）
◆高知地区漁業改良協議会漁業漁業関係者研修会参加

１５．高知県漁協直販施設での鮮魚等の販売
促進

　高知県漁協の直販所「海の漁心市」において販売活動を
展開し、地域産物の売り上げを伸ばす。

1．直販所PR、販売促進グッズの作成
２．販売に関する人材育成、ノウハウの確立
３．地域イベント協同の魚食普及
　以上、戦略に基づく「高知県1漁協流通販売強化
事業」成果の効果的活用。

４．地域産物の加工品の製造・販売の検討はアク
ションプランNo,１５の「底曳網による漁獲物の利用
及び消費の拡大」成果の効果的活用

◆実行支援チーム会儀（4回）
◆販売拡大戦略会議（１回）
◆地域内主産地水揚げ支所での聞き取り調査(1回）

１７．冷凍ドロメの販路拡大

◆冷凍ドロメの販路拡大を図り、生産量を増やすことに
よって漁家所得の安定や向上につなげる。

◆実証実行組織の設立
◆実証計画の策定
◆陸上技術者（1名）の雇用対策
◆冷凍ドロメ加工以外の業務
◆採算制の実証
◆実証を行うにあたっての必要最小限の機器類、
設備類の整備計画

◆実行支援チーム会議（4回）
◆実証実行組織設立検討会支援（理事会等含めて、計10回）
◆実証実行組織「春野冷凍ドロメ加工グループどろめっこ」活動支援
　　　会議　5回　　活動支援　1回
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目標（H２３）

◆実証事業（進捗率　０%〉
・早急な実用機導入は困難でも、将来につながるモデルとして運用が出来
る実証試験を森技Ｃと共同提案（加速化事業）したが、実用機導入要望多
数にて不採択
◆ペレットボイラ等整備〈進捗率　１０%〉
・加速化事業・ｸﾞﾘｰﾝﾆｭｰﾃﾞｨｰﾙ事業にて実用機導入要望調査実施
　県下１００基超（農業用）の要望があったが、高知市Ｂでは無し
　別途、養鰻事業者から１基の要望があり、H21度採択決定
　（ペレット利用量＝２００ｔ/年）

◆本年度目標（具体的なプレーヤを見いだす）
　農業をターゲットに需用者開発を行ったが、成果を見いだすに
至っていない。
　　　　　　　　　　　　　　　　　↓
・高知農改から再度ＪＡ高知市・土佐山地区農家に要請する
・高知市森組の林地残材バイオ利用を検討
　　　　　　　　　　　　　　　　　↓
１１月中：成果がない。
　具体のプレーヤーを見いだす手法検討が必要

２月末現在
数量的目標を見いだすレベルとなっていな
い。

アウトプット（結果）
<インプット（投入）により、具体的に現れた形を示すこと>

アウトカム（成果）
<アウトプット（結果）等を通じて生じる

  プラスの変化を示すこと>

（◆荒廃竹林の解消）
（◆竹バイオマスプラントの建設）

・操業日誌記帳の依頼を通じた漁業者の意識の把握

・現況調査結果の漁業者への提供（今後予定）

　高知県漁協の直販所「海の漁心市」での販
売額(H２０開設）　１．５億円

6月18日：食育授業実施（御畳瀬小学校）
地区美化活動（毎月１回）
10月25日：ねぇやん御畳瀬祭り＆岡林信康コンサート開催
２月６日：県漁協直販所で試販
２月１９日：地区内での漁業者による鮮魚販売の検討（空き家活用）

６月１８日：小学生は，食育授業による地元の魚を使った調理や
漁業の現状を知ることにより，御畳瀬地区の漁業に対する理解・
認識を深めた。
１０月２５日：ねぇやん御畳瀬祭り特産品売上げ２２万円，販売商
品（えび入りてんぷら，てんぷら揚げ，沖ウルメフライ，メヒカリ唐
揚げ,すり身ぎょうざ）来訪者：約５００人，アンケート調査（１３６人
回答）
１２月７日：アドバイザーによる祭りアンケート結果分析，空き家実
態調査
２月６日：客数：７５名，売上げ7,500円アンケート調査（２３人回答）
２月１３日：地区内直販所の空き家活用の可能性

◇　県漁協流通販売強化策全体の一部としての位置づけが明確化

◇　地域内産地は直販所へ供給できる加工品等の生産体制強化が明確
化

7月22日、漁協内検討組織の設立決定（理事会）
9月25日、実証実行組織「春野冷凍ドロメ加工グループ、どろめっこ」設立
10月18日　第1回実証活動　春野さんさん黒潮市への出店

10月１８日、春野さんさん黒潮市に出店
　　　　　　　　当日売上　約15万円　後日販売売上　約16万円
　　　　　　　　計　約32万円
　　　　　　　販売商品：ドロメ汁、沖ウルメすり身てんぷら、
　　　　　　　　　　　沖ウルメすり身、沖ウルメ干物、朝どれ魚

11月　　　　春野さんさん黒潮市活動実績の分析・検討

12月6日　　土佐漁村起業交流会への参加（試食品の提供）
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【地域アクションプランの取り組み状況と成果】

＜高知市地域＞

項目名及び事業概要 主な課題
インプット（投入）

<講じた手立てが数量的に見える形で示すこと>

１９．土佐のものづくり企業による地産外商の
推進

○事業概要
　機械・金属を中心とした「ものづくり企業」の受注拡大や
販路拡大に向けた取組により，地場産業の活性化を図り，
雇用機会の増大を目指す。
・商談会の開催
・県外見本市への出展
・受注企業名簿の作成
・ＨＰによる受注企業紹介

○行政機関・支援機関が一体となった企業支援体
制の確立
　商談会の開催や見本市への出展がより効果的
な企業支援となるよう、各機関との連携・調整が必
要である。
（商談会）
・県内受注企業に合った発注企業の開拓
（見本市）
・販路開拓効果の高い見本市の選定
・受注企業名簿の活用

○県外での商談会の開催（４回）
・企業交流会（尾道市）
・四国三県合同商談会（徳島市）
・関西・高知企業情報交流会（大阪市）
・神戸ビジネスアライアンス（神戸市）
○見本市への高知県ブースの設置（３回）
・関西機械要素技術展（大阪市）
・メッセナゴヤ2009（名古屋市）
・テクニカルショウヨコハマ2010（横浜市）

１８．こうち販路拡大チャレンジ事業の充実

○事業概要
　地域産品の県外への販路拡大に向けた取組を進め、外
貨を獲得することにより、産業の活性化につなげる。
（現在高知市が実施している「高知市販路拡大シャレンジ
事業（旧こうち販路拡大チャレンジ事業）」について，充実
を図る）

○同種の事業に取り組む県と市の連携強化
　県・市とも、スーパーマーケットトレードショーへの
出展を予定しており、より効果的な企業支援につ
ながるよう、県と市が連携を強化する必要がある。

○見本市への県・市ブースの設置（１回）
・スーパーマーケットトレードショー（東京都）出展

○こうち販路拡大チャレンジ事業助成金の交付（半期ごとに２回）

２１．消費者の目から見たエコ商品の育成と
ブランド化

◆環境に配慮した商品市場において、消費者のニーズに
対応するため、市場調査やモニター調査の実施などを通じ
て、消費者の購買意欲を高めるエコ商品作りを促進する。

◆事業実施主体である高知エコデザイン協議会に
おけるエコ商品の発掘、認定、支援のサイクルが
活発に行われること。

◆エコデザイン協議会幹事会に参加し、実施主体であるﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞﾌﾟﾛｼﾞｪｸ
ﾄ（MP）委員会の体制構築についての要請、協議を行った。
・幹事会参加　9回

２０．工業分野における産業政策情報の一元
化による競争力の強化

○事業概要
　販路の拡大や経費節減、人材育成に関するセミナーや
研修など、企業等の課題に対応する情報の一元的な提供
により、競争力の強化につなげる。

○県の製造業ポータルサイトの発注の遅れ
　情報システム開発にかかる事前協議の遅れ等、
内部手続きに時間を要し、ポータルサイトそのもの
の発注が遅れ、オープン予定が22年1月末→22年
3月末にずれ込む見込みとなった。

○関係支援機関との情報共有
　一元化した情報を提供するツールとしてポータル
サイトを活用するが、情報を一元化するための仕
組みづくりをどうするか。
（各支援機関同士の連携及び情報提供のあり方を
どうしていくか）

○高知県製造業ポータルサイトの構築（委託事業）
　ポータルサイトについてはH22年3月末に運用を開始した。
（サイトの構築・会員企業の募集・受注企業名簿の作成等）

２２．「食材王国こうち」を目指した食材タワー
構想　３-２

 　県内の多種多様な食材の産地や収穫時期，供給量，効
能，生産者に関する情報をデータベース化し，各産業の連
携によって，「地産地消」，「地産外商」，「1.5次産業」，「新
市場開拓」を推進することにより，「食材王国こうち」の実現
を目指す。

①消費者に信頼されるための食品表示
②食材を活用したホテル・飲食店の紹介によるＰＲ
（地産地消）
③ポートセールスによる海外への売り込み（地産
外商）
④食品加工設備の整備に対する支援（１．５次産
業）

①食品表示セミナーの実施
②県がふるさと雇用で行っている類似事業の内容を確認し，県事業との重
複及び高知市規模での事業性を検討。
③県の事業と統合を検討する。
④基礎調査の実施

２２．「食材王国こうち」を目指した食材タワー
構想 　３-１

  県内の多種多様な食材の産地や収穫時期，供給量，効
能，生産者に関する情報をデータベース化し，各産業の連
携によって，「地産地消」，「地産外商」，「1.5次産業」，「新
市場開拓」を推進することにより，「食材王国こうち」の実現
を目指す。

・関係機関との事業調整
・具体的事業の確定
・取り組み可能なメンバーの選定

◆こうちの食材のデータベース化
関係機関と調整及び意見交換を行った。また，県がふるさと雇用で行って
いる類似事業の内容を確認し，県事業との重複及び高知市規模での事業
性を検討。

◆空き店舗を活用した中心商店街での新商品のPR（1.5次産業）
【AP 26 中心商店街でのアンテナショップの開設】の事業内容を確認し，重
複を検討。
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アウトプット（結果）
<インプット（投入）により、具体的に現れた形を示すこと>

アウトカム（成果）
<アウトプット（結果）等を通じて生じる

  プラスの変化を示すこと>
目標（H２３）

(・商談会や見本市への参加を促すことによる
高知市モノづくり企業の認知度向上・売上の
増)

○商談会への参加企業数
・参加発注企業：延べ６０社
・参加県内企業：延べ９２社
○見本市への参加企業数
・関西機械要素技術展：３社・２企業団体
・メッセナゴヤ2009：７社
・テクニカルショウヨコハマ2010：６社

○商談会参加企業の商談中（及び商談成立）件数
　１２９件
○見本市出展企業の商談中（及び商談成立）件数
・関西機械要素技術展：１０件
・メッセナゴヤ2009：６７件
・テクニカルショウヨコハマ５４件

(・高知県企業の認知度向上)
(・商談会での競争力強化（技術力，提案力
等）)

○見本市への参加企業数
・高知県ブース：１０企業
・高知市ブース：３企業
・見本市来場者数：3日間で81,747人
○企業訪問事前レク
・高知県ブース：１０企業
・高知市ブース：３企業
○セミナーへの参加者数
・３日間トータルで１２３名
○こうち販路拡大チャレンジ事業補助金の交付企業数（交付金額）
・上半期：５企業（総額843千円）
・下半期：７企業（総額1,000千円）

○見本市参加企業の商談中（及び商談成立）件数
（実施後：H22.2月現在）
【高知県１０企業】　　　　　【高知市３企業】
・商談成立：９社１０件　　　・商談成立：－
・商談中　：９社１０２件　　・商談中　：２社２件
・アポ中　：９社１０７件　　・アポ中　：２社３４件

(◆高知県製造業ポータルサイトにて、企業に
有益な情報が支援機関より遅滞なく提供され
る。)

◆MP委員会の体制構築は出来ていないが、幹事会での会員企業のプレ
ゼンテーションが開始された。

「エコロンマーク」（エコブランドマーク)貼付商
品：10企業10製品

○ポータルサイトにおける仕様の確定
以下の仕様を確定し、製造業ポータルサイトに、当初搭載する予定にな
かった「一元化した情報の提供」という機能を担保した。

「行政・支援機関及び掲載企業からのお知らせ機能」
・行政や支援機関及び会員企業など特定の者だけが、ポータルサイトを閲
覧した人に情報提供を行える機能を付した（閲覧については制限なし）。

○一元化された情報の提供（ポータルサイトにて）
・各支援機関が主催する経営等に関するセミナー情報
・販路拡大に向けた商談会・見本市等への出展情報
・行政機関等が策定する産業振興支援策
・その他

①セミナーに32人参加し、実施できた。
②県の事業で検討する。
③県の事業と統合する。
④調査継続中。

①セミナーの実施により，食品表示についての重要性が周知でき
た。

◆こうちの食材のデータベース化
高知市内のみの食材データは各ホテルで収集しており，事業としての進
展は難しく，また市内の食材データだけでは，材料が少ないため，活用で
きるデータベース構築は望めない。よって，県事業（ふるさと雇用再生web
サイト活用ビジネスモデル構築事業）と統合していく。

◆空き店舗を活用した中心商店街での新商品のＰＲ（1.5次産業）
「26　中心商店街でのアンテナショップの開設」の事業内容を検討した結
果，統合していく。
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【地域アクションプランの取り組み状況と成果】

＜高知市地域＞

２２．「食材王国こうち」を目指した食材タワー
構想　３-３

  県内の多種多様な食材の産地や収穫時期，供給量，効
能，生産者に関する情報をデータベース化し，各産業の連
携によって，「地産地消」，「地産外商」，「1.5次産業」，「新
市場開拓」を推進することにより，「食材王国こうち」の実現
を目指す。

◆新市場の開拓 商工会議所と来年度の事業について協議。

項目名及び事業概要 主な課題
インプット（投入）

<講じた手立てが数量的に見える形で示すこと>

○高知県コンテンツ産業推進会議の設置
・県内のコンテンツ産業関係者・クリエイター・行政関係者の１９名で構成
・３回開催（県の来年度事業の検討、人材育成研究会及びビジネス推進研
究会の設置）
・人材育成研究会及びビジネス推進研究会の開催
○高知まんが・コンテンツビジネス創出塾（国費事業）
・全５回開催　本県のコンテンツ産業振興のためのビジネスモデルプランを
検討
○クリエイター実態調査の実施
・９月～１１月約６５０通配布し、２９０通回答（回答率４５％）ヒアリング調査
１２名

２３．環境に優しい低炭素なまちづくりを目指
した「環境維新」

  エコ商品を取り扱っている企業等の製品，技術，活動など
の紹介や，食材の廃棄物の商品化に向けた取組を通じ
て，環境に関する産業の振興につなげるとともに，環境に
優しい低炭素なまちづくりに資する。

情報収集の方法とＰＲ、情報提供の方法

エコ団体のこの取組みに関連する活動が休止中

食料品製造業では適当な廃棄用食材が見当たら
ない

・食料品製造業者への企業訪問、アンケート調査の実施
・関係法令（食品リサイクル方、廃棄物対策法等）の調査

２７．安心・安全・快適な商店街づくり

　商店街の設備やサービスの充実により，来街者の増加や
滞在時間の延長を促し，商店街の活性化につなげる

【エコバッグ事業について】
・「地方の元気再生事業」の採択待ち
・商店街でのエコバッグ普及のため，協力店舗の
拡大と特典の発案が必要

【ワゴンセール事業】
・イベントと商売が一体となった取り組みの検討
・国の補助事業の活用検討
・アンテナショップとの連携

【壱番街商店街アーケード改修工事】
・来街者を快く迎える環境づくり

【壱番街商店街アーケード改修工事】
・中小小売商業振興法による商店街整備計画の県知事認定
・国の中小商業活力向上事業の事業採択

２６．中心商店街でのアンテナショップの開設

◆中心商店街において、常設のアンテナショップを開設し、
地域産品の販売促進や都市部の住民を対象にしたマー
ケットリサーチにより、地域の生産者等の収入の確保につ
なげるとともに、各種の情報提供により、来街者の利便性
の向上や商店街の売上げの増加に資する。

◆国、県、高知市、事業者の連携と行政の支援
◆事業の詳細決定と具体化（店舗改装、従業員の
採用・研修、ＰＯＳシステム開発、ＨＰ作成等）
◆県内各地域からの商品集め

◆国、県、市、事業者の協議
　　・地域商店街活性化法に基づく計画の申請
　　・国の補助金の要望書提出
　　・国の補助金の交付申請
◆県の支援策の決定（９月議会：中心商店街活性化モデル事業費補助金）
◆高知市の支援策の決定（１２月議会：高知市商店街活性化事業費補助
金）

２５．おかみさん市の拡充

◆中心商店街において、県内各地域の産品を紹介・販売
する場として「おかみさん市」の拡充を図り、地域産品の県
中心部での認知度の向上やブラッシュアップに向けた取組
を進め、地域の生産者の収入の確保につなげるとともに、
商店街の売上げの増加に資する。

◆現在の出店者との調整
◆出店希望者の掘り起こし

◆出店ルールの策定
◆現在の出店者に新ルールを説明（おかみさん市実行委員会）
◆出店希望者の掘り起こし
　　・地域支援企画員を通じた市町村等への呼び掛け
　　・ふるさとまつりでの紹介、呼びかけ

２４．コンテンツビジネスの創出に向けた取り
組みの推進

・漫画をはじめとする本県の特色ある地域コンテンツをビジ
ネスにつなげる取組を進めることにより、外貨の獲得や新
たな雇用の創出を目指す。

○推進する方向性、組織が確立されていない。
○県内クリエイターの実態（ジャンル別の人数、活
動頻度等）をはじめとして、コンテンツ産業に関す
る情報の不足
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目標（H２３）

小規模事業新事業全国展開支援事業へ申請

アウトプット（結果）
<インプット（投入）により、具体的に現れた形を示すこと>

アウトカム（成果）
<アウトプット（結果）等を通じて生じる

  プラスの変化を示すこと>

○クリエイター実態調査結果を反映した県来年度事業の決定
・コンテンツビジネス支援チームの設置
・高知県クリエイターデータベースの構築
・コンテンツの地産地消の推進
・高知コンテンツコンテストの開催
・著作権等講習会の開催
○高知コンテンツコンテスト開催をビジネスにつなげる事業構想のとりまと
め
○クリエイター実態調査結果
＜困っていること＞・仕事の依頼が少ない・活動資金が不足・活動の場が
少ない
＜希望する行政のサポート＞①クリエイターの情報発信②受発注者の
マッチング③展示会等の施設利用料の減額（活動の支援）④著作権等の
意識の向上
※回答者の７０％がデータベースへの登録を希望

○来年度事業実施に向けた協力態勢（ネットワーク）が構築され
た。
○県内クリエイターのスキルアップ、ビジネスに対する意識の向上
が図れた。

○県内クリエイターの収入の増加

・食料品製造業者におけるリユース、リサイクル可能な廃棄用食材の実態
把握
⇒現時点ではリユース、リサイクル可能な廃棄用食材は見つかっていな
い。
（３月末のアンケート調査及び企業訪問による情報収集は継続実施）
・市のHPにエコ商品を紹介するページを作成
・廃棄物の活用にともなう法規制等の課題の把握

・空き店舗の解消
・通行量の減少傾向に歯止め

【壱番街商店街アーケード改修工事】
・約2,300㎡の屋根の張替え及び照明機器等の取替え

【壱番街商店街アーケード改修工事】
・屋根の改修による太陽光の積極的な取り込みや，照明機器等
の取替えによる省エネ効果
・来街者の安全確保と商店街のイメージアップ

◆中心商店街の空き店舗の解消
◆商店街等の通行量の減少傾向に歯止め

◆地域商店街活性化法に基づく計画に係る国の認定
◆国の補助金の要望採択
◆国・県・高知市の補助金の交付決定又は事業認定
◆２月１９日　県産品アンテナショップ「てんこす」オープン

◆高知市中心商店街における県内各地域の産品の紹介・販売機
会の増加
◆テストマーケティングの実施
◆観光情報の発信機会の増加
◆店舗前の多目的コーナーでのイベント等を通じた地域間の交
流の機会の増加

◆中心商店街の空き店舗の解消
◆商店街等の通行量の減少傾向に歯止め

◆新規出店者　１名 ◆商店街のにぎわい創出への一助
◆地域商品の紹介、販売の機会の増加

　（市内業者が取り扱うエコ商品の情報を提供
することにより、市民が身近に環境を感じ、率
先して環境負荷の商品や製品を使用し、環境
保全や温暖化対策に寄与する素地を形成す
ること。
　
　廃棄食材を可能な限りリユース、リサイクル
することにより環境負荷の低減を図る。）
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【地域アクションプランの取り組み状況と成果】

＜高知市地域＞

３０．「よさこい」を通じた観光客の誘致と「よさ
こい」ブランドの確立      ２－１
 

　全国に誇れる「よさこい」を通じて、外国人も含めた観光
客の誘致と、「鳴子」などの地域物産による「よさこい」ブラ
ンドの確立を目指す。

・全国に広がり日本の祭りの一つとして成長する
高知のよさこい祭りだが海外ではあまり認知がさ
れていない

・在日大使館の大使や参事官を招待するモニターツアーの実施に向けて、
高知市内部で検討を行ったが結論は出ていない。

２８．中心市街地における商業，観光等の基
盤強化による都市機能の増進及び経済活力
の向上

　多様な主体の参画のもとに，中核市として，にぎわいと活
力ある中心市街地の再生を目指し，都市機能の増進と経
済活力の向上を図る取り組みを進める

・素案に基づく具体的施策の洗い出し
・県産業振興計画，高知市地域アクションプラ
ンなど，他の計画との整合性

３０．「よさこい」を通じた観光客の誘致と「よさ
こい」ブランドの確立　２－２

　全国に誇れる「よさこい」を通じて、外国人も含めた観光
客の誘致と、「鳴子」などの地域物産による「よさこい」ブラ
ンドの確立を目指す。

◆「よさこい」ブランドの確立 ①スーパーよさこいでの「鳴子賞」の授与
④スーパーよさこいでの鳴子組立実演とデコ鳴子製作の支援
④鳴子のデザインコンテスト実施　応募総数149件
③タグの試作品の完成

３１．映画を通じた「よさこい」発祥の地として
のアピールと観光客の誘致
　
・「よさこい祭り」を題材にした映画の製作を支援し、「よさこ
い」発祥の地として全国にアピールするとともに、ロケ地を
観光ルート化することにより、観光客の増加につなげる。

・高知がよさこい鳴子踊り発祥の地であることが、
全国でまだまだ知られていない

・高知のよさこいをテーマにした映画の高知ロケの実施が決定したことか
ら、県・市でロケに対して支援を行った

３２．観光情報の集約と情報発信力の強化

・観光客の多様なニーズに対応するため、観光と物産に関
する情報を集約するとともに、インターネットを積極的に活
用して、多様で特色あるＰＲを推進する。

・高知を訪れた観光客の方々からは、非常に高い
評価をいただいているものの、高知の観光情報が
届いておらず、情報発信が十分でない。

・ｗｅｂマガジン「旅色」高知版の作成・掲載
・【県主催】情報共有会議の開催：５回

既存の活性化事業の現況把握と新規事業の洗い出し

２９．体験型観光推進のための組織づくり

・近隣地域との連携を強化して広域観光圏を形成し、「滞
在型・体験型観光」を推進するため、広域観光周遊ルート
づくりや問い合わせへの一元的な対応などを行う地域コー
ディネート組織の確立を目指すとともに、広域観光の魅力
づくりに向けた取組を進める。

・近隣市町村には多くの観光資源が存在するもの
の、一体となった広域連携が図れていない。

関係市町村観光所管課と広域観光について意見交換を行った。（香南市、
南国市、香美市、いの町）

項目名及び事業概要 主な課題
インプット（投入）

<講じた手立てが数量的に見える形で示すこと>
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・来年度は、四国ツーリズム創造機構等が主催するインバウンド
フェアに参加し、よさこいや観光のＰＲを実施する方向で検討中。

観光客の入込み数３００万人
（Ｈ１９　２３０万人）

目標（H２３）

①県外への鳴子のＰＲ
④県外への鳴子のＰＲ
④県外への鳴子のＰＲ（約90％が県外からの申し込み）
・一般の部（高知（自然）、和風）、ジュニアの部（小学校６年生まで）（自由
テーマ）の各賞、審査員特別賞の授与
・受賞作品ＨＰ掲載なし
・受賞作品の商品化なし

①よさこいの本場は、高知であることをＰＲ
④鳴子に触れることによる高知のＰR

観光客の入込み数　300万人

・よさこいをテーマとした映画の高知ロケの実施
・映画「君が踊る、夏」関係者・マスコミ特別完成試写会の実施
・映画を活用した誘客の取組の検討（現時点においては、ロケ地マップ作
成予定）

・来年9月に予定される上映期間中や，上映以降においての映画
を活用した高知県、高知市への観光ＰＲ等について、映画会社か
ら協力を得られる予定。

観光客の入込み数３００万人
（Ｈ１９　２３０万人）

・ｗｅｂマガジン「旅色」（高知県版）のページ閲覧件数51,268PV（H22.10～
H22.12）

観光客の入込み数３００万人
（Ｈ１９　２３０万人）

基本計画掲載事業の検討 基本計画掲載事業の選定

・関係市町村と広域観光を進めるための意識の醸成ができ始め
た。
・高知市内の宿泊施設の中には、既に仁淀川のカヌー等の体験
プログラムと連携した広域観光の動きが出てきている。この動きを
拡げていきたい。

観光客の入込み数３００万人
（Ｈ１９　２３０万人）

アウトプット（結果）
<インプット（投入）により、具体的に現れた形を示すこと>

アウトカム（成果）
<アウトプット（結果）等を通じて生じる

  プラスの変化を示すこと>
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【地域アクションプランの取り組み状況と成果】

＜高知市地域＞

項目名及び事業概要 主な課題
インプット（投入）

<講じた手立てが数量的に見える形で示すこと>

３６．アユ群れる清流鏡川などの天然素材を
活かした観光客の誘致

・鏡川での天然アユ遡上100万尾の実現によるイメージ
アップを活かして、多様なニューツーリズムを展開する。

・今年度は、高知市環境保全課が主導で事業を進
めているが、浦戸湾での漁業体験、鏡川での環境
学習を参加費をとって客の呼べる体験プログラム
に磨き上げるためには、観光サイド又は一次産業
部門のセクションが中心になって事業を進める必
要がある。
・環境部門のセクションが主体となって事業を続け
る限り、次のステップに進むことは困難。

・国からの「地方の元気再生事業」の委託事業
・鏡川河口域のアユの生態調査の実施
・「漁業体験エコツアーin浦戸湾」の実施
・「まるごと体験！鏡川！」の実施
・「わくわく源流体験」の実施

３７．食による観光の推進と地域物産との
　　　連携 　２－１

・高知の強みである「食」を活かした観光と地域物産との連
携により、観光客の誘致や観光消費額の増加につなげ
る。

・今回グランプリで選んだ料理をどれだけ多くの協
力店が販売し、関係機関がＰＲし、名物料理まで育
てることができるか関係者の協力が不可欠。

・国からの「地方の元気再生事業」の委託事業
・新名物料理アイデア募集（7/25～9/30）
　「高知Ｂ級グルメ維新！テーマ：高知の名物麺、名物丼」高知が誇る以下
の食材を１種類以上使用した麺類又は丼を募集
　（ニラ、ナス、しょうが、みょうが、ししとう、ゆず、シラス）

３７．食による観光の推進と地域物産との
　　　連携　２－２

　高知の強みである「食」を活かした観光と地域物産との
連携により、観光客の誘致や観光消費額の増加につなげ
る。併せて再生可能な間伐材を利用したお箸（仮称はりま
や箸）を製作し，観光客にお土産として持ち帰っていただ
き，環境にやさしい高知をＰＲすることを検討する。

◆地域物産の活用と名産品の育成 ・はりまやはし（県内産）セット販売開始

３５．「龍馬伝」を契機とした観光の振興

・坂本龍馬の志や生き様に触れようと、全国から数多くの
龍馬ファンや観光客が訪れる中で、2010年のＮＨＫの大河
ドラマ「龍馬伝」を契機として、さらなる観光振興につなげ
る。

新たな観光資源として、１０月からスタートした龍馬
の生まれたまち歩きのコースの更なる拡充と観光
遊覧船で訪れた観光客の他の観光地への誘導策
の検討。

・高知市補助金および県産業振興推進総合支援事業費補助金の事業採
択（観光遊覧船の３隻目購入等）
・「土佐・龍馬であい博プレイベント事業」の実施
　　龍馬の生まれたまち歩き～土佐っ歩～（６コース）の開始
　　桂浜観月の夕べ～龍馬と愛でる月の宴～の開催
　　龍馬に大接近の開催
　　「龍馬の足跡を画く絵画展」の開催

３３．「エンジン01オープンカレッジin高知」の
開催を契機とした交流人口の拡大

・「エンジン01オープンカレッジin高知」を観光振興の絶好
の機会としてとらえ、「エンジン01」会員への高知の魅力の
アピールを通じて、県外観光客の誘致につなげる。

・参加していただいた多くの著名人は、高知県に対
して非常に好印象を抱いており、高知県のファンに
なってもらってはいるが、高知の観光資源の売り
込み等については、一部を除きまだ具体的な動き
にはつながっていない。

・【高知県】開催事業費負担金 4,000千円
・【高知市】開催事業費負担金 8,000千円
・【（財）高知県市町村振興協会】助成金 5,000千円
・【文化庁】助成金（ミュージカル） 19,000千円
・エンジン０１文化戦略会議「オープンカレッジｉｎ高知」の開催
　ウエルカムパーティーの開催（「土佐の料理伝承人」28団体協力）
　ふるさと市の開催（28小間）
　夜楽の開催（25教室）
　大小約５０の講座の開催など
・陣中見舞いの送付

３４．温泉開発による観光地としての魅力の
向上

・観光目的として非常にニーズが高い、温泉を開発するこ
とにより、観光客の増加につなげる。

・観光開発ビジョン策定プロジェクト推進委員会が
策定した「温泉を核とした共同事業開発に関する
基本調査・計画報告書」により、高知市中心部にお
ける温泉観光地化のための温泉水確保について
は、既存施設利用、配湯手段タンクローリー利用
が最も経済的かつ合理的であるという結果が出さ
れた。ついては、この結果に基づき、実行に向けた
検討を関係者が進める必要がある。

・高知県中小企業団体中央会の補助事業を活用して高知市中心部におけ
る温泉観光地化に向けた計画の策定を行った。
・観光開発ビジョン策定プロジェクト推進委員会の開催（５回）
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アウトプット（結果）
<インプット（投入）により、具体的に現れた形を示すこと>

アウトカム（成果）
<アウトプット（結果）等を通じて生じる

  プラスの変化を示すこと>
目標（H２３）

・「漁業体験エコツアーin浦戸湾」の参加者２１名
・「まるごと体験！鏡川！」の参加者４６名
・「わくわく源流体験」の参加者３２名
・「鏡川エコツアーガイドブック」作成5,000部

・浦戸湾、鏡川、菖蒲洞など高知市の自然を活かした体験プログ
ラムの枠組みができた。

観光客の入込み数３００万人
（Ｈ１９　２３０万人）

・応募作品１０８点
・グランプリ２点（丼部門）「なるこ丼」、めん部門「しらすラーメン」
・５店舗で販売開始（2/1）→８店舗に拡大
・販売店舗マップの作成・配布（１５万部）
・土佐の「お客」やじゃらん等でＰＲ

・高知県の食材を活かした一押しのＢ級グルメメニューを選ぶこと
ができた。
・食べた客の感想は、概ね好評。

観光客の入込み数３００万人
（Ｈ１９　２３０万人）

・はりまやはし（県内産）セット完成 ・すべて高知産であり、高知発の新しいお土産品として期待でき
る。

観光客の入込み数　300万人

・龍馬の生まれたまち歩き～土佐っ歩～（６コース，10月3日スタート） 【参
加者実績】10月：90名、11月：140名、12月：58名、1月：115名、2月：176名
・桂浜観月の夕べ～龍馬と愛でる月の宴～ 実績：5,050名（延べ5日間）
・龍馬に大接近（10月17日～12月6日：51日間）　入場者数：27,899名
・「龍馬の足跡を画く絵画展」（11月9日～11月29日）　実績：3,930名
・「おりょう物語」～夢追い人の龍馬を追って～（1月9日～2月7日） 実績：
7,301名
・高知市観光遊覧船３隻目運行開始（3月10日～）

・大河ドラマ「龍馬伝」の放送が始まり、「土佐・龍馬であい博」が
開幕し、龍馬関係の観光施設を中心に観光客が前年に比べて増
えてきており、誘客効果が出ている。

　龍馬の生まれたまち記念館の入館者数
　2,342人（Ｈ21.1）⇒7,699人(H22.1）　【対前年比：328.7％】
　
　坂本龍馬記念館の入館者数
　8,201人(H21.1）⇒24,110人(H22.1）　【対前年比：294.0％】

観光客の入込み数３００万人
（Ｈ１９　２３０万人）

・プレオープニングシンポジウム（11/26）：参加者450人
・オープニングシンポジウム（11/27）：参加者900人
・ウエルカムパーティー（11/27）：参加者300人
・教室・ワークショップ40講座（11/28）：参加者7,250人
・特別教室3講座（11/28）：参加者3,080人
・夜楽25教室（11/28）：参加者1,032人
・クロージングシンポジウム（11/29）（PART1､2）：参加者1,400人
・ミュージカル(11/29)：参加者1,052人
・各界の著名人約120名出席
・高知県観光特使25名就任
・林真理子氏など著名人がブログ等でエンジン０１及び高知県について情
報発信

・オープンカレッジin高知の開催を通じて「高知ファン」となった講
師の皆さんの高知への思いとネットワークを、今後の観光振興・
文化振興へとつないでいくために、さっそくこの３月に開催される
土佐の「おきゃく」において、エンジン０１の講師を務めた林真理子
氏など６人の著名人を招き「夜楽」を開催することとなった。「お
きゃく」をはじめとする高知の独特の文化や食、歴史や人を改めて
体験してもらい、さらなる高知の情報発信を期待。
・エンジン０１でつながりのできた日本を代表するピアニスト横山
幸雄氏の、「エンジン０１高知開催記念」と冠したピアノコンサート
が４月６日に開催予定。ピアニストを目指す子どもたちのレッスン
も実施。
・上記の「01」開催後の具体的な動きを受け、来年度の「エンジン０
２」の開催に向けて、高知商工会議所青年部や（社）高知青年会
議所を中心に、土佐の「おきゃく」と連携を視野に入れた開催方法
の検討や組織作りについて具体的な動きを開始。行政の支援体
制についても検討。
・エンジン０１講師による試飲・アドバイスを踏まえ改良し発売され
た「鏡川ジンジャーエール０１プレミアム」は、好評で品薄な状態
(製造・販売：夢産地とさやま開発公社)。
・ウエルカムパーティーには、市町村長も出席しており、出席した
著名人に地元市町村をアピールする姿も見られた。

観光客の入込み数３００万人
（Ｈ１９　２３０万人）

・「温泉を核とした共同事業開発に関する基本調査・計画報告書」の策定 ・「温泉を核とした共同事業開発に関する基本調査・計画報告書」
ができたことから、現在、具体的な事業計画を策定している。

観光客の入込み数３００万人
（Ｈ１９　２３０万人）
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【地域アクションプランの取り組み状況と成果】

＜嶺北地域＞

１－１．れいほくブランドの園芸産地の確立と
ユズの加工拠点づくり　（れいほく八菜）

《嶺北地域全域》

「環境」、「安全・安心」をキーワードにした園芸品のブランド
化により、農業所得の向上を図るため、「れいほく八菜」、
「れいほく八恵」、「れいほく八花」のブランド化に向けた取
組のレベルアップを行うとともに、ユズの加工拠点づくりに
向けた取組を進める。

◆「れいほく八菜」の生産技術の高度化のために
  必要な事項
○基幹品目の生産技術の高度化
・ＩＳＯ実践計画書とＰＤＣＡサイクルに基づいた部
会活動の活性化
・基礎技術の徹底（土づくり、適期防除、適正な整
枝剪定）
・新技術の導入（新品種の導入、ＩＰＭ、フルオープ
ンハウス）
・品質管理技術の向上
○有望品目の定着と生産技術の確立
・現地試験ほ場による栽培技術の確立
・有望品目の生産拡大（各部会での生産者への啓
発、技術の普及）

◆現地検討会及び栽培検討会の開催（４～３月）
・米ナス部会　９回　　・シシトウ部会　８回　・カラーピーマン部会　６回
・ミニトマト部会２回、トマト部会２回、小ナス部会１回
・開発部会（ショウガ、プチヴェール、アスパラガス、後作一般）　６回
◆ＩＰＭの天敵採集ツアー及び情報交換会の開催（４～１２月）　６回
◆環境点検の開催　３回
◆技術確立のための試験調査回数
・米ナス１６回、シシトウ４回、カラーピーマン７回、ミニトマト６回、
ショウガ３回、ＩＰＭ１２回、フルオープン３回、拍動灌水装置５回

１－２．れいほくブランドの園芸産地の確立と
ユズの加工拠点づくり　（れいほく八花）

《嶺北地域全域》

「環境」、「安全・安心」をキーワードにした園芸品のブランド
化により、農業所得の向上を図るため、「れいほく八菜」、
「れいほく八恵」、「れいほく八花」のブランド化に向けた取
組のレベルアップを行うとともに、ユズの加工拠点づくりに
向けた取組を進める。

◆ノーブルの球根供給システムの整備

　
◆ノーブルの高品質・安定生産技術の確立

◆ＪＡ花卉部会員に対し、‘ノーブル’の組織培養苗の導入及び今後の生産
の意向を調査
　
◆実証ほの設置　１ヵ所
◆実証ほの調査回数　１０回

１－３．れいほくブランドの園芸産地の確立と
ユズの加工拠点づくり　（れいほく八恵）

  《嶺北地域全域》

「環境」、「安全・安心」をキーワードにした園芸品のブランド
化により、農業所得の向上を図るため、「れいほく八菜」、
「れいほく八恵」、「れいほく八花」のブランド化に向けた取
組のレベルアップを行うとともに、ユズの加工拠点づくりに
向けた取組を進める。

◆ユズ加工場の増設
◆ユズ産地の維持
　　　・栽培技術の向上
◆ユズ産地構造改革計画の策定

◆ＪＡ・市町村・県関係等関係機関打合せ　12回
◆ユズ生育調査　３回
◆ユズ栽培講習会（部会他）　１回
◆ユズ産地構造計画の素案検討

２－１．集落営農で元気な地域づくり
　　　　　　　　　　　　　　（吉延地区）

《嶺北地域全域》

集落の農業者が協力して、管理が困難となった農地や高
齢者等の労力などの地域資源を活用した農業経営を行
い、将来にわたって地域で生活できる一定の所得と雇用の
場を確保するための集落営農の仕組みづくりを行う。

２－２．集落営農で元気な地域づくり
　　　　　　　　　　　　　　（伊勢川地区）

《嶺北地域全域》

集落の農業者が協力して、管理が困難となった農地や高
齢者等の労力などの地域資源を活用した農業経営を行
い、将来にわたって地域で生活できる一定の所得と雇用の
場を確保するための集落営農の仕組みづくりを行う。

集落の農地と労力を活用した、担い手育成・確保
のために、特に取り組みが必要な事項
◆リーダー育成及び合意形成機能の強化
・リーダー育成、集落の意見を反映した集落営農ビ
ジョンの作成にむけて、より参画意識の高まる動機
付け、合意形成手法の実施
◆生産基盤整備
・生産コスト低減と効率化につながる生産基盤整備
(共同利用機械、耕作道整備)
◆園芸品目等の導入と定着
・高齢者や女性などが活躍し所得向上につながる
直販活動の推進。農産物に付加価値を付けた農
産加工活動の推進。
（栽培・加工講習会による技術習得。加工品開発）
・所得向上を見込める有望品目(園芸品目)栽培技
術等支援

◆リーダー育成及び合意形成機能の強化
・集落営農推進委員会運営助言７回
・研修の場づくり｢ななおれ梅組合｣｢からり｣22人、「集落営農講演会」2人、
「直販所視察研修」15人、「集落営農講演会：取組事例紹介（本山町吉延営
農組合･島根県おくがの村）｣３人
・集落の現状･意向を把握するための実態調査(7月、19戸)
・受託部会の聞き取り調査(25戸をｵﾍﾟﾚｰﾀｰ4人で巡回)
・集落座談会運営支援
◆園芸品目等の導入と定着
・直販・加工検討会　8回
・有望品目栽培技術支援（10a　品目：ニンニク、ホウレンソウ、マノアレタ
ス、加工用ワサビ）

１－４．れいほくブランドの園芸産地の確立と
ユズの加工拠点づくり（有利販売）

《嶺北地域全域》

「環境」、「安全・安心」をキーワードにした園芸品のブランド
化により、農業所得の向上を図るため、「れいほく八菜」、
「れいほく八恵」、「れいほく八花」のブランド化に向けた取
組のレベルアップを行うとともに、ユズの加工拠点づくりに
向けた取組を進める。

◆れいほくブランドによる有利販売のため、特に必
要な事項
・販売拠点づくり
・直販の集出荷システム整備
・消費者交流活動の推進
・出荷農産物の充実

◆販売拠点づくり
　　・コープかがわとの産地交流会の実施
　　　（生産現場での交流、れいほくのＰＲ、バーベキュー等）
　　・販売活動検討会の開催

◆直販システム
　・システム構築のための打合せ
　・システム準備会の開催

◆出荷農産物の充実
　研修会の開催（栽培、トレーサビリティー、栽培履歴、荷姿等）　1４回
　栽培暦打ち合わせ会の実施
◆補助金（総合支援事業等）の導入
　・雨よけハウス、保冷車、コンテナ、販促資材、備品類等

項目名及び事業概要 主な課題
インプット（投入）

<講じた手立てが数量的に見える形で示すこと>

集落の農地と労力を活用した、担い手育成・確保
のために、特に取り組みが必要な事項
◆リーダー育成及び合意形成機能の強化
・リーダー育成、集落営農ビジョンの実現にむけ
て、より参画意識の高まる動機付け、合意形成手
法の実施
◆生産基盤整備
・生産コスト低減と効率化につながる生産基盤整備
(共同利用機械･施設(ミニライスセンターなど)、耕
作道整備)
◆園芸品目等の導入と定着
・所得向上を見込める有望品目(園芸品目・ブランド
米)栽培技術等支援

◆リーダー育成及び合意形成機能の強化
・集落営農推進委員会運営助言8回
・研修の場づくり　参加者｢大宮新農業ｸﾗﾌ」ﾞ8人､｢集落営農全国ｻﾐｯﾄ｣5人､
｢ﾋﾞﾚｯｼﾞ影野｣｢おかみさん市｣15人､｢集落営農講演会｣8人
◆生産基盤整備
・中山間地域集落営農等支援事業の事業採択
　動噴機1機(8月導入)、耕作道整備(1～3月実施）
◆園芸品目等の導入と定着
・ショウガ、ブランド米栽培技術支援
　　ショウガの現地検討会(3回3人)
　　実証展示(5/1～)
　　巡回指導(5回5人)
　　アスパラガスの研修(3回5人)巡回指導(2回2人)
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◆ＰＤＣＡサイクルに基づいた自主的な部会活動
・米ナス部会（進捗率100％）、シシトウ部会（進捗率100％）、カラーピーマ
ン部会（進捗率100％）
◆基礎技術の実践農家数（米ナス、シシトウ、カラーピーマン３品目）
・土づくり62戸／104戸、適期防除14戸／109戸、
　　　　適正な整枝剪定34戸／81戸（米ナス、シシトウのみ）
◆新技術導入農家数
・新品種の導入　米ナス‘なつのすけ’10戸／10戸、142ａ／192ａ、74%（前
年34％）
・ＩＰＭ天敵定着農家率（23戸／33戸）70％（前年39％）
・フルオープンハウス導入農家　　９戸　71ａ
◆腐敗果等市場事故発生数13件（前年13件）
◆有望品目の技術の進捗率
・アスパラガス（60％）、ショウガ（90％）、プチヴェール（70％）、マノアレタス
（30％）

◆‘ノーブル’のH22以降の生産計画の作成＜進捗率１００％＞
　

◆球根サイズによる切り花品質の差等が把握でき、マニュアルづくりの基
礎データが収集できた。

◆切り花生産者数：２戸　　　　H21‘ノーブル’切り花栽培面積：20ａ
◆‘ノーブル’組織培養苗養成農家：４戸
◆H21‘ノーブル’出荷本数　：　59千本
◆H21‘ノーブル’販売額　：　980万円
◆H21八花販売額　：　9,520万円
◆H22‘ノーブル’切り花栽培面積（見込）：25a

れいほく八花の販売額　1.2億円

ユズ加工場
　　・国に事業（強い農業づくり交付金）要望（3月）
　　・既存施設の財産処分の方向性の意思決定
　　・ユズ産地構造計画の策定
　　・ユズ出荷量９８０ｔ（販売額1.5憶円）

生産者の栽培意識向上
栽培面積　５８ｈａ　　出荷戸数　540戸(前年対比：129%)
加工品販売金額（H20）　3.5億円

ユズ加工品の販売額　4.5億円

◆リーダー育成及び合意形成機能の強化
・集落営農推進委員会発足　メンバー１２名　役員会参加率８０%
　「受託」「園芸」「直販・加工」部門ができたが当面は全体で協議を進めて
いく
・座談会参加率75%（25戸中19戸参加）
・集落の現状･意向調査により、集落で共有し課題解決に向けて活用でき
る基礎データを整理した。
◆園芸品目等の導入と定着
・若手組織｢みのり会｣が園芸部会構成員となり、園芸品の栽培実証開始。
・直販加工部会が直販出荷組織化　１０月から出荷開始

◆集落営農ビジョン策定　３月
◆営農計画作成　３月
◆推進体制整備
　・集落営農推進委員会設置(毎月協議）
　・直販出荷組織　１６名登録
　・栽培技術、販売実証を行った
◆直販販売額　約80万円（21.11～22.3）

目標（H２３）

◆販売拠点づくり
・体制の整備　販売促進企画会が設立された。　（販促部隊の創設、ＰＲ用資材の作
成）
・看板の作成（進捗状況100%）・パネルの作成(進捗状況100%)
・ポップの作成（進捗状況100%)・レシピ、チラシ作成(進捗状況100%）
・かがわ生協れいほくコーナーの拠点が宇多津店1店舗から5店舗（宇多津、太田、中
央ＩＣ、郡家、香西）に増加

◆直販システム
・10月から直販システムの試行
・ＪＡ高知市に嶺北コーナー設置（横内、高須）
・ＪＡ直販生産部会土佐町支部の立ち上げ(集荷システムの運営検討）

◆出荷農産物の充実
・栽培暦作成
・集荷システムの導入や栽培研修会による販売促進により直販生産者が確保された
（180名の増（内、46名は集荷システム活用者））
・れいほく八菜の取り組み理解度100％、環境に配慮した産地への評価15％（産地交流
会参加者42人ｱﾝｹｰﾄ調査、前回の「環境に配慮」に関する調査では8％）

◆１０ａ当たり平均収量の増加　　（）内前年度平均収量
米ナス8.5ｔ　（8.3ｔ）　、シシトウ3.1ｔ（2.4ｔ）　、赤ﾋﾟｰﾏﾝ3.5ｔ　（3.5ｔ）
◆天敵使用農家数の増加　　　　（）内前年度使用農家数
天敵使用農家数　33戸　（前年23戸）
◆有望品目の導入戸数、面積（前年比）
・アスパラガス6戸45ａ（265％）、ショウガ13戸133ａ（101％）、
　プチヴェール16戸42ａ（前年比86％）、マノアレタス７戸10ａ
（200％）
◆れいほく八菜の販売額　2.1億円

◆れいほく八菜の販売額  3.5億円

アウトプット（結果）
<インプット（投入）により、具体的に現れた形を示すこと>

アウトカム（成果）
<アウトプット（結果）等を通じて生じる

  プラスの変化を示すこと>

◆　販売額累計約380万円(ＪＡ取り扱い分：6月～3月）

◆集荷システム活用者数46名
　　・　　〃　　　　の販売額約543万円（10月～３月）
　　（21年度直販販売総額約8,2,00万円(前年対比：162%)）

◆栽培研修会参加者の増加に伴い、
　　　　　　　　　　　　　出荷者数180名の増加

◆集荷システムの始動　土佐町13ヵ所（10月1日から）

◆雇用創造実現事業で1名の雇用
　　（土佐町雇用創造協議会）

◆リーダー育成及び合意形成機能の強化
　参加状況　役員会参加率100%　座談会参加率80%
◆生産基盤整備
・動噴機1機導入　受託面積1ha、耕作道整備(1～３月実施）
◆園芸品目等の導入と定着
・ブランド米栽培農家のエコファーマー取得　１０戸
・ショウガ22a、ブランド米７．２ha作付

◆農産物販売額(推定）
・ショウガ
　　　目標収量以上確保(4～5トン/10a)　10.2トン
・ブランド米
　　　10戸がエコファーマーを取得し7.2ha栽培
　　　販売額950万円

◆こうち型集落営農における担い手組織の農
産物販売額　1,300万
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【地域アクションプランの取り組み状況と成果】

＜嶺北地域＞

５－３．（株）大豊ゆとりファームを核とする碁
石茶等の地域資源を活用した産業再生への
取組
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（加工品づくり）

《大豊町》

中山間で安心して住み続けることができる地域を実現する
ため、多角的に展開する拠点型ビジネスの仕組みづくりを
行う。

●加工品づくりビジネスの展開

・地域食材を活用した加工商品の開発

・碁石茶販促活動による販路の拡大

◆産業振興推進総合支援事業の導入
・宣伝，ＰＲ用資材の作成（ポスター、ポップ、リーフレット作成）検討会
・地域食材を活用した加工商品開発の委託（碁石茶、ギンブロウの加工品）
・碁石茶販促活動
　　販促活動実績　　　県外１０回、県内２６回

５－２．（株）大豊ゆとりファームを核とする碁
石茶等の地域資源を活用した産業再生への
取組
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（地産地消）

《大豊町》

中山間で安心して住み続けることができる地域を実現する
ため、多角的に展開する拠点型ビジネスの仕組みづくりを
行う。

◆野菜等の地産地消ビジネスの展開
・販売体制づくりと町内外への販売拠点の確保

・生産体制の整備による農産物生産量の確保

◆産業振興推進総合支援事業の導入
　・集出荷システム調査（生産指導、生産調整、集荷ルートの新規開設）
　・ネット販売システムの整備
　・商品管理システム（ＰＯＳ、メール配信）整備
  ・お山の市場開催

５－１．（株）大豊ゆとりファームを核とする碁
石茶等の地域資源を活用した産業再生への
取組
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（遊休農地活
用）

《大豊町》

中山間で安心して住み続けることができる地域を実現する
ため、多角的に展開する拠点型ビジネスの仕組みづくりを
行う。

◆借入農地による経営規模の拡大と作業受託によ
る農地保全

◆碁石茶等の生産体制の強化と販路の拡大

◆産業振興推進総合支援事業の導入
　・農作業受託に係る機器類等整備（田植機）
　・碁石茶製造に係る推進体制・機器類等整備（保冷庫、換気扇）
　・ユズ園管理・収穫に係る推進体制・機器類等整備（はさみ等）
　・ゆとり農業推進農地保全事業
◆碁石茶生産組合の体制の強化

４．米のブランド化による稲作農業の展開

《本山町》

消費者が求めるブランド力のある米の生産により、価格の
アップを図り、後継者が将来に展望を持つことができる稲
作農業を確立するため、良好な水田環境など地域の特性
を付加価値とすることや、室戸海洋深層水を栽培過程で使
用することによる新しいブランド米の構築に向けた取組を
進める。

◆商品開発から市販への取組

◆ブランド米の生産増、販路拡大

◆美味しい米づくりの栽培法の検証
　
◆米食味鑑定士協会への「環境王国」の申請・認
定
　

◆本山町特産品ブランド化推進協議会の活動強化（自主的な運営の支援
及び栽培管理の指導）
 ・本山町特産品ブランド化推進協議会開催（10回）

◆産業振興推進総合支援事業（23,121千円）の導入（ライスセンター整備、
本山町特産品ブランド化推進協議会活動）

　

　

３．米粉を活用したビジネスの展開

《土佐町、本山町、大豊町》

米粉の製造・販売や米粉加工商品の開発・販売、関西圏を
ターゲットにした、安心・安全な食の提供による地産外商な
ど、米粉を活用したビジネスを展開し、新たな雇用の創出
につなげる。

◆米粉用品種の選定
◆販売戦略の検討・構築
◆米粉ビジネスの開始
　・米粉製造、加工商品の開発と製造販売
◆米粉の里構想の実現
　・米粉プロジェクトチームの立上げ
　・米粉の里構想の検討、実現

◆米粉用４品種の試験栽培及び品質調査を実施。
◆産業振興推進総合支援事業の導入により、商談会や販促活動等を実
施。
　・関西圏５回、香川県２回、県内７回。
　・県内でのテレビCM、ネット販売（土佐さめうらｅ商店街）の実施。
◆産振補助事業により、米粉加工品の集荷場等の整備を行った。
◆「米粉の里活性化協議会」を立ち上げ、米粉の里マップを作成した。

２－３．集落営農で元気な地域づくり
　　　　　　　　　　　　　　（一般地区）

《嶺北地域全域》

集落の農業者が協力して、管理が困難となった農地や高
齢者等の労力などの地域資源を活用した農業経営を行
い、将来にわたって地域で生活できる一定の所得と雇用の
場を確保するための集落営農の仕組みづくりを行う。

集落の農地と労力を活用した、担い手育成・確保
のために、特に取り組みが必要な事項
◆合意形成機能の強化　推進組織体制(推進委員
会等）の整備
・リーダー育成、集落の意見を反映した集落営農ビ
ジョンの作成にむけて、より参画意識の高まる動機
付け、合意形成手法の実施
◆集落営農ビジョンの策定
・集落営農の行動計画の具体化

◆リーダー協議、集落営農推進委員会運営助言
　[推進委員会　高角２回・東石原４回]
◆集落座談会運営支援[東石原　ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ１回]
◆集落実態・意向調査実施[高角・立割・東石原]
◆研修の場づくり（集落営農講演会：取組事例紹介（本山町吉延営農組合･
島根県おくがの村）東石原・高角役員参加）　[集落営農学習会　高角１回
穴内１回][先進事例視察研修：（集落営農組織ビレッジ影野・おかみさん市）
高角役員参加、穴内集落で集落営農意見交換会]
◆補助事業導入[穴内集落]　共同販売ブランド米の予冷庫｣中山間地域集
落営農等支援事業　事業費792,855円　補助内示額396,000円
　（11/6事業内示）

項目名及び事業概要 主な課題
インプット（投入）

<講じた手立てが数量的に見える形で示すこと>
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・販促資材（ポスター、ポップ、パンフレット）の作成
　
　
・地域食材を活用した加工品の試作点数　　１０品目
　　碁石茶：ティパック（３ｇ）、飴、ゼリー、羊羹、おにぎり、まんじゅう
　　　　　　　焼酎、クリーム
　　ギンブロウ：まんじゅう、ロールケーキ、

・地域食材を活用した加工品の商品化
　　　　　２品目（碁石茶クリーム、ギンブローロールケーキ）
　
　　　　　（試作品１０品目）

碁石茶生産組合販売額　１．０億円

・集荷ルートの増設：２ルート→３ルート
・現行のふるさと生産組合出荷者、未出荷者のプロット図を作成。
・ネット販売システム整備
・町内等拠点直販所整備（町内定期開催１店舗、町外２店舗）
・商品管理システム整備（ＰＯＳ、メール配信等）

ふるさと生産組合販売額見込み　　４１，３４２千円

・借入農地耕作面積（水稲　27件：6.56ｈａ、　ユズ　1件：0.28ｈａ　茶　2件
0.3ha）
・農作業受託面積
　　水稲農作業受託面積
　　　　耕起35件6.19ｈａ　田植62件10.67ha　収穫91件15.37ha
　　ユズ受託収穫量19ｔ
・碁石茶生産量：生産組合２７００ｋｇ（うち　ゆとりファーム7００ｋｇ）
・碁石茶協同組合設立（4月の予定）

●碁石茶販売額　3,370万円（20年4月～21年10月）

◆雇用の創出
　　・ふるさと雇用再生特別基金事業　３名
　　　　（（株）大豊ゆとりファーム）

◆米粉等の販売額　７，０００万円

◆ブランド名を「土佐天空の郷」に決定した。
　
◆ホームページを開設し、ネット販売を開始した。
◆PR販売・営業活動を自主的に実施
◆生産農家数　：　23戸　　　　栽培面積　：　14ha
◆H21年産のブランド米の生産量は64.68tとなった。
◆生産者23名がエコファーマーに認定された。
◆米食味分析コンクールの水田環境の部で特別賞を受賞した。
◆本山町が「環境王国」に認定された。

◆販売（2月現在）
　　・県内外70店舗で販売し、44ｔが契約済
　　・残り21tは、インターネット等による直販や新たな販路開拓
　　　により販売中
　　・H21年産販売見込額　：　2,000万円
◆雇用
　　・ふるさと雇用再生特別基金事業で1名雇用
　　　　　　　（本山町農業公社）
　

ブランド米の販売額　：　7,500万円

◆品種毎の特性（収量性、品質）が把握できた。また、原料米面積は
10.3haを確保。
◆大手流通業者やコープなど、新たな販売ルートを通じ販路も拡大し、ビ
ジネスとしての姿が定着し始めた。
◆製造から貯蔵、運搬など生産から販売への体制が整いつつある。
◆商工会との連携で地域へも米粉が徐々に浸透し、「米粉の里」マップへ
も１８店舗が参加した。
◆米粉の里構想の実現に向け、スタンプラリーなど具体的な活動が始まっ
た。

◆農地の有効活用
　　・米粉の原料稲は次年度約20ha（うちﾐｽﾞﾎﾁｶﾗ等10ha）の見込
み。農地活用や生産者の販売額向上にも寄与。
◆米粉（年間製造量及び販売額）
　　・３月末までの米粉の製造量は約３８トンの見込み。
　　・うどん、パンなどの加工品も加えた販売額は４，０８０万円。
◆雇用
　　・米粉の製造や製品販売で７名の雇用
（雇用創造実現事業2人（土佐町雇用創造協議会）、ふるさと雇用
再生特別基金事業2人（土佐千里）、その他3人）

目標（H２３）

◆推進組織設置（組織体制：高角集落営農推進委員会(高角)、東石原集
落営農を考える会(東石原)
◆集落の現状･意向を集落で共有し課題解決に向けて活用できる基礎
データを整理した(東石原・高角・立割)。
◆集落営農活動の取組の優先順位付けと、アイデアの絞り込みに活用で
きる基礎資料を得るため、重要度・緊急度・難易度について集落全員の意
向を聞き取るTNアンケート法調査を実施し整理した。（東石原）
◆集落営農活動の検討など取組意欲のある3集落を対象に座談会を通じ
て動機付けを図った結果、東石原集落が集落営農組織化に向けて検討を
開始することになった。
◆穴内集落が規約等を作成し、集落営農組織になった。

◆集落営農組織及び準じる組織数
　集落営農組織数：管内3組織が4組織。集落営農組織化に向けて
あらたに東石原集落が検討を開始した。

◆集落営農組織及び準じる組織（累計）
　８組織

アウトプット（結果）
<インプット（投入）により、具体的に現れた形を示すこと>

アウトカム（成果）
<アウトプット（結果）等を通じて生じる

  プラスの変化を示すこと>
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【地域アクションプランの取り組み状況と成果】

＜嶺北地域＞

１０．「れいほくスケルトン」の性能向上及び販
売促進

《嶺北地域全域》

住宅の基本構造体をキット商品化した「れいほくスケルト
ン」の性能向上、販売促進に向けた取組により、嶺北材の
販路拡大を図る。

・産地の組織化、意見集約
・ブランド化の基盤強化
・パートナー工務店の組織化
・原木の安定確保・集荷機能強化、生産・プレカット
供給体制の整備
・公共施設（住宅）へのスケルトン導入
・販路の拡大
・使用木材の性能等品質管理体制の確立

◆ブランド化協議会、ワーキングの実施
◆パートナー工務店等による販売先との連携強化
◆PR、広報の活用による販拡の支援
◆性能表示木材流通支援事業の活用

８．土佐はちきん地鶏を活用した新しい産業
の展開

《大川村》

土佐はちきん地鶏の生産拠点として事業の展開を図り、新
しい地場産業として発展させ、雇用の確保、農家所得の向
上につなげる。

◆10万羽生産体制の施設整備及び販売体制の構
築
◆販路開拓、加工品開発

・株式会社むらびと本舗の設立
・産業振興総合補助金（２７,２９３千円）の導入による施設整備
・販促活動（はちきん地鶏振興協議会、株式会社むらびと本舗）

７．大川黒牛の再興による地域の活性化

《大川村》

大川村の基幹産業である肉用牛生産（大川黒牛）の再興
を図り、地域の活性化につなげるため、地域内での一貫生
産体制の堅持に向けた取り組みを進める。

◆大川村和牛生産の今後の体制の確立
◆生産から販売のシステムづくり
◆繁殖牛の導入（財源の確保）

・協議会の開催（1回）
・大川村和牛生産組合と大川村との協議(1回）
・繁殖メス牛の更新

９．間伐推進と木材増産による林業振興

《嶺北地域全域》

嶺北地域の豊かな森林資源を活かし、生産者の経営の安
定化を図るとともに、「新生産システム」により、地域に計画
されている大型製材工場への木材の安定供給に寄与する
ため、作業道を中心とした計画的な路網整備と間伐の推進
による木材の増産に取り組む。

◆森の工場の推進
◆林業事業体の育成
◆林業の担い手の育成確保
◆放置林の解消

・各町村単位に間伐推進連絡会の設置、開催　（延べ16回）
・先進的な取り組み事例の勉強会の開催　（2回）
・造林事業や緊急間伐総合支援事業等の補助金の導入

６．肉用牛飼育の競争力の確保による肉用
牛産業の再興

《本山町、土佐町、大豊町》

肉用牛産業の再興を図り、土佐褐毛和種の産地としての
活力を取り戻すため飼養者の競争力を確保する。

◆公営牧場の整備
　　・放牧地造成のための土地の確保
◆褐毛和種子牛価格の安定
◆土佐褐毛和種の流通販売先の開拓、加工品開
発

・牧場用地の選定作業（用地交渉等）
・土佐褐毛牛販売協議会設立

５－４．（株）大豊ゆとりファームを核とする碁
石茶等の地域資源を活用した産業再生への
取組
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ふるさと支援）

《大豊町》

中山間で安心して住み続けることができる地域を実現する
ため、多角的に展開する拠点型ビジネスの仕組みづくりを
行う。

◆ふるさと支援ビジネスの展開
　・担い手研修、就農支援システムの構築
　・体験交流拠点施設を活用した交流活動構築

◆産業振興推進総合支援事業の導入
・ふるさと応援団募集活動の実施
・山の幸品目検討会
・研修生の審査、技術指導
・体験交流メニュー作成にかかる検討会の開催
・モニターツアーの開催２回
・各種検討会（７回）

項目名及び事業概要 主な課題
インプット（投入）

<講じた手立てが数量的に見える形で示すこと>

41



◆住宅着工の冷え込みの中、着実な受注。
◆PR効果による公共施設等施工（スケルトン仕様外も含む）
（宇多津町コミュニティホール、新居浜市さくら乳児園、南国市大篠保育園）
◆性能表示木材（強度・含水率）の出荷（約1,200m3）、乾燥JAS取得2社、
機械等級区分（強度）JAS取得1社

◆嶺北材での建築受注　約200棟（うち、スケルトン仕様49棟）
◆「ふるさと雇用再生特別基金事業」による営業企画1名採用。
　　　（嶺北ブランド化協議会構成団体）

◆年間１９０棟（H21～H23累計）

H２３販売額　１億円

・施設整備（育成舎、堆肥舎等）の完成 ・年間６万羽の生産体制が整った。
・ふるさと雇用再生特別基金事業で8名の新規雇用
　　（生産4人、営業2人、事務2人）（（株）むらびと本舗）

H２３年の出荷　　１０万羽

・課題（今後の組織体制）の共有

・繁殖メス牛の更新

H２１年販売額　　　6.5千万円（3月末見込み）

･間伐の実施面積　　   8,000 ha  （H19～23
計）
･木材の素材生産量　　8.4万 ㎥

◆森の工場の拡大　（ ３団地 ）
   森の工場の更新　（ ２団地 ）

・間伐の実績面積　( 973.30 ha ）3月末 見込み
・作業道開設の実績延長　（ 34,030 ｍ ） 3月末見込み

　　※　嶺北林業振興事務所の担当事業分の実績のみ計上

･適正な森林の管理

　　　（H19～H21の間伐実績合計）　3,106 ha　3月末見込み

･生産量の安定供給

・土佐褐毛牛販売協議会設立により、販促活動が開始できるようになっ
た。
・加工品開発の動きが出てきた。

H２１年販売額　　　1.9億（3月末見込み） H２３年販売額　２．３億

・ふるさと応援団　１４３口
・山の幸発送１４３口
・研修生の受入４名
・せせらぎ会体験交流ＰＲパンフレット作成

・ふるさと応援団の増加
　　　　　　　　　１４２口→１４３口
・せせらぎ会交流人口の増加　426人（21年4/1～22年/2月末）
　

アウトプット（結果）
<インプット（投入）により、具体的に現れた形を示すこと>

アウトカム（成果）
<アウトプット（結果）等を通じて生じる

  プラスの変化を示すこと>
目標（H２３）
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【地域アクションプランの取り組み状況と成果】

＜嶺北地域＞

１６．土佐産直サテライトセンター（とさ千里
(大阪））の活性化による地産外商の拠点づく
り

《土佐町》

土佐産直サテライトセンター（とさ千里）を関西圏における
アンテナショップとして、米粉を活用したビジネスの展開
や、「れいほく八菜」をはじめとする嶺北地域や高知県の産
品を取り扱う地産外商の拠点となるように取組を進める。

◆経営戦略の構築・展開
◆新店舗での事業展開
新店舗オープンに向けて、事業計画、資金計画等
の意思決定が必要。
・パートナーとなる県内自治体、団体との役割分担
・経営戦略の確定
・仮店舗の扱いに関する意思決定
・経営陣の意思統一
・株主との調整

実行支援チーム会開催（３回）

産業振興総合補助金により関西地域でマーケティング調査を実施

１４．大型製材工場の誘致による地域材の利
用の促進

《大豊町》

大型製材工場の誘致により地域材の利用を促進し、林業
従事者の増加や所得の向上、事業体による雇用の促進へ
とつなげる。

誘致に向け必要となる原木量の確保並びに供給
体制の整備及び対策（原木をどう確保していくかが
課題）

・各町村林業振興連絡会の開催(4回）
（地域ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝ「間伐推進と木材増産による林業振興」との連携）
　　　町村単位での個別開催により、現状と課題を共有化する。

・産業成長戦略における県内関係者との連絡協議会への参加（木材産業
課との連携）(1回）

１５．地域産品販売ポータルサイトによる商業
展開・情報発信

《嶺北地域全域》

　地域産品を販売するポータルサイトを構築し、ネットビジ
ネスのできない商業者にその手段を提供することにより、
ポータルサイト運営者や商業者の所得の向上、地域の情
報発信に結びつける。

嶺北地域のポータルサイトとして販売促進活動の
展開
　　・出品事業者の増、商品アイテムの充実
　　・キーワード検索結果率の向上
　　・ホームページデザインの魅力向上

・地域雇用創造実現事業で土佐町雇用創造協議会に職員１名を雇用し、サ
イト開設に必要な機器（ホームページ用パソコン等）を整備

項目名及び事業概要 主な課題
インプット（投入）

<講じた手立てが数量的に見える形で示すこと>

１３．特用林産物（シキミ、サカキ)の拠点づく
り

《嶺北地域全域》

小規模・分散化している生産者を集約し、地域内の豊富な
特用林産物（シキミ、サカキ）を収益につなげるため、地区
単位での生産体制と出荷体制の整備による拠点づくりを行
う。

・関係各機関の意見調整
・地域の生産出荷への意欲
・町村の協力体制
・集荷場所の選定・整備

◆定期的な勉強会の開催(４回）
◆花き市場との打ち合わせ、情報収集
◆生産出荷コーディネーターの採用

１１．県産材の地域における率先利用

《嶺北地域全域》

地域内で生産された木材や製材品は、大部分が県外へ出
荷されていることから、地域内で率先的に利用することによ
り、地産地消を推進する。

・地域材の有効利用
・公共施設での利用

高知県木づかい促進事業（補助金２，３５３千円）の導入
　大豊町（机椅子１００ｾｯﾄ、下駄箱１基）（１，４４８千円）
　本山町（机椅子４５ｾｯﾄ）（５１９千円）
　土佐町（机椅子２６ｾｯﾄ、ベンチ、テーブル３セット）（３８６千円）

地域産材活用の各町村の取り組み

林地残材活用促進協議会の開催（５回）

１２．木工製品の製造・販売による地域の活
性化

《嶺北地域全域》

人にやさしい木工製品の企画・製造・販売を促進し、嶺北
産材の良さや手づくりの良さのPRにより、地域の新たな特
色ある取組に育て、地域の活性化に結びつける。

（ばうむ）
　・販路の拡大
　・法人化
　・販売商品の充実（商品開発）
　・営業ツールの充実
　・ＰＲの強化

（大豊町森林組合）
　・販路拡大
　・商品開発

（ばうむ）
　・活力ある地域づくり支援事業（３，０００千円）の導入（製品のﾌﾞﾗﾝﾄﾞ化、
販　路の拡大）
　・レーザー加工機（３，０００千円）の導入（自力整備）
　・法人化

（大豊町森林組合）
・産業振興ｾﾝﾀｰのアドバイザー事業の導入
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課題の抽出・整理
　・事業実施主体の役割分担
　・店舗目標の確認
　・市場調査の必要性

土佐産直サテライトセンター（とさ千里）の販売
額

　年間１．５億円

・各町村林業振興連絡会を通じた関係機関との情報共有
・産業成長戦略において開催された連絡協議会へ参加し情報収集

・サイト開設（10月1日）
　　＜３月現在の状況＞
　　　　出品アイテム→１１社２１品目

・地域雇用創造実現事業で１人雇用
　　　　　（土佐町雇用創造協議会）
・地域産品の新たな販路の創出

・ポータルサイトでの販売額
　　　1,200万円

アウトプット（結果）
<インプット（投入）により、具体的に現れた形を示すこと>

アウトカム（成果）
<アウトプット（結果）等を通じて生じる

  プラスの変化を示すこと>
目標（H２３）

◆本山町でのモデル出荷実施の合意
◆試験的出荷の実施

◆集約化・拠点整備による地域経済活性化の有効性が認められ、
町が本格的に取組を開始した。
◆「緊急雇用創出臨時特例基金事業」による生産出荷コーディ
ネーター1名採用。（本山町農業公社）

導入（セット数）の進捗率（100％）
　　　　　（机・椅子ｾｯﾄ171ｾｯﾄ、下駄箱１基、ﾍﾞﾝﾁ･ﾃｰﾌﾞﾙ3ｾｯﾄ導入済み）

地域材の活用
　本山町　町営単身用６世帯の木造集合住宅1棟の設計発注
　土佐町　スケルトン住宅１棟（再掲）
　大川村　ふるさと留学ｾﾝﾀｰ1棟

未利用資源の利用したいとの共通認識

導入することで地産地消の推進。子供たちに木の良さのＰＲ効果。

地域材の活用の広がり
　本山町　町営単身用６世帯の木造集合住宅1棟の設計発注
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（再掲）
　土佐町　スケルトン住宅１棟（再掲）
　大川村　ふるさと留学ｾﾝﾀｰ1棟

（ばうむ）
（活力ある地域づくり支援事業）　　　　　　　（自力展開）
・市場調査・イベント参加（３イベント参加）　　・法人化（進捗率１００％）
・パンフレット作成（進捗率１００％）　　　　　　・ｼｮｯﾌﾟｵｰﾌﾟﾝ
・ポスター作成（進捗率１００％）　　　　　　　　（本山町　吉野川ﾘﾋﾞﾝｸﾞ内）
・のぼり旗作成（進捗率１００％）　　　　　　　　・レーザー加工機の導入（１
基）
・ＨＰ作成（進捗率１００％）

（大豊町森林組合）
・事業展開の検討（大豊町ｲﾒｰｼﾞｱｯﾌﾟ、地域特産物とｾｯﾄ販売等の販売展
開の検討）

（ばうむ）
・法人化による信用度のアップ
・ショップの入り込み数２～３人/日(商談打合せ・一般）
・レーザー加工機を導入することでノベルティグッズ等の多様な商
品が出来るようになる。（であい博関連ネームプレート・コース
ター、工務店関連グッズ等）
・机・椅子ｾｯﾄ（販売数１４５ｾｯﾄ、金額3,612,000円）
　　　　　　　　　（下駄箱１基、324,450円）

・ふるさと雇用再生特別基金事業で２名雇用
　　　　　　　　　（関連事業体）

机・椅子の販売数７６０セット（Ｈ１９～２３計）
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【地域アクションプランの取り組み状況と成果】

＜嶺北地域＞

１８．濁酒を活用した地域資源との連携によ
る地域の活性化

《大豊町》

地域の特産品となる濁酒の製造・販売と地域の観光資源と
の連携によって、交流人口の拡大を図り、地域の活性化に
つなげる。

◆濁酒を活用した地域活性化への取組
　　・濁酒生産農家のグループ化
　　・支援策のあり方
　　・濁酒加工品の開発
　　・観光イベントや観光施設との連携による
　　　ＰＲ及び販促

・実行支援チーム回の開催（2回）
・アジサイキャラバンへの参加
・濁酒生産講習会への参加（町職員1名、生産者5名）

項目名及び事業概要 主な課題
インプット（投入）

<講じた手立てが数量的に見える形で示すこと>

１７．嶺北地域の連携による交流人口の拡大

《嶺北地域全域》

観光を軸として、吉野川の水源地域における豊富な地域資
源や特色のある取組などを横断的につなぐ場と仕組みを
つくることにより、「れいほく」の魅力をグレードアップさせる
とともに、一元的な情報発信により、交流人口の拡大を目
指す。

◆４町村連携の仕組みづくり
◆嶺北観光連携事業のビジネス化
　（実施主体、組織、事業内容　等）

・4町村担当者による実行支援チーム会（4町村の協議の場）の開催
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５回開催）
・平成２２年度の嶺北観光マップ作成に向け、（財）地域活性化センターの
「活力ある地域づくり支援事業」の事業申請、「地域づくり支援事業」（県単）
の計画書提出
　　　　　　　　　　　　　　　　（申請窓口：嶺北広域行政事務組合）
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・個人事業者1名が事業開始に向け準備中（施設整備、製造許可申請）
・酒類製造免許申請書の提出（予定）⇒２１年４月より製造開始

公共関連宿泊施設での宿泊者数

                           10,000人

アウトプット（結果）
<インプット（投入）により、具体的に現れた形を示すこと>

アウトカム（成果）
<アウトプット（結果）等を通じて生じる

  プラスの変化を示すこと>
目標（H２３）

・4町村で嶺北観光の課題の共通認識ができた。

・４町村で嶺北観光パンフレットを22年度に作成する合意、予算措置ができ
た。

・嶺北観光振興に向け、４町村が連携した取組のキッカケづくりが
できた。

公共関連宿泊施設での宿泊者数

　　　　　　　　　10,000人
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【地域アクションプランの取り組み状況と成果】

＜仁淀川地域＞

１．地域の基幹品目及び推進品目等の産地の
維持・発展

　　《土佐市、いの町》

◆主要品目の生産性及び品質の向上を図るとともに、安
全・安心を求める消費者ニーズに対応した農産物の生産を
推進する。

産地課題整理によるビジョンの共有
　・主要品目の生産性向上
　・集出荷体制整備
　・販売力強化

・産地ビジョン検討会議の開催：１９回
・事業計画作成に向けた関係機関との打ち合わせ：１９回+α

○ＪＡとさし西部集出荷施設整備事業に係る
・平成21年度農山漁村活性化プロジェクト支援事業申請：7/27（農水省）
・平成21年度高知県産業振興推進総合補助事業申請：8/28（高知県）

○加工用ワサビ加工出荷施設整備事業に係る
・平成22年度高知県産業振興推進総合補助事業採択申請（高知県）

項目名及び事業概要 主な課題
インプット（投入）

<講じた手立てが数量的に見える形で示すこと>

４．集落営農の推進

　　《いの町》

◆集落の住民が協力し、管理が困難となった農地や高齢者
等の労力などの地域資源を活用した農業経営を行うことで、
将来にわたり活き活きと生活できる地域づくりを目指す。（対
象地区：いの町吾北地区）

○概ね計画どおり進行中であり、大きな問題点はな
い。
○本年度目標である協業の取り組みについて、今
後重点的な推進が必要。

○中山間地域集落営農等支援事業の活用
・組合倉庫、乾燥機、籾摺り機、計量米選機　合計約920万円を整備
○チーム会、受委託や組合運営に向けた役員会等支援＝27回
○先進地視察研修＝1回

６．本川キジの販路確保と新たな商品開発

　　《いの町》

◆いの町本川地区の特産品として、「本川キジ」の販路の拡
大や新商品の開発に取り組み、中山間地域における新たな
産業として定着させる。

◆孵卵から育成までのチェック体制の確立。
◆パッケージデザイン
◆新規販路の開拓

◆元気のでる補助金（3,826千円）の事業採択（加工処理場の改修、汚濁処
理施設の新設、冷凍庫の導入及びきじ加工商品の開発）
◆産振補助金（4,000千円）の事業採択（給排水「施設改修、真空包装機設
置、PRのぼり、看板設置）
◆本川きじ生産に関する打ち合わせ会を定例会（2か月ごと）として、組合、
庭先農家、町、県関係機関で実施。7回
◆新規販路確保に繋がる商談会、PRに繋がるイベント情報、新聞、冊子へ
の掲載など情報提供。５回
◆飼育・加工・安全安心マニュアルの作成。
◆あめご釣り大会、氷室まつり、源流まつり、四国のてっぺん酸欠マラソン、
石鎚山元気ウォーキング、フェッスティバル土佐・第38回ふるさとまつりで試
食・PR・販売の実施。

３．地域の特産品開発（本川じゃがいも）

　　《いの町》

◆いの町本川地区で栽培されている「本川じゃがいも」の品
質の統一等を行い、特産品として販売を拡大することによ
り、農家所得の向上につなげる。

・生産量拡大
・新規販路の開拓
・はねものの有効活用
・生産者の組織化
・栽培環境の整備

・実行支援チームが本川地区の耕作放棄地を調査。
・食品バイヤーに新商品の提案
・生産拡大・新規販路開拓に関する打ち合わせ会を実施。
                 ↓
　　　生産組織の検討。
・嶺北農協と生産者による栽培農地の土壌調査の実施

２．土佐文旦の加工

　　《土佐市》

◆地域の主要品目である土佐文旦の県内市場の飽和化・
贈答需要の減少による単価安へ対応するため、加工用原料
としての有効活用を図る。

○概ね計画どおり進行中であり、大きな問題点はな
い。
○文旦加工については、様々な分野から注目され
ており、情報も多くなってきた。この中から、有益な
情報を抽出し新たな取り組みを実践していくことが
必要。

○総合補助金活用による搾汁設備の整備
・事業費＝4,500千円（税抜き）交付決定　：11/6
○チーム会等での協議＝18回
○イベントでのＰＲ＝2回

５．新高梨の加工

　　《いの町》

◆生理障害等により廃棄処分されている新高梨を有効利用
し、商品開発等を行うことで農業者の所得の向上を図る。

○概ね計画どおり進行中であり、大きな問題点はな
い。
○シャーベットについては販売方法の検討が必要

○チーム会、関係業者等での協議＝8回
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加工品の販売：３品目
規格外品の原料提供：12t

目標（H２３）

ＪＡとさし西部集出荷施設整備事業（年度末完了予定）
（事業費：３５５，１８３，０００円）
　・平成21年度農山漁村活性化ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ支援交付金の交付決定
　　　　交付金額：１７７，５９１，０００円
　・平成２１年度高知県産業振興推進総合支援事業採択決定

採択審査中

・基幹品目等の集約による集出荷体制整備・販
売力強化による農家所得の向上

アウトプット（結果）
<インプット（投入）により、具体的に現れた形を示すこと>

アウトカム（成果）
<アウトプット（結果）等を通じて生じる

 プラスの変化を示すこと>

○ドリームサポート上東（受委託組織）の受託面積＝約7.7ha（本年度目標
の約2倍達成）
○協業部門が設立した。（ニラハウスが本年度事業で建設となる。約4a）

○組織ができたことにより、今まで地域外に委託していた水稲田植
作業約80aを地元で受託することができた。
○協業部門の設立により地域でお金の取れる取り組みが拡大し
た。

加工品の販売:２品目
規格外品の原料提供:100t

・新商品（つまみ）が好評で都市圏に売れる可能性ができた。
・新たに5人が栽培を検討。

・耕作放棄地の活用　　10a
・生産量拡大　　　　　　１０００kg

○「文旦のお酒」と「ポンカンのお酒」が商品化となった
○イベントへの出店により「ぶんぶん」のＰＲができた。
○香料と菓子の試作品つくりが始まった

○本年度お酒用の原料提供として、土佐文旦20t、ポンカン10tを原
料提供予定（農家の所得向上につながった）
○イベント時でのPR等において消費者から、商品の評価を聞くこと
により、よりよい商品つくりへの意識が強くなっている。
○異業種との交流により今後の新たな商品開発が期待でき、産地
の活性化につながる。

◆定例会においての関係者間の情報共有。
◆高知新聞、日本農業新聞への掲載。
◆ちゃおこうちへの掲載。

◆新規顧客（約100人、愛媛県を主に四国内、関西・関東方面）から
組合に直接電話注文が入る。

・本川きじの生産羽数
　　H20　１、０００羽
　　H23　４，５００羽

①地域の協業の取り組み：4ha
②延べ受託面積　　　　　 ：24ha
③新部門設立　　　　　　　：2部門

○シャーベットの製造販売をおこなった。
・シャーベット　カップ3,600個　イベント用5Ｌパック　22本を製造しＪＡから販
売することとなった。ふるさと祭り等のイベントでＰＲ販売開始。
○酒用原料提供を行った。
・約7tの原料提供となった。
○菓子用原料提供を行った。
・最終的に1tの原料提供となった。

○シャーベット・酒・菓子等の原料として約9tを提供することにより、
産地に約９０万円の収益増に繋げた。
○シャーベットについては、左記数量をJAとして製造販売すること
により新高梨のＰＲに繋げた。

48



【地域アクションプランの取り組み状況と成果】

＜仁淀川地域＞

１２．集落営農による地域にあった農業の仕
組みづくりの推進

　　《佐川町》

◆集落の農業者が協力して、管理が困難となった農地や高
齢者等の労力などの地域資源を利用して集落営農を行い、
将来にわたって地域で生活できる一定の所得と雇用の場を
確保するための集落営農の組織づくりを行う。

◆新品目の導入・拡大と特色ある米づくり
　（集落の農業所得の向上）

◆人が集まる組織・支援のしくみづくり
　（共同化と農作業受委託の推進）

◆ＲＡＡＶひらの営農組合
　・総会、全体会での助言指導（４回）
　・役員会での組織運営指導（２３回）、巡回指導(随時)
　・葉ニンニク栽培・出荷・販売・実績まとめ指導
（栽培講習会1回、視察研修1回、出荷目慣し指導1回、実績まとめ随時）
　・アンケート調査の実施と結果分析
　・農地利用現況図・計画図の作成指導と話し合いの促進
◆水農会（黒岩西部地区農業者有志）
　・新品目の探索・実証と栽培技術の研究への指導（10回）
◆県・町補助金（3,418千円）の導入による基盤整備事業の実施

１１．地域を支える基幹品目（食用サンショウ）
の振興

　　《越知町、佐川町、日高村》

◆中山間地域の圃場条件や気象条件を活かした基幹品目
（食用サンショウ）の振興によって、農業所得の向上を図り、
地域の活性化を目指す。

栽培技術の向上、安定的な生産の維持 ◆越知町山椒組合総会、出荷目慣らし会への参画
・トレーサビリティの必要性と様式への記入方法説明
・GAP点検シートの記入方法説明
・栽培暦説明
・出荷時の注意点について説明
◆チーム会の開催
・加工品の検討
・ほ場の巡回調査
・作業暦の検討

１０．力強い高糖度トマト産地の確立

　　《仁淀川町、佐川町、日高村》

◆地域の特産品の高糖度トマトに新たなブランドを加えるこ
とにより、付加価値を高め、産地間競争力を強化し、生産者
の所得の向上につなげる。

◆トマト産地を維持強化するために、特に取り組み
が必要な事項
・部会活動の活性化
・優れた担い手の育成
・高糖度トマトの高品質・多収穫栽培技術の普及
・難防除病害虫防除対策の徹底
・出荷・販売体制の強化

◆産地目標（出荷量・高糖度率・販売額・GAP取組）の策定
◆経営感覚に優れた農業者の育成（毎月簿記講座・個別カウンセリング：16
戸）
◆防根透水シート利用技術の向上（品種特性勉強会・農業技術センター視
察研修）
◆黄化葉巻病、萎凋病、灰色かび病の効果的防除法の普及（黄化葉巻病対
策勉強会、萎凋病発生調査）
◆有利販売への戦略構築（産業振興総合補助金：総事業費37.5百万円を利
用し、トマト選果場トレサビ関連システム改修）

９．薬用作物の産地拡大による所得の向上

　　《越知町、佐川町、日高村、仁淀川町》

◆大手製薬会社と契約栽培を行っているミシマサイコやサン
ショウなどの薬用作物の産地を大手製薬会社の漢方薬の
需要増に対応できるよう作付を拡大し育成することにより、
所得の向上と就労の場の確保を図る。

◆薬用作物の産地の育成に向け、取り組みの必要
な事項
　・ミシマサイコの水田地帯での適応性検討
　・ミシマサイコでの農薬適用拡大
　・作付面積の拡大

◆日高村にミシマサイコの水田地帯での栽培実証圃設置
◆越知町と佐川町にミシマサイコの農薬適用拡大試験圃設置
◆国の緊急雇用対策により、４名（26．28、30､50才）の雇用ができ、栽培管
理及び技術の習得が進んだ。

８．仁淀川流域茶のブランド化を主体とした茶
の振興）

　　《仁淀川町、越知町、佐川町、日高村、いの町》

◆良質茶の主産地である仁淀川流域の共通ブランドとして、
「仁淀川流域茶」（仕上げ茶）の販売を拡大するとともに、効
率的な生産体制の整備や新たな加工品の開発と販路の開
拓により、茶生産農家の所得の向上を図る。。

◆仁淀川流域茶の小売販売向上および生産体制
整備に向け、特に取り組みが必要な事項
・仁淀川流域で統一したブランド（仁淀川流域茶）の
確立
・生産の仕組みづくり（受委託、ゆい等）
・加工品の開発

◆販促資材（種類、写真、デザイン等）検討への支援
◆販促イベントへの参加およびPR支援
◆生産体制の仕組みづくりに向けた実態調査：仁淀川町沢渡地区28戸

７．給食への食材提供（安定的な出荷先の確
保）

　　《いの町》

◆学校給食への地域食材の供給量を拡大することにより、
地産地消や安全・安心な食材の提供を推進すると共に、農
業者の所得の向上に繋げる。」

○出枚授業については、計画どおり進行中。
○食材供給体制については、今以上の体制を組む
ことができないので現状維持で取り組んでいく。

○チーム会等での協議＝8回
○学校給食食材の実態調査＝2回

項目名及び事業概要 主な課題
インプット（投入）

<講じた手立てが数量的に見える形で示すこと>
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◆集落営農組織数　１組織
　（平成２１年3月14日　設立）

・葉ニンニクの共同栽培５ａ
・ピーマン栽培　2戸　13ａ、翌年作付計画1戸＋組合協業で計25ａ
・ミシマサイコ栽培　2戸　60ａ、翌年作付計画2戸＋組合協業で計100ａ
・稲作の現状分析と話し合いによるコスト高への認知度向上
・集落農業のありたい姿と対策のまとめ
・農地利用現況図作成(営農・耕作放棄地・担い手・基盤の状況など）によ
り、課題を組合員で共有できた
・農地利用計画図作成（営農・担い手・基盤の改良など）を通じて、将来の営
農計画の検討を始めた。

・農業所得の向上につながる品目の導入など集落の営農計画につ
いて検討が始まった。
・葉ニンニクの共同栽培により、協業化に向けた実践ができ、基盤
整備地での協業計画・実践につながった。
・組織運営について、少しずつ役員らで協力しながらできるように
なってきた
・集落全体の農業基盤整備の検討が始まり、水路改修、耕作放棄
地再生に向け、住民活動と事業導入が始まった。

◆高糖度トマト販売金額　5億円

◆トレーサビリティは出荷時に提出することが徹底された。（進捗率100％）
◆GAP点検シートは出席者全員が提出した。（進捗率100％）
◆栽培ポイントや農薬安全使用について徹底できた。
◆主要病害虫についての防除ポイントが明らかになった。
◆加工用予冷庫事業化

◆青実出荷は１５tの計画量は確保でき、価格も比較的安定してい
た。
◆商品化ができつつある。

◆産地目標策定支援（進捗率100％）
◆簿記講座・個別カウンセリングの実施（進捗率100％）
◆栽培勉強会・圃場巡回指導（進捗率100％）
◆黄化葉巻病・萎凋病対策勉強会（進捗率100％）
◆トレサビシステム導入による有利販売の戦略構築への支援（進捗率
100％）

◆部会活動が活発で産地目標が達成、まとまりのある産地形成
◆農業者個々の経営感覚が向上し経営所得目標の明確化
◆高糖度トマトの高品質・多収穫安定栽培技術の向上
◆難防除病害中の発生が少なく栽培が安定
◆出荷・販売体制が整備され、市場評価が向上

◆仁淀川流域茶（仕上げ茶）の販売量：茶全体
の15％

◆日高村でのミシマサイコの栽培試験の結果、過湿及び雑草による被害が
大きかった。
◆越知町と佐川町でのミシマサイコの農薬適用拡大試験において、Ｄ－Ｄ剤
はネマトリンエース粒剤より防除効果が低かった。
◆ミシマサイコ作付面積：20年37.9ha→21年38.9ha（H23年目標に対する進
捗率70.7％）
◆サンショウ作付面積：20年15.5ha→21年25.6ha（H23年目標に対する進捗
率64％）

◆水田地帯では雑草抑制が重要であるとの認識が、農家及び関係
機関にできた。
◆ミシマサイコの農薬適用拡大に向けた調査データが得られた。
◆雇用効果（新規雇用）
◆農家の所得向上

◆ミシマサイコの作付面積：５５ｈａ
◆サンショウの作付面積：４０ｈａ

◆販促資材の作成(ポスター、パンフ、のぼり、はっぴ、ロゴシール)〈進捗率
100%〉
◆販促イベントへの参加およびPR支援〈進捗率100%〉
◆生産体制の仕組みづくりに向けた実態調査：家族親類縁者労働主体、一
部受委託〈進捗率80%〉

◆販促イベント（6回）でのPRに活用：集客数500人以上/ｲﾍﾞﾝﾄ
◆販促活動ができる生産者の戸数（５戸）
◆茶園維持に向けた生産者への意識付け

目標（H２３）

○いの町内小学校2校にて出前授業を行った。
○学校給食食材の実態調査により地域内供給状況を把握した。

○出前授業を行うことにより、子どもやその父兄等に対して農業の
理解や地元食材のＰＲ等に繋がった。
○データ分析結果を活用し地元の生産の改善を検討することとなっ
た。

アウトプット（結果）
<インプット（投入）により、具体的に現れた形を示すこと>

アウトカム（成果）
<アウトプット（結果）等を通じて生じる

 プラスの変化を示すこと>
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【地域アクションプランの取り組み状況と成果】

＜仁淀川地域＞

１８．うるめのブランド化

　　《土佐市》

◆「宇佐のうるめ」を原料とした新たな加工品の開発や鮮魚
の販路の開拓により、需要の拡大を図ると共に、地域限定
の名物食として提供できる体制づくりにより、観光分野への
経済効果の波及を目指す。

◆生鮮販売の拡大
◆加工品の開発
◆地域観光の資源としてのブラッシュアップ
◆年間を通じた需用供給体制の構築

◆県補助金（産業振興推進総合支援事業費補助金）の交付決定（３,000千
円）
◆市補助金の交付決定（１，５００千円）
◆事務局員1名の人的整備
◆食品展示会への参加１回
◆著名料理人、販売関係アドバイザーとの協議

１７．シキミ・サカキの販売拡大

　　《仁淀川町》

◆シキミ・サカキの生産量の増加等に対応した集出荷施設
の整備や、品質向上のための取組などにより、販売を拡大
し、生産者の所得の向上を図る。

（１）生産者情報が不十分
（２）生産者の高齢化・後継者対策

・指針（案）に関して関係者と打ち合わせ（3回）
・シキミの栽培技術指針の作成及び配布（生産者80名）
・アンケート調査及び今後のスケジュール等についての打ち合わせ会の開催
（3回）
・生産部会役員会の開催（1回）
･仁淀川シキミ･サカキ販売促進担当者会の開催（1回）
・生産者台帳の整備、アンケート調査の回収（48名：3月末現在）

１６．県産材の地域における需要拡大

　　《仁淀川地域全域》

◆県産材の利用推進と需要拡大のＰＲ等を行うことにより、
木材・木製品の地産地消を推進する。

公共建築の木造・木質化、公共土木工事における
木材使用の２つを大きな柱としているが、それに関
し以下の課題が大きい。
・公共土木工事の減
・市町村財政の困窮

・市町村における木材使用調査（管内６市町村）
・管内における公共建築物への木材使用啓発（管内６市町村への訪問：12
回）
・県産材地域推進会議の開催（1回）

１５．（株）ソニアを核とする仁淀川流域におけ
る木材産業の振興

　　《仁淀川地域全域》

◆仁淀川流域における間伐の推進と素材の増産等に対応
するため、（株）ソニアを核とする流域の製材工場等の経営
体質の強化など、加工・流通の安定化に向けた取組を進
め、木材産業の振興を図る。

■ソニア自体の経営状況が悪化し存続が混迷状態
であり、運営する市町村の動向を見極める必要が
ある
■住宅着工戸数が１００万戸から７０万戸台（予測）
まで激減し、木材業界全体がかなり冷え込んだ状
況にあり、仁淀川流域における業界の新たな取り組
みまでに至らない

■管内企業（素材生産１５社、木材加工１６社）の実態調査を実施

１４．間伐の推進

　　《仁淀川地域全域》

◆「森の工場」を核にして、林業事業体や担い手の育成など
に取り組み、間伐の推進と素材の増産を図る。

・木材価格の低迷により、補助金無しでは間伐が進
まない状況にある。

・森の工場樹立希望事業体への説明会(２回）
・事業体個別指導（延３９回）
　

１３．食育の推進を通じた地元産品の販売促
進

　　《佐川町》

◆子供たちへの食育を通じて地元食品に対する地域住民の
認識を深めることで、販売の促進や新たな商品づくりにつな
げる。

◆佐川町の主要作物であるお茶や、郷土料理など
地域性について食育活動が弱い
・食育を実施できる既存の地域組織の協力による体
制の構築　講師の育成と教材づくり
・受けいれる学校の掘り起こし
・地域でのこの食育jの普及

◆掘り起こした小学校　２校
◆食育の実施できる組織の育成　２組織
◆波及させるための地域のコミュニケーションの場づくり　地域の祭り　２
◆食文化の食育に取り組みを希望している組織育成　　1組織
◆生活改善グループ連絡協議会の食育活動実現のための体制づくり：教材
（資料）づくり　　　1種類

項目名及び事業概要 主な課題
インプット（投入）

<講じた手立てが数量的に見える形で示すこと>
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・シキミ･サカキの出荷量：２６ｔ

◆19店舗（県外３店舗・県内16店舗）へ生鮮うるめを定期発送（10月現在）
◆土佐市給食センターへすりみの納入
◆展示会や専門家との協議を通じた人脈の形成
◆県立高知海洋高校と地元の連携

◆鮮魚がほぼ通年流通できるようになった。
◆県外の料理店で「宇佐釣りうるめ」として紹介されている。
◆新たな(想定していなかった）販路開拓の可能性が生じた。

◆協議会から企業体へのステップアップ
◆年間を通じた鮮魚や加工品の出荷増による
漁獲量の増加
◆新たな雇用の創出

・シキミ栽培技術指針の作成（進捗率100％）
・アンケート調査の実施（進捗率100％）
・生産者台帳の整備（進捗率100％）
・目慣らし会の開催（進捗率50％）
・アンケート調査の分析･集計（進捗率100％）
・現地視察（進捗率100％）

・栽培指針の完成、目慣らし会の開催、現地視察　→　生産者の栽
培技術の向上
・生産者台帳の整備　→　生産実態の把握

※平成２０年度実績
　　中央西林業事務所管内における木材利用量
　　・市町村工事　　　・・・225.18m3
　　・林業事務所工事・・・472.08m3
  　・他の県出先事務所工事・・・859.78m3
※管内における公共建築物への木材利用の状況調査
　・仁淀病院新築工事
　　施設の一部内装に木材を使用する計画。材種は、スギ（地場産間伐材）
１等。（腰壁、壁　スギ化粧板使用予定　108.8m2)
　・佐川町立佐川中学校
　　校舎、体育館、武道場等の内装に、多くの地域材を使用（使用量　１４３
m3）。
※県産材地域推進会議（10月23日：伊野合同庁舎1階、第１会議室）
　委員等17名参加。公共事業における県産材使用の定着を確認。地域での
活用推進について県の補助事業をＰＲ。

※公共事業における県産材使用が定着してきた。
※市町村における公共建築物の木質化が活性化された。
　・越知町、バス停跡の「まちの駅」（バス待ち合い室をかねた直販
施設：「越知町観光物産館おち駅」）の木造化（H21.10.28着工、
H22.2.26完成）
　・土佐市立こばと保育園の木造化（1階平屋建2棟、家屋の着工４
月頃、平成２３年１月ごろ完成予定）
※県補助事業を活用した県産材使用住宅の増加。仁淀川町が県
の助成事業に賛同。
　・「新・木の住いづくり助成事業」が好評で、県の予算分（150戸）全
てに応募があった。
　・仁淀川町が「木の住いづくり助成事業」に対応する独自の継ぎ足
し補助を実施
　　Ｈ２１予算3戸分 実績なし、Ｈ２２予算3戸分 1件予定。補助事業
説明会を行い、現在、H22に１件の要望がある。H22に予算を超え
る要望があった場合、補正により対応可能。
※「県産材利用推進に向けた行動計画」の延長の検討
　5年計画の最終年度(H21)にあたり、次年度以降、継続して「行動
計画」に取り組むことを確認。

※公共建設施設等の木造化に係る目標
・「高知県公共建築物木造化基準」に準じた補
助施設の木造化（基準内）・・・１００％
・補助施設の内装木質化（基準外）・・・１００％

※市町村発注工事
・木材利用工法の使用率・・・１００％
・木製型枠の使用率・・・１００％
・工事用資材の木製品の使用率・・・１００％

■調査結果（主な意見）
素材・・・・・材価が安い。木材を徹底的に使うことが必要。川下の強化が必
要。流域に原木市場や土場がなく、流通面で遅れている。
加工・・・・・景況は厳しく、製品価格は安い。川下の強化をしてほしい。

・既設５工場に加えて、新規４工場を樹立した。（計画１→４工場） 〇新規４工場樹立によって、Ｈ２１～２３年の間伐面積１３７．２８ｈ
ａ、間伐材積１３，９５９ｍ３（３カ年累計）の増となる。
・大西地区：間伐面積３５．００ｈａ、素材生産３，５００ｍ3
・太田地区：間伐面積１１．４７ｈａ、素材生産１，３７８ｍ3
・安居土居地区：間伐面積２６．９７ｈａ、素材生産２，６９７ｍ3
･成川地区：間伐面積６３．８４ｈａ、素材生産６，３８４ｍ３

・管内素材生産量７．１万ｍ3

◆お茶の食育授業を受けた児童数　７８名
◆お茶の入れ方学習受講者　３５０名
◆食文化の伝承活動に意欲のある組織　　　１組織
◆食文化の食育のための教材づくり　１種類　４００部

◆佐川茶の加工品が好評で来年度も製品茶の販売が決定
◆お茶の食育を来年度も継続希望が出てきた
◆佐川の食文化伝承の足がかりができ、消えかけている昔の良き
農村の味を普及できる体制ができた。

アウトプット（結果）
<インプット（投入）により、具体的に現れた形を示すこと>

アウトカム（成果）
<アウトプット（結果）等を通じて生じる

 プラスの変化を示すこと>
目標（H２３）

52



【地域アクションプランの取り組み状況と成果】

＜仁淀川地域＞

２３．水熱を利用した事業の展開による新産業
の創出

　　《佐川町》

◆佐川町において、廃棄資源等を有効活用するための研究
や大阪大学大学院との共同調査等を通じて、新製品の開発
を行い、新たな地場産業の創出につなげる。

◆商品化に向けての取り組みに必要な事項
・焼却灰・炭素化生成物の成分分析に関する県工
業技術センターとの連携

・研究費、研究施設の提供（佐川町負担）

２４．ＪＲバス越知駅跡地を活用した中心市街
地の活性化

　　《越知町》

◆ＪＲバス越知駅跡地の整備等による多面的な活用によっ
て、越知町の中心市街地の活性化を図り、外貨の獲得につ
なげる。

★平成22年4月オープンに向け、施設整備（町）。
★ＪＲ越知駅跡地活用実行委員会による施設の運
営管理体制、直販体制、オープニングイベント等の
検討

施設整備及び工事着手にかかる関する事業、補助金の申請等の各種手続
きの実施。
ＪＲ越知駅跡地活用実行委員会の設置及び同委員会開催による運営体制、
直販体制等の検討。

２２．売れる商品づくりによる地産外商の推進

　　《佐川町》

◆佐川町において、地元酒造会社の商品の販売の促進や、
一次産品を使った特徴のある商品づくりにより、地産外商を
推進し、外貨の獲得を目指す。

◆売れる商品づくりでの課題
・地元産品（一次産品）を新たな商品とする、１．５次
化する加工方法、品目の模索
◆地産外商での課題
・販路、販促活動への取り組みの検討

【企画本舗さかわ屋】
　◆高知県産業振興アドバイザー制度の導入（３回）
【地元企業（吉本乳業、仁淀川流域夢甘栗生産組合）】
　◆高知県加工食品パッケージ・デザイン支援事業導入
　　　・吉本乳業（補助金：400千円）
　　　・仁淀川流域夢甘栗生産組合（補助金：350千円）

２１．㈱フードプランの地域商社化への取組み

　　《仁淀川町》

◆仁淀川町における、地域の商社として㈱フードプランを位
置付け、一次産品を活用した商品づくりを進め、雇用の確保
や農家所得の向上につなげる。

　㈱フードプランの主要商品であるカット野菜等の販
売において、取引先も増え取引量の拡大を目指して
いるが、加工施設の処理能力に限界があるため、
ビジネスチャンスを逃している。流通チャネル・ビジ
ネスチャンスを活かした流通の拡大を実現するため
に町が整備した食品加工場の施設改修等の対策が
必要となっている。

◆給水施設の整備を行う「仁淀川町カット野菜等加工販売拡大事業」の実施
（高知県産業振興推進総合支援事業）
◆「全自動野菜洗浄脱水機購入事業」の実施（仁淀川町産業活性化支援交
付金）
◆「仁淀川町地域商品開発等推進事業」の実施（高知県ふるさと再生特別基
金事業）
◆「仁淀川緑茶と茶菓子のセット開発事業」の実施（農商工連携事業化支援
事業、仁淀川町産業活性化支援交付金）

20．高岡日曜市の活性化などによる地域商業
の振興

　　《土佐市》

◆土佐市の「高岡日曜市」の臨時拡大版を開催し、高岡商
店街で楽しめるスペースをつくることによって来街者の増加
を図り、地域の商業の振興につなげる。

◆日曜市組合、県警、地元商業者等との協議
◆実施場所、実施内容、実施方法の検討
◆実施結果の振り返りと今後の実施方法の検討

◆関係機関との協議（高岡商店街活性化協議会　５回）
◆県補助金（こうち商業振興支援事業費補助金）の交付決定（1,000千円）
◆市補助金、土佐市商工会補助金の交付決定（１，３２５千円）

項目名及び事業概要 主な課題
インプット（投入）

<講じた手立てが数量的に見える形で示すこと>

１９．「土佐和紙」の販売促進

　　　《いの町》

地域の伝統産業である「土佐和紙」は、売上げが低迷し、生
産が減少していることから、手すき和紙の県内外での消費
拡大を図り、原料や担い手の確保につなげる。

●土佐和紙の需要拡大
　・トリエンナーレ展を通じた土佐和紙の販路
　　拡大
　・地産地消（手すき和紙での卒業証書づくり等）
　・土佐和紙の技術伝承

●原料である土佐楮の確保
　・いの町内における土佐楮生産実態が不明

●トリエンナーレ展実行委員会設立準備会開催（４月～）

●「土佐の山・紙資源の会」へ産業振興アドバイザー派遣
　（竹村 直也　氏）
●ニーズはあるが漉き手がいなくなった和紙の技術研修を開始
　「緊急雇用創出基金事業」活用（１名）

●楮実態調査実施中（H21.12～）
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・焼却灰の固化への技術開発
・水熱を利用した竹の炭素化技術の開発

・焼却灰の固化、竹の炭素化生成物の商品化を目指す。

◆整備後の施設での販売額
　　　6,000万円

施設整備関連（町）
・6月初め：設計管理の入札及び委託契約
・7月～8月：産振総合補助事業の打ち合わせ及び、審査会
・10月22日：本体工事の入札、10月28日：町議会の可決、落札業者による本
体工事着手
ＪＲ越知駅跡地活用実行委員会開催
・4月24日（越知町役場）計画策定経過の打合せとチームメンバーの選定
・5月18日の第1回を皮切りに3月5日までの間に12回の同委員会を開催。
　観光協会が主体となり、物販はＪＡ産市（観光協会が販売を受託）が中心
となり、関係団体が協力して運営を行う体制となった。実際の運営にかかわ
る観光協会等を含むメンバーにより、今後の運営方法やオープニングイベン
ト等に関する前向きな議論も行われている（3月末時点の進捗率100％予
定）。

★情報発信の拠点となる施設が整備され、運営の核となる観光協
会や物販の中心となる産市等のスムーズな調整や連携の体制がで
きることで、地元産品の販売や観光交流人口の拡大が図られる。

（株）フードプランの販売額2.6億円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（H22.10～23.9）

【企画本舗さかわ屋】
　◆高知県産業振興アドバイザー指導助言（３回）
【地元企業（吉本乳業、仁淀川流域夢甘栗生産組合）】
　◆高知県加工食品パッケージ・デザイン支援事業
　　　・吉本乳業
　　　　　リニューアルパッケージデザインの作成（進捗率：100％）
　　　・仁淀川流域夢甘栗生産組合
　　　　　「もっ栗焼ポン」のリニューアルデザインの作成（進捗率：100％）

　◆売れる商品づくりの開発の方向性として、佐川産の牛乳と地
　　元の一次産品との加工品開発に取り組むことを確認
　◆販促、商品開発や加工品開発にあたって、農商工が連携し
    た組織を構築するといった方向性を確認

■仁淀川町カット野菜等加工販売拡大事業＜県対象事業の進捗率100％
＞
■全自動野菜洗浄脱水機購入事業＜進捗率100％＞
■仁淀川町地域商品開発等推進事業・仁淀川緑茶と茶菓子のセット開発
　　事業＜進捗率100％＞
　　　商品開発担当者の雇用（１名）、緑茶を使った試作品の作成

■食品加工場の機能拡充によるカット野菜等の加工販売の拡大
■地域資源を活用した新商品の開発及び新規流通チャネルの
　　開発による、地域産業の活性化・雇用の創出（Ｈ21年度３名）

目標（H２３）

◆「あったか高岡日曜市」の開催（１０月、１１月で４回開催）
・参加人数 約８，０００人
・出店数（83店:協議会出店分を除く）

◆商店街への集客の可能性
◆イベント的開催から常設のしくみづくりへの気運醸成

・地域参加型を強めた内容での継続開催
・商店街についての協議の場づくりやアドバイ
ザー制度を導入などにより、今後の地域商業
活性化について事業展開を図る。

アウトプット（結果）
<インプット（投入）により、具体的に現れた形を示すこと>

アウトカム（成果）
<アウトプット（結果）等を通じて生じる

 プラスの変化を示すこと>
●トリエンナーレ展　H23　4月～5月ごろ開催予定
●「使える和紙展」開催（紙の博物館　10/31～11/20）
●土佐和紙の技術伝承（美術修復紙 等）
　　土佐和紙職人1名に対して、ちぎり絵や壁紙、障子などの分野で
　デザイン性の高い商品を製作するため、加工手法（染色法）の向上
　を図る。
      １） 紙をコーティングすることにより滲みを防ぐ
　　　　　染色方法を用いた、デザイン性の高い和紙
　　　２） 草木染め（ざくろ、やまもも、くちなしなど）
　　　　　　試作作製・５０種以上作成

土佐和紙の販売額　　1.6億円
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【地域アクションプランの取り組み状況と成果】

＜仁淀川地域＞

３１．仁淀川流域を中心としたジオパークへの
取組による交流人口の拡大

　　《佐川町、越知町、仁淀川町、日高村、津野町、梼原町》

◆横倉山から佐川町にかけての貴重な地域資源（地質）を
活かし、仁淀川流域を中心に、天狗高原（四国カルスト）も
組み合わせて、「世界ジオパーク」の認証に向けた取組を進
め、交流人口の拡大につなげる。

◆世界ジオパークの認証むけた課題
・運営組織や財政計画の整備
・地域資源の認識と掘り起こし
・地域の経済発展につながる資源の活用

◆仁淀川・四国カルストジオパーク推進協議会　各市町村説明会（５回）

３０．「山荘しらさ」と「町道瓶ヶ森線」を活用し
た交流人口の拡大

　　《いの町》

◆「山荘しらさ」と「町道瓶ヶ森線」の地理的な条件を活か
し、アスリート等を対象にした高地トレーニングや、高地を活
用した健康増進メニューの開発を行い、他の観光資源とも
組み合わせることにより、体験型観光を推進する。

◆ターゲットの決定
◆実施主体の決定（高地トレーニング・高地ウォー
キング）
・ツアー商品を売り出す主体として、宿泊施設・いの
町観光協会・新たな実行委員会等
◆宿泊施設への地域食材提供の仕組みづくり、直
売所や温泉への誘客
◆フィールドへの移動方法

◆伊野中が高地トレーニングを実施するにあたって、計測項目や注意点をス
ポーツドクターから指導を受け測定基準を策定。（１回）
◆実施にあたって、伊野中学陸上部監督と打ち合わせ。１回
◆伊野中学が8月下旬に2泊3日の日程で、高地トレーニングを実施。（1回）
伊野中が計画とおり高地トレーニングを実施。

２９．「グリーンパークほどの」の多面的な活用

　　《いの町》

◆「グリーンパークほどの」を環境学習施設として整備し、
小･中学校の環境教育の体験学習の場や、企業等の研修
の場としての利用を促進することにより、体験型観光の推進
を目指す。

◆環境学習プログラム作成の可能性
◆地域住民の協力
　　（プログラムの実践へ向けて）
◆教育現場との調整
◆環境先進企業の参画
◆継続可能な運営・財政計画

◆事業計画作成委託業務〔可能性調査〕契約締結
　　　【委託料 2,630,250円】
◆環境学習プログラム作成の可能性調査の結果とりまとめ
　　　【進捗率　100%】
◆地域住民の調整　　【進捗率　25%】
◆教育現場との調整　【進捗率　0%】
◆環境先進企業の参画調整　【進捗率　0%】

２７．体験型観光メニューづくり
（２８．「仁淀川」での遊覧船（屋形船）の運航）

　　《いの町》
　
◆いの町において、地理的条件を活かした体験メニューづく
りや自然を満喫できるメニューづくりなどに取り組み、体験型
観光を推進する。
（全国的な知名度が低い「仁淀川」を総合的に売り出すた
め、近畿・関東地方の旅行業関係者の関心が高い、遊覧船
（屋形船）の運航に向けた取組を進める。）

●体験型観光実行主体の確立

●体験型観光メニューの整理
　　（誘客の可能性）

●高知県観光産業振興事業採択（882,000円）
　・まちなみガイド等体験型観光メニューの整理、誘客へむけた検討
　・遊覧舟の試行および誘客可能性検討
●観光ガイド研修講師報酬負担事業《９月》
　 観光資源強化事業《１月～》
　・まちなみガイドのレベルアップを図る
●商工観光連絡会開催（毎月１回）
　　「体験型観光メニュー整理票」作成
●藤沢アドバイザーによる体験型観光研修会の実施（11/18）

２６．体験型観光・食観光の推進

　　《土佐市》

◆土佐市において、地域資源を活用し、体験型観光と食観
光を組み合わせることによって滞在時間の延長を図り、宿泊
を伴う滞在型観光につなげる。

◆体験型観光及び食観光の推進 ◆仁淀川広域ふるさと市町村圏事業「広域観光推進」に向けた打ち合わせ
◆市内旅館業者との体験観光協議
◆ジョン万次郎スタディ＆フードカタログ作成事業に対し、地域づくり支援事
業費補助金交付決定（971千円）
◆厚生労働省新パッケージ事業に係る土佐市地域戦略チーム会議3回開催

２５．企業進出による雇用の増と地元企業の
活性化

　　《日高村》

◆既存企業の訪問（アフターケア）の充実や遊休施設等の
活用などによる企業誘致の取組を進め、地域の産業の振興
につなげる。

・村内企業等の課題の把握
・魅力ある企業の誘致や村内企業の活性化

・役場内にプロジェクトチームを立ち上げ（プロジェクト会議５回）
・役場内ワーキンググループによる企業訪問（４回、20社）
・補助事業による村内企業への支援

項目名及び事業概要 主な課題
インプット（投入）

<講じた手立てが数量的に見える形で示すこと>
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◆公共関連宿泊施設での宿泊者数｛再掲』
(H19 52,156人｝
　
・目標値　60,000人

◆仁淀川・四国カルストジオパーク推進協議会　各市町村説明会（５回） ・各町村における時ジオパークの意識、認識が高まった。 ◆日本ジオパークの認証を目指す。

◆計測基準とおり計測ができ、高地と低地の比較ができ、今後のトレーニン
グプラン作りに活かせる結果となった。
◆高地トレーニング後に開催された、吾川郡下の駅伝大会で、一定効果が
確認できた。

公共関連施設等での宿泊者数 60,000人

◆環境学習プログラムの充実
◆大学等の研究グループとの連携強化
◆環境先進企業との連携による施設投資計画

公共関連施設等での宿泊者数（60,000人）

●いの町まちなみガイド実施検討会設立
　（来年4月より毎月第1日曜日の実施を目指す）

●「体験型観光メニュ整理表」をもとに一覧表としてとりまとめ完了
　・ いの町内で既に実践されているメニュー
　・ 担い手はいるが、観光客受け入れが難しい
　　  レベルのメニュー

●観光協会を通じて紹介する体験型観光メニュー増
　（２割程度）

●宿泊者数の増加
　　H21.2　1,777　人　→　H22.2　2,034　人
　　　（かんぽの宿・土佐和紙工芸村）

●観光入込客の増
　・むささび温泉　H21.2　3,144　人　→　H22.2　3,544　人
　・ﾊﾞｰﾑｸｰﾍﾝ体験（ｸﾞﾘｰﾝﾊﾟｰｸほどの；H21.11開始）
　　　利用者　約70～100名/月（冬季を除く）
　・県外からの入込客増加へつながっている
　　　「いの町かみのひなまつり」イベントなど

・澁谷食品㈱の食品加工新規部門の販売額
　　3.5億円（H23.7）

◆宇佐土曜市を活用した体験観光(たたきづくり体験と田舎寿司）の試行が
好評。
◆ジョン万次郎と観光を結びつける新たな視点でのパンフレットの完成
◆観光を柱の一つとした雇用と連動した事業計画を策定
◆来年度パッケージ事業に向けた体制整備

◆個々の事例での恒常的な受け入れの可能性が出てきた。
◆ジョン万次郎と土佐市を紹介するの新たなパンフレットの作成に
より、龍馬伝や日米草の根交流サミット関係の観光客にアピールで
きる素材が増える。

◆体験観光の受け手側体制整備
◆事例を増やし、仁淀川流域で一日遊べる提
案づくり

・村内企業への支援実施（澁谷食品㈱）
　　設備投資への産業振興補助事業による支援

・澁谷食品㈱への支援による地域雇用創出等による地  域の活性
化、雇用の創出（４名の新規雇用見込み）

アウトプット（結果）
<インプット（投入）により、具体的に現れた形を示すこと>

アウトカム（成果）
<アウトプット（結果）等を通じて生じる

 プラスの変化を示すこと>
目標（H２３）

56



【地域アクションプランの取り組み状況と成果】

＜仁淀川地域＞

３５．国宝と体験型観光による人口の増と地域
の活性化

　　《日高村》

日高村において、小村神社の国宝（大刀）の有効活用や、恵
まれた自然環境を活かした体験型観光により、地域での交
流人口を拡大し、地域の活性化につなげる。

・交流人口拡大のための条件整備 ・産業振興アドバイザーの派遣（３回）
・地域住民の検討委員会の開催（３回、参加者：延４７名）

３４．地域資源を活用した交流・体験型観光の
体制及びメニューづくり

　　《越知町》

◆越知町において、交流・体験型観光を推進するための体
制の整備と、地域の様々な素材を組み合わせたメニューづく
りに取り組み、観光による外貨の獲得につなげる。

◆交流・体験型観光を推進するための体制の整備
◆地域の様々な素材（地域観光資源）を組み合わ
せたメニューづくり

◆観光推進ワーキングの設置及び開催
◆交流・体験受入れ体制強化のための国土交通省モデル事業導入（Ｈ２０年
度　２５０万円、Ｈ２１年度　２５０万円）

３３．歴史的風致維持向上計画の推進

　　《佐川町》

◆「文教のまち」佐川町において、シンボル的建造物である
民具館や歴史的建造物、観光施設を整備することにより、
一体的な歴史的風致を形成し、観光資源としての充実を図
る。

【歴史的風致維持向上計画】
・移転予定用地の取得
・移転後の施設活用への取組体制の整備
【佐川町歴史的風致地区への集約プラン策定】
・新規整備・移築対する財政計画
・計画予定地の取得
・施設活用のための組織・団体づくり

【歴史的風致維持向上計画】（国補助）
・佐川文庫庫舎（旧青山文庫）移築・復元業務（25,506千円）
・佐川文庫庫舎（旧青山文庫）トイレ等新設工事（24,675千円）
・小公園整備設計委託（787千円）
・小公園整備工事（6,500千円）
・佐川文庫庫舎（旧青山文庫）活用事業（1,000千円）
【佐川町歴史的風致地区への集約プラン策定】（町単独）
・佐川町歴史的風致地区への集約プラン策定業務委託(4,980千円）

３２．観光情報のコーディネイトと情報発信拠
点の設置

　　《仁淀川町》
　
◆仁淀川町において、情報発信基地の整備や観光情報ネッ
トワークの構築などによって、観光情報の充実を図り、滞在
型観光の振興につなげる。

①情報発信力が弱い、ｾﾝﾀｰ機能がない。
②ｸﾞﾘｰﾝﾂｰﾘｽﾞﾑなどが収益に繋がらない。
③夏季以外の季節の宿泊者数が少ない。
④日帰りの観光が多い。
⑤団体間の連携に難、ガイド不足。
⑥集客数が多いイベントでも地場産品の販売には
あまり繋がっていない。
⑦都市部から遠隔地、交通の便が悪い。

・各団体のＨＰ制作、ネットワーク化、情報発信力の強化
・各団体の観光ガイドの育成及び塾度の向上
・観光地及び観光施設の改修やリニューアル
・町内観光情報の整理と新たなニーズ調査
・観光ツアーの商品化に向けた検討と同モデルツアーの実施・検証
・観光情報コーディネートの育成
・観光情報発信基地の設置

項目名及び事業概要 主な課題
インプット（投入）

<講じた手立てが数量的に見える形で示すこと>
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公共関連宿泊施設での宿泊者数
　60,000人（H19：52,156人）
・観光ルートの具体的な運用

・専門家の目から見た日高酒蔵会などへの具体的なアドバイス
・住民同士の意見交換や今後の取り組みの提案

・地域の観光資源を活用した観光ルートづくりを目指す

公共関連宿泊施設での宿泊者数：60,000人を
目指す

◆交流・体験型メニューの素材となる地域観光資源洗い出し（当初分作業
完了）
◆体験型観光メニュー整理表(当初分作業完了)
◆おち駅運営体制の検討・立ち上げ（進捗率 ７０％）
◆受入れ体制の強化
　・虹色の里横畠　活動環境整備（進捗率 ７０％）
　・横畠小学校活用検討・整備（進捗率 ３０％）
　　Ｈ２２：基本設計・実施設計、Ｈ２３:施設改修整備予定
◆ＪＲ越知駅施設オープン（Ｈ２２年４月予定）

★H22年3月には現在の実行委員会を「おち駅運営協議会（仮称）」
とし、施設での情報発信や物販などの運営、越知町全体の観光等
も視野に入れた企画・協議を行う場とし、目標である施設整備後の
販売額の達成と観光交流人口の拡大につなげる。
※平成２１年度は地域ＡＰのメニューとして、No.24の越知駅整備の
ハード事業とNo.34の交流・体験型観光のソフト事業を分けていた
が、事業内容が密接であり越知駅施設を拠点として越知町全体の
観光振興を進める観点から、平成２２年度よりメニューを統合する
予定。

◆公共関連宿泊施設での宿泊者数
　　　60,000人　（H19　52,156人）

【歴史的風致維持向上計画】（国補助）
・佐川文庫庫舎（旧青山文庫）移築・復元業務（進捗率：100％）
・佐川文庫庫舎（旧青山文庫）トイレ等新設工事（進捗率：100％）
・小公園整備設計委託（進捗率：100％）
・小公園整備工事（進捗率：100％）
・佐川文庫庫舎（旧青山文庫）活用事業（進捗率：100％）
【佐川町歴史的風致地区への集約プラン策定】（町単独）
・佐川町歴史的風致地区への集約プラン策定業務委託(進捗率：100％）

・観光、交流人口の拡大
・歴史的建造物移築による観光資源の数：１施設増
・集約プランによる活用観光資源施設の数：３施設増
・観光情報発信整備：ホームページの拡充、更新
　　　　　　　　　　　　　歴史的風致地区観光パンフレット更新
　　　　　　　　　　　　　佐川町観光パンレットの更新

目標（H２３）

・各団体のＨＰ作成（４件）の実施
・観光ガイドの育成（２団体歴史観光、ｸﾞﾘﾝﾂｰﾘｽﾞﾑ）の実施
・宿泊施設「ゆの森」のリニューアル（2009.10.3)
・町内観光情報の収集

・ＨＰの推進により、情報発信力が高まり、宿泊につながっている。
・ガイド力は一定高まったが、継続と広がり、深まりが必要で、かつ
ガイド力向上へ向けた補助アイテムが必須。
・各団体の1年を通じた体験型観光メニューを洗い出したが不十
分。新たな発見と価値創造をしていくことで、仁淀川町でしか味わえ
ない観光を検討し整理する。

公共関連宿泊施設での宿泊者数：60,000人
・主体を検討し、観光情報発信基地となる拠点
とコーディネーターづくりを行い、観光ツアーの
年間の内容の確立へ向けた商品づくりを行う。

アウトプット（結果）
<インプット（投入）により、具体的に現れた形を示すこと>

アウトカム（成果）
<アウトプット（結果）等を通じて生じる

 プラスの変化を示すこと>
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【地域アクションプランの取り組み状況と成果】

＜高幡地域＞

６．基幹品目及び推進品目等の維持・発展に
よる地域農業の活性化

　 《四万十町》

農業の基幹品目及び推進品目等の維持発展のために、農
業者と関係機関が一体となって、収量・品質の向上、経営
改善、環境保全型農業の推進などに取り組む。

◆関係機関や生産組織等での取り組みの共有
◆生産組織等の活動計画の推進と支援
◆取り組み内容が広範囲であるので関係機関の
連携強化が必要

◆高南地域営農協議会（全体会、幹事会、３専門部会）の開催
◆大正・十和地域営農協議会の開催（全体会、３専門部会）の開催
◆ＪＡ四万十・ＪＡ高知はたの生産部会の活動支援
◆学びと教えの研究会の開催（ミョウガ・ピーマン・ニラなど５品目）：８６回（2
月末）
◆集落営農組織の育成
　こうち型集落営農の育成：座談会等の開催（影野・床鍋）、法人化の検討
（影野）
　集落営農組織の運営強化：運営の見直し等による運営改善を検討（15組
織）
◆ＪＡ四万十経営支援会議の開催（11回）

２．施設園芸の加温での木質バイオマスの利
活用推進

 《須崎市・中土佐町・津野町・梼原町・四万十町》

　重油の高騰に対応したハウス園芸の低コスト化と環境負
荷低減型の循環型社会づくりのため、従来型の重油燃料
に替わる木質ペレットや丸太端材を燃料とした加温システ
ムを普及させる。

１　◆須崎市管内における薪ボイラーの実証
      （Ａ重油に対する優位性）
　　◆木質ペレットボイラーの導入検討とその
       普及

２　◆四万十町管内における木質ペレットボイ
       ラーの導入普及とＡ重油ボイラーに対す
        る優位性の検証
　

１　◆須崎管内ミョウガ農家１戸に対して、平成２０年に交付金事業を
      活用し、薪ボイラーを１基（３５ａ）導入。煤煙、木材使用量、温度
      調査を実施。
　　◆ニューデール事業を活用したペレットボイラー導入に対し、須崎
       市、ＪＡに説明会を実施した。（９月、１０月）
　　◆ペレットボイラーに関心のある農業者に対し、事業の内容、機種
      能力等を説明し、事業導入のＰＲを行った。
２　◆四万十町興津管内の農業者に事業内容の説明会を実施。
　　◆事業導入に対して、２２基の導入の要望が上がった。
３　◆木材産業課から情報を収集した結果、梼原町において、２２年度
　　　以降ペレットボイラーを５基導入予定である。

４．大野見米のブランド化

   《中土佐町》

　四万十川の豊かな自然条件を活用して生産される大野
見米のブランド化をキーワードとして、まとまりのある生産
販売体制を構築し、消費者に選ばれる特別栽培米の産地
化を推進する。

◆生産、販売戦略の構築
◆組織づくり
◆ブランド米づくり
◆販売流通システムづくり

◆特別栽培米暦（案）の作成・検証
◆生産、販売体制の整備
◆ブランド化実行委員会（役場、農協、農業振興センターで構成）を設置し、
活動目標の明確化と役割分担を図った。
◆食味テストの実施
◆特別栽培米講習会の実施

５．こうち型集落営農の推進

　 《津野町》

　集落内での合意形成により、園芸品目等を導入して所得
確保を目指す「こうち型集落営農」の仕組みを構築する。

◆こうち型集落営農組織が設立できていない。
◆協業組織の運営にあたって、経営・栽培管理技
術の習得が不十分である。
◆生産基盤の整備ができていない。
◆収益の上がる、協業の組織形態にあった品目の
選定。
◆担い手の確保・育成。
◆リーダー育成。

◆組織立ち上げに向けた、組織体制案、計画案等の作成支援。立ち上げ
にあたっての問題点を整理し、課題解決策を提案、調整し、合意形成を支
援。
◆組織設立後、営農計画・収支計画の策定を支援した。
◆中山間地域集落営農等支援事業の21年度事業申請（ハウス11a）、22年
度事業導入に向けた準備を支援。
◆組織運営についての情報提供、助言。経営・栽培管理技術の指導助言。
◆品目選定、運営体制整備に向け、実績の集計及び検証作業を支援。
◆協業の柱として計画されている米ナス技術指導開始。

１． 園芸品目等の地域基幹品目の振興

   《須崎市・中土佐町・津野町(旧葉山村）》

　農産物価格低迷、重油価格等の資材高騰、高齢化や担
い手不足、消費者の安全・安心の要望に対応し、農業所得
を向上させるため、収量・品質向上対策により販売額を高
める。また、生産コスト低減対策により費用を削減し、環境
保全型農業の推進と流通・販売上の対策により有利販売
に結びつける。

◆収量・品質向上対策
◆生産コスト低減対策
◆環境保全型農業の推進
◆流通・販売上の対策

◆主要品目（平成22園芸年度）
　・現地検討会43回、推進会議11回開催
　・主要3品目（ミョウガ、キュウリ、シシトウ）の技術向上のための実証圃を
設置
　・所得向上モデル農家（9戸）の面談・データ収集
◆生産コスト低減対策（平成22園芸年度）
　・内張りカーテンや循環扇の導入を推進
◆ＩＰＭ技術導入
　・シシトウ、サヤインゲン等の実証圃を5か所設置
　・ミョウガの排液処理の検討を進める
◆安心・安全点検シート等
　・安全安心シートの各品目の収集・分析と中間検討会での報告
　・講習会で紹介したミョウガ花らいの腐敗対策の効果を聞き取り検証。

項目名及び事業概要 主な課題
インプット（投入）

<講じた手立てが数量的に見える形で示すこと>

３．まとまりのある産地づくりと農家の所得向
上

　《梼原町・津野町》

　消費者からの要望に応える安全・安心、高品質生産と、
重油や資材高騰等に対応できる経営内容の改善を進める
ことによって、農家の所得を確保し、産地の安定的な発展
を図る。

◆関係機関の役割分担の明確化
◆定期的な進行管理の実施
◆技術の定着
◆経営目標の設定への誘導

◆現地検討会9回、巡回指導61回、実証圃調査等19回、研究会1回、先進
地調査1回
◆地域版「点検シート（その２）」作成と点検活動実施
◆個別面談指導27回、経営サポート会7回
　・複合経営モデル作成
　・農家経営目標設置への誘導15戸
 ・ 研究会4回、巡回指導62回、実証圃調査25回、研修会14回、出荷体制打
合せ11回
◆現地検討会5回、篤農家調査15回
◆実証圃調査26回
◆進捗状況管理　18回
◆「営農みらい塾」の体制の再構築について提案
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◆学びと教えの研究会（ミョウガ・ピーマン・ニラ）平成21園芸：参加率
82％、目標収量達成農家率104％
　（ミョウガ・ピーマン・ニラ・アスパラガス・露地ショウガ）平成21年度：参加
率87％（平成22年2月）
◆こうち型集落営農の育成：モデル地区（影野・床鍋）
　農事組合法人の設立：ビレッジ影野
◆園芸農家の経営改善７/16戸

平成２１園芸年度ミョウガ販売額１３億円
集落営農組織の法人化（県内第1号）
：農事組合法人「ビレッジ影野」設立

◆現地検討会9回、巡回指導61回、実証圃調査等19回、研究会1回、先進
地調査1回　（参加者・指導対象者数　延291人）
◆地域版「点検シート（その２）」作成と点検活動実施　（点検活動　30件）
◆個別面談指導27回、経営サポート会7回（参加者数延べ42人）
　・複合経営モデル作成
　・農家経営目標設置への誘導15戸
 ・ 研究会4回、巡回指導62回、実証圃調査25回、研修会14回、出荷体制
打合せ11回（参加者数延べ547人）
◆現地検討会5回、篤農家調査15回（参加者数延べ40人）
◆実証圃調査26回（参加者数延べ78人）

◆津野山版「点検シートその２」による出荷場での安全・安心の取
り組みを開始した。農協出荷場の環境改善、出荷作業員の班体制
など、工夫をこらした。
◆ＪＡとして、複合経営を推進していくことを決定した。
◆新規就農者研修施設「営農みらい塾」の体制見直しを行い、農
協が経営する研修農場として再整備することに決定した。
◆経営改善計画策定農家（Ｈ２０年度0戸→平成２１年度10戸）
◆園芸品目推進方向が明確になった。
◆津野山版ＩＰＭマニュアルが作成された。

主要農産物販売額　　　　６．３億円

１　◆２０年度薪ボイラーによる成績の検討を行った。煤煙の基準はクリ
アーした。燃料の端材は、年間約２５０ｔ使用、重油２．８ＫＬまで削        減
できた。ハウス内温度も順調に確保出来た（夜間２０℃）。２１年度は、継続
して調査を行う。但し、管内での普及は難しい。
　　◆ペレットボイラーの事業内容、機種選定を関係機関で情報共有し取り
組む方向になった。、農家にも、説明し関心を示す農家が３名でてきた。
２　◆四万十町興津では、１８基（９戸）のペレットボイラーが導入された。
　　◆木質燃料も安定供給ができている。

１　◆燃料の端材の確保が困難であるが、重油の削減（１０ａ当た
り約１０ｋｌ削減）につながっている。
　　◆ペレットボイラーについては、今後の農業のあり方として必要
性を感じてもらうことが出来た（３戸）。導入に向けて働きかけを行
う。
２　◆四万十町のペレットボイラーを導入した農家では、ペレットを
１０ａあたり１７ｔ使用することで、重油が約１０ＫＬ削減される見込
み。
　　　（９戸で、重油約１６０ＫＬ削減の見込み）
　　◆平成22年2月時点の重油価格（７７円／ｌ）に対して、木質燃
料が安くメリットは出ている。また、灰についても、一度分析した結
果では有害物質は検出されていない。

◆特別栽培米暦（案）の実証（ヒノヒカリの特別栽培米暦の作成）
◆生産、販売戦略による流通システムの展開
◆組織づくり・・・大野見米研究会（農協出荷者と農協外出荷者等）の設
立。
◆食味テストの実施（20名参加）
◆大野見米生産研究会の設立。

◆小売業者をリスト化し、高知市の小売業者と前向きに商談中
◆特別栽培米の栽培試行者ができ、栽培機運が高まる。
◆特別栽培米の定着・普及への活動が始まった。

主要農産物販売額（Ｈ１９ミョウガ１２億円）
：ミョウガ販売額１３億円

◆こうち型集落営農組織が6/28設立された。
◆営農計画・収支計画が策定され、8/28営農計画が知事認定された。
◆生産基盤の整備に向けたスケジュールができ、（21年度ハウス11a導
入、22年度出荷調整作業場・ハウス導入）が進んでいる。
◆円滑な運営に向け、役員の役割分担等が改善できた。作業日誌、農地
台帳等のツールが揃った。
◆ショウガ3.3t出荷、アジサイ2回出荷、水稲防除作業942a、水稲収穫作業
がそれぞれ実践された。
◆決算書が作成でき、21年度実績、22年度計画ができた。
◆22年度栽培開始予定の米ナスの担い手1名が確保できた。

◆22年度に向け、品目等別の責任者が決まるなど、対象者の取り
組み意欲が高まった。
◆組織として、ショウガの一作を通じた栽培管理ができ、21年度実
績取りまとめ・22年度計画作成ができ、協業経営体として前進し
た。

主たる構成員の所得（集落営農組織の設立と
協業による所得向上）　300万円

目標（H２３）

◆主要品目（平成22園芸年度）
　・現地検討会43回、出席者は延べ652人、　推進会議11回開催45人参加
　・所得向上モデル農家（9戸）の面談・データ収集・分析指導
◆生産コスト低減対策（平成22園芸年度）
　・内張りカーテンや４段サーモ、循環扇の導入を推進（28箇所）
◆安心・安全点検シート等
　・安全安心シートの各品目の総会等での収集（シート数327枚）、分析と
　　中間検討会でのフィードバック
　・ミョウガ花らいの腐敗対策の内「バクテリア」対策は普及技術ができた。
                                            （講習会参加者数　148人／226人）

◆平成21園芸年度(以下Ｈ21）の販売額は49.5億円となり、Ｈ20
（49.3億円）より増加した。
◆現地検討会の開催により、篤農家と連携して栽培技術の底上げ
が進み、平均単収は4.5ｔ（Ｈ20）から4.9ｔ（Ｈ21)と増収した。
◆経営モデル農家との面談により、経営や技術の課題を分析・共
有して栽培されている。
◆ＩＰＭ実証圃設置は再三の打ち合わせによりＪＡ担当者や生産者
と課題の共有がはかられ、研究機関も入った体制が整った。
◆ミョウガ花らいの腐敗対策により、販売不能パックの発生数は
前年よりも減少した（3,100→2,800パック発生）
◆安全・安心点検シートの提出率が向上(品目平均30.9％→
52.6％）して中間検討会でフィードバックできたことにより、生産者
の安心・安全への意識啓発につながっている。

主要農産物販売額（ミョウガ　Ｈ２３販売額　52
億円）

アウトプット（結果）
<インプット（投入）により、具体的に現れた形を示すこと>

アウトカム（成果）
<アウトプット（結果）等を通じて生じる

  プラスの変化を示すこと>
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【地域アクションプランの取り組み状況と成果】

＜高幡地域＞

７．地消地産プロジェクト

　《四万十町》

　Ｈ２１年度から窪川地区で始まる学校給食で使用する食
材の安定供給や、ＪＡ四万十の直販所「みどり市」や量販
店の産直コーナー等での野菜や加工品の販売拡大を目指
すことにより農家の生産性や所得の向上を図る。

◆みどり市構想の樹立、改善システムの構築
◆野菜栽培の拡大
◆給食野菜供給システムの構築
◆加工品開発システムの構築

◆野菜講習会・生産履歴講習会　５回
◆給食へ向けた関係機関打合、給食部会　１０回
◆先進直販店視察　２回、陳列レイアウト改善
◆加工品検討会　6回
◆農産物直販ステップアップ事業（安心係養成講習会）
◆野菜栽培現地指導　１0回

項目名及び事業概要 主な課題
インプット（投入）

<講じた手立てが数量的に見える形で示すこと>

９．森の工場の推進森の工場の推進

《須崎市・梼原町・津野町・中土佐町・四万十町》

　意欲がある林業事業体が中心となり、一定規模のまとま
りのある森林を対象に森林所有者から長期に施業を受委
託することなどによって、森林管理や施業などを集約する
森林経営の団地を「森の工場」として認定し、木材を安定
的に供給する産地体制を確保する。

◆「森の工場」による事業体の収益性
◆搬出間伐による市場への出材量の増大による
原木価格の下落
◆県内はもとより県外への販売を強化して外貨獲
得を図ることが重要

◆「森の工場」の推進　７団地増設
◆間伐施業（切り捨て間伐１１９．４９ｈａ、搬出間伐５９．９１ｈａ）
◆作業道２６，９７５ｍ
◆担い手育成（新規緑の雇用関係）９事業体
◆森林組合体質強化・施業プランナーステップアップ研修
◆高性能林業機械導入　永野地区森の工場（ｽｲﾝｸﾞﾔｰﾀﾞｰ・ｳｲﾝﾁ

８．農大跡地の活用

　　《四万十町》

　県の実践農大跡地を活用して、農作物の栽培や滞在型
市民農園（クラインガルテン）を開設することにより、中山間
地域での雇用創出や交流人口の拡大を図る。

◆施設の整備内容、利用規定等の検討
◆事業主体や関係機関等からなる整備、運営のた
めの協議会の設置
◆利用者の募集、決定

◆滞在型市民農園
・四万十町滞在型市民農園整備促進協議会の設置（１１回）
・四万十町滞在型市民農園整備促進協議会運営部会の設置（４回）
・県移住促進事業費補助金の事業採択（100,000千円）
◆営農支援センター四万十（有）
・緊急雇用対策事業の採択
・ショウガの技術指導（普及所、ＪＡ）

１１．木質バイオマスの推進

   《梼原町》

　檮原町内の工場で生産する木質ペレットの利活用を促進
することにより、木質エネルギーの“育成－創出－消費”循
環による持続可能な循環型社会の構築とともに、林業の活
性化、雇用の創出を図る。

◆全木ペレットが利用できるボイラーが限定される
こと
◆従来の重油焚き機器に比べて輸送、備蓄等に
多分のスペースが必要であること
◆重油との価格比較でもペレットの方が割高であ
ることからペレット普及の阻害要因となっていること

◆事業推進会議　5回
◆役員会議　3回
◆ペレット焚きボイラー１台、ペレット焚き冷暖房用ボイラー２台、ペレットス
トーブ４台
◆木質ペレット販売量　６４５．４７ｔ

１０．FSC認証住宅の促進

　　　《梼原町》

　檮原町森林組合が取得しているＦＳＣ認証の木材につい
て、産地が見え、品質保証された安全で安心な材料である
ことを施主や工務店等の顧客に広めていくことにより、ＦＳ
Ｃ認証住宅部材の販売を促進する。

◆顧客へのＦＳＣ認証木材のＰＲが不十分
◆認証材のＰＲを兼ねた営業活動の強化

◆年間営業日数 １３5日
◆内部改革検討委員会　６，１２月に開催
◆ＦＳＣ認証材の販売
◆産業振興アドバイザー制度の活用（派遣による指導・助言）

１２．協働の森づくり事業の推進・拡充

　　　《梼原町》

　環境先進企業との協定による「森林の再生」と「交流の促
進」を目的とした協働の森づくり事業を推進するとともに、
木質ペレット工場の原材料安定供給等を目的とした協賛金
の活用について協議を行う。

◆「森の工場」との連携による森林の整備と都市住
民との交流の場としての活用

◆協定企業との協定継続に向けた取り組み　（ＡＮＡとの再継続）
◆協定企業からの協賛金の活用検討
◆次年度事業計画書の作成・協議
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目標（H２３）

◆給食部員 ２２名で、毎月給食メニューに応じた野菜出荷ができた。
　給食野菜出荷量4月～12月）　９．７ｔ　給食食材の重量割合７２％（牛乳
含む）を四万十町産で供給できた。学校給食１１６０食に加え老人ホーム、
病院、黒潮町佐賀の学校給食へも出荷
◆みどり市野菜での出荷量（4月～8月）は１１６ｔ
◆加工品　試作品検討　（ポン酢、ハム）
◆生産履歴記帳率９８％

◆給食野菜の供給体制ができた。
◆農産物販売額１００万円以上のみどり市会員は３０名になった。
◆みどり市新会員１名増加３１２名になり、新規ハウス２棟導入さ
れた。
◆4月～1月のみどり市販売額１３０００万円、給食向け販売額９７
８万円になった。
◆ポン酢加工品２種類が製品化された。

みどり市直販部会会員数(H19)　　311名→
（H23)　330名

アウトプット（結果）
<インプット（投入）により、具体的に現れた形を示すこと>

アウトカム（成果）
<アウトプット（結果）等を通じて生じる

  プラスの変化を示すこと>

滞在型市民農園
　施設稼働率　80%

営農支援センター四万十（有）
  耕作面積　5.2ha
　雇用人数　常勤雇用7人　パート30人

◆「森の工場」の推進　既設１２団地→１９団地
◆間伐施業（切り捨て間伐１１９．４９ｈａ、搬出間伐５９．９１ｈａ）
◆作業道２６，９７５ｍ
◆担い手育成（新規緑の雇用関係）９事業体→２２名
◆森林組合体質強化・施業プランナーステップアップ研修２名
・経営ビジョン等研修４名
◆高性能林業機械導入
・永野地区森の工場（ｽｲﾝｸﾞﾔｰﾀﾞｰ・ｳｲﾝﾁ）
・西の川地区森の工場（スイングﾔーﾀﾞー、ｸﾞﾗッﾌﾟﾙ）
・津賀地区森の工場（ﾊｰﾍﾞｽﾀ・ﾌｫﾜｰﾀﾞ・ｸﾞﾗッﾌﾟﾙ）

◆「森の工場」において年度当初に中土佐町三ッ又地区が認定さ
れ、四万十町興津地区においても、森の工場推進モデル事業の
昇格により事業推進が図られた。
◆建設事業体における森の工場で高性能林業機械の導入が図ら
れ、また、森林組合にも導入されて、事業体の体質強化と間伐の
推進が期待される。

森の工場の木材生産量　11,215㎥

◆滞在型市民農園
・宿泊施設等の整備、利用者の確保（１５戸）
・収支計画案の作成
・利用規定の検討
◆営農支援センター四万十（有）
・ショウガの耕作面積増　2.7ha (20年度1.5ha)

◆滞在型市民農園
・地元の農大跡地活用に対する意識の醸成
・雇用 3名（22年度予定）

◆営農支援センター四万十（有）
・雇用　15名（役員3、事務１、契約社員１１）
　　　　　パート30人

認証材の販売量　1,600㎥

◆事業推進会議　5回
◆役員会議　3回
◆ペレット焚きボイラ－１台、ペレット焚き冷暖房用ボイラー２台、ペレットス
トーブ４台の導入
◆木質ペレット販売量　６４５．４７ｔ

◆檮原町四万川地区で１２月初旬にハウスボイラー設置（全木ペ
レット対応機種）、檮原町歴史民族資料館、雲の上のホテルに冷
暖房用ボイラーの導入。森林組合１台、檮原町モデルハウス２
台、檮原高校１台、の計４台のペレットストーブが導入され、町内で
のペレット消費に繋がる取り組みが始まった。今後、檮原町木質
バイオマス地域資源循環事業によるＪ－ＶＥＲ制度に基づくＣＯ２
削減でのクレジットの販売が期待出来る。※ＪーＢＥＲ発行対象期
間２００８年６月～２０１０年１月まで、削減量２７９ｔーＣＯ２となる。

ペレット販売額　36,980千円

◆年間営業日数１３５日
◆内部改革検討委員会　開催２回
◆顔の見える家づくり事業の開催→平成２２年２月に３回開催。
◆ＦＳＣ認証材の販売　1,１00ｍ３
◆産業振興アドバイザー制度の活用（派遣による指導・助言）３回

◆営業活動の中で顧客の認証材についての認識が浸透しつつあ
り、少しづつではあるが認証材を指定した注文が見受けられる。
◆産業振興アドバイザー式田講師の紹介による大阪の工務店と
の商談が進展しつつある。

協定企業数　４企業との協定継続◆協定企業との協定継続に向けた取り組み　→ＡＮＡとの継続協定完了
◆協定企業からの協賛金の活用検討　→木質バイオマス地域循環モデル
事業推進会議、ゆすはらペレット（株）事業推進会議における検討
◆次年度事業計画の作成・協議

◆矢崎総業（株）の協賛金については、木質ペレット工場の原材料
安定供給等に活用され、地域の森林所有者に還元される仕組み
がなされている。
◆他先進企業の協賛金については、地域住民と協賛企業との交
流の架け橋の役割を果たしており、森林の有する公益的機能等の
啓発に寄与している。
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【地域アクションプランの取り組み状況と成果】

＜高幡地域＞

項目名及び事業概要 主な課題
インプット（投入）

<講じた手立てが数量的に見える形で示すこと>

１４．あったかハウス協同組合木造住宅販売
促進

   《津野町》

  協同組合による木造住宅の販売を促進することにより、
組合員はもとより町内の水道・電気・外構などの所得の向
上を図る。

◆県内の木造軸組住宅の減少
◆こだわりの「匠の技」で木造軸組住宅の差別化
ができない
◆協同組合の営業販売力が乏しい
◆会員相互の情報を認識し、「匠の技」を全面に掲
げる必要性
◆差別化された高価な住宅の中で顧客の満足度
を高める取り組み

◆定例会による会員の意識の向上12回
◆会員参加のＨＰの作成
◆顧客の要望に応えるレシピの作成
◆あったかハウスＰＲのための津野町産業祭への作品の出品→１１月２９
日
◆高知県中小建築業協会の長期優良住宅への加入
◆会員による森林技術センターへの研修会講師の依頼
◆町内Ｕ・Ｉターンモデル住宅検討

１３．森林セラピーの推進による地域活性化

   《梼原町》

  日帰り型から長期滞在型まで対応可能な森林セラピーの
実施により、都市住民との交流による経済及び地域活性
化を目指す。

◆滞在型の森林セラピーの基盤の整備
◆町内の医療機関、観光関係団体、町等がタイ
アップしてセラピーロードのをＰＲ及び地域外から
の集客

◆森林セラピーモデル事業による都市住民への公募
◆森林セラピスト・森林セラピーガイド資格試験参加者募集
◆産業振興アドバイザー派遣事業の活用
◆「こうち山の日推進事業」の活用
◆次年度森林セラピー事業計画の検討・策定

１６．四万十町しいたけ生産拡大事業

　　　《四万十町》

　四万十町しいたけ生産者を共同・組織化することで技術
と情報の共有を図り、生産量の増加による安定した収入に
よる所得の向上を目指す。森林組合をはじめ各種団体を
軸とした連携による「原木供給」「しいたけ生産」「流通」「技
術指導」を推進する。さらに「四万十しいたけ」としてブラン
ド化を確立し熟度が高まり次第、しいたけを利用した１．５
次産品を開発し、新たな雇用の確保につなげていく。

◆他地区と比べ、旧窪川地区では個人の栽培が
ほとんどで、系統化された販売がなされておらず、
栽培規模も零細である
◆３地区の生産者研究会の上部団体（仮称：四万
十町シイタケ生産者連絡会）を核とした四万十町シ
イタケのブランド化

◆各地域（旧町村別）の生産者研究会の設立
◆生産推進準備会による生産・流通体制の検討
◆総務省の補助事業による生産技術等の向上

１５．循環型の森づくり

   《四万十町》

  四万十式作業路開設による搬出間伐の推進や、ＦＳＣや
ＳＧＥＣ認証対象林の拡大、企業との協働による集成材等
の開発など、森林の適正な管理と付加価値を高める取り組
みを進めることにより、地域経済の活性化と雇用の創出を
図る。

◆ＦＳＣ、ＳＧＥＣの認証森林の適正な価格評価が
されていないこと
◆環境に配慮した森林認証材のＰＲの強化による
顧客のニーズの獲得
◆先進企業からの協賛金を活用した地域の雇用

◆四万十町有林における作業路　Ｌ＝7,829ｍ
◆搬出間伐　1,422ｍ３
◆ＦＳＣ、ＳＧＥＣ認証林の拡大の取り組み
◆協働の森事業の推進　先進企業と協定の締結

１８．クマエビを中心とした栽培漁業の推進並
びに藻場造成

   《須崎市》

  クマエビを中心とした種苗放流等により栽培漁業を推進
するとともに、漁場環境の改善に向けた藻場の回復を行
い、安定した漁業経営と市場の活力向上を目指す。

①クマエビ
◆種苗の放流効果を検証すること
◆そのための漁業者参加の効果調査
②藻場
◆藻場造成及びその維持管理について地区住民
が意義を理解し自主的な行動に移すこと。
◆ウニ除去作業に必要な人員確保

①クマエビ
◆漁獲尾数の市場調査　　　須崎市場で6月から12月まで全数調査を実施
◆種苗放流　　　9月30日　放流
◆標識試験　　　尾扇カット処理の認識期間確認のための飼育試験
②藻場
◆環境生態系保全活動支援事業（交付金）　3,000千円
◆久通地区ウニ除去作業　7月
◆池ノ浦地区ウニ除去作業　2月

１７．高幡ヒノキ等の加工・流通・販売

   《四万十町》

  高幡ヒノキについて、森林認証材の活用や乾燥・強度の
部分における高品質化によりブランド化を図る。森林組合・
製材業・建築業等が連携し、高幡ヒノキの加工・販売にお
ける共同化事業を推進する。

◆共同組合の構成員7社のうち後継者が確保され
た会社は３社のみ
◆新規展開に向けた機械設備等の導入が困難
◆町内の製材所の協同組合への参画が進まない
◆四万十町町産材利用促進条例による町内の製
材業者の協業化等の検討

◆仕組みづくりのための高幡ヒノキの活用検討
◆流通組織の共同化の検討
◆町営住宅をモデルとした地産地消の検討
◆平成２２年度事業計画の検討
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アウトプット（結果）
<インプット（投入）により、具体的に現れた形を示すこと>

アウトカム（成果）
<アウトプット（結果）等を通じて生じる

  プラスの変化を示すこと>
目標（H２３）

◆定例会による会員の意識の向上  12回
◆会員によるＨＰを１２月１５日に搭載
◆顧客の要望に応えるレシピの完成
◆あったかハウスＰＲのための津野町産業祭への作品の出品
◆高知県中小建築業協会の長期優良住宅への加入→１０月に加入
◆会員による木材性能等の研修会→１０月１４日開催
◆定例会において町内Ｕ・Ｉターンモデル住宅の検討

◆毎月の定例会を開催して会員の情報が共有されて意識の向上
が顕著に現れてきた。
◆ホームページからの問い合わせ等も見られて、今後内容の充実
を図る必要がある。

◆森林セラピーモデル事業による都市住民への公募→県外８名、県内２
名参加
◆森林セラピスト・森林セラピーガイド資格試験参加者募集（森林セラピス
ト　3名　森林セラピーガイド　5名）→　セラピスト3名、セラピーガイド５名合
格
◆産業振興アドバイザー派遣事業の活用→特定非営利活動法人　森林セ
ラピーソサエティ事務局長　河野　透氏による協働の森協定林での整備の
検討
◆「こうち山の日推進事業」の活用→１０月３日～１１月２３日までに４回講
座
◆次年度森林セラピー事業計画の検討・策定

◆久保谷地区において、地域住民による民宿の営業も開始され、
森林セラピスト・セラピーガイドの資格を取得して確実に長期滞在
型に対応出来る体制が構築されている。
◆「こうち山の日推進事業」による種々の講座も開催されて関係住
民の森林セラピーを取り巻く環境が向上している。
◆当地域の取り組みをＰＲして観光面での集客が期待される。

認証森林面積　4,569ｈａ

◆各地域の生産者研究会の設立→３地域の研究会が設立された
◆生産・流通体制については、現在各生産研究会にて情報の集約が開始
されている
◆総務省補助事業の採択（四万十町内のシイタケ生産に関する事業）
→専門家の雇用の導入と栽培技術の指導が開始された。

◆各地域での生産者研究会が設立され、地域ごとの課題、要望
等が判明し、今後の生産量拡大について個別指導が開始された。

生産者の増→新規生産者10人
生産量→16.0トン

◆四万十町有林における作業路についてはＬ＝7,829ｍ
◆搬出間伐　1,422ｍ３
◆ＦＳＣ、ＳＧＥＣ認証林の拡大については現在検討中
◆協働の森事業の推進では６件の先進企業と協定を締結

◆四万十町内の森林整備について、先進企業との協定による協
賛金を活用した森林整備が定着しつつある。
◆町有林を活用した町内林業事業体の経営活性化に繋がってい
る
◆町内の木材加工（集成材工場）の動きとして、森林認証材の利
活用を県外に販売する地産外商の取り組みが現実化している。

①クマエビ
◆種苗放流　　　9月30日　154千尾放流

②藻場
◆久通地区ウニ除去作業　7月3回　2,800㎡　延べ人数　107名
◆池ノ浦地区ウニ駆除作業　2月4日7,200㎡　延べ人数　　21名

①クマエビ
◆漁業者学習会の実施後、漁業者が自主的に操業日誌を記載す
るようになった

②藻場
◆H19年にウニ除去した久通漁港周辺には、高さ1mほどのホンダ
ワラ群落が形成された。

◆高知県木材流通合理化検討委員会における高幡木材センター関係の
意見等を提示。
◆四万十町における町産材の利活用に向けた町内関係団体との協議（建
築業、工務店、設計士、森林組合、製材業等）の実施
◆平成２２年度事業計画の検討

四万十町町産材利用促進条例の策定に向けた町内関係団体へ
の説明会を実施。（６回開催）

64



【地域アクションプランの取り組み状況と成果】

＜高幡地域＞

１９．須崎の魚による地域産業の振興

   《須崎市》

　須崎の魚をＰＲすることにより、水産業を中心とした地域
産業の振興につなげる。

◆各漁業集落の伝統的な食文化や地域資源の商
品化、活用を担う組織の育成・強化
◆須崎の魚の効果的な活用を行う組織づくり

◆産業振興アドバイザーによる漁協・地区代表者等との意見交換会等を２
回開催(久通・池ノ浦地区）
◆久通地区でのやる気のある人座談会の開催
◆久通地区での活動組織の立ち上げに向けた支援チーム員とキーパーソ
ン等との協議　複数回開催
◆須崎の魚まつり代表者会の開催
◆須崎の魚まつり実行委員会を３回開催
◆須崎の魚まつりをテレビ･ラジオでＣＭ放送各６４回

項目名及び事業概要 主な課題
インプット（投入）

<講じた手立てが数量的に見える形で示すこと>

２１．ウルメの加工・販売

   《中土佐町》

  地元で水揚げが多く、制限されているウルメについて、加
工して販売することによって消費量を高め、漁獲量を増や
して漁業者の収入増に繋げる。

◆他のアクションプランとなっている加工施設整備
を含む新港後背地の開発計画との整合性

◆漁協等における体制作り

◆実行支援チーム会開催（５回）

◆ウルメ水揚げデーターの整理

◆ウルメ体成分分析について工業技術センター協議

◆ウルメ鮮度保持試験の実施計画検討

２０．ハモの加工・販売

   《中土佐町》

  地元で水揚げされるハモについて、漁協が地元業者と共
同で加工・販売に取り組む。

◆　ハモの付加価値向上に取り組む地元ハモ漁業
者、漁協、加工業者が一体となった実行組織体制
の整備
・ハモ漁業の現状把握
・漁業者、漁協の意向確認
・新しい付加価値の高い加工品の開発
・地域が一体となった情報発信及び販売体制、仕
組みの検討

◆実行支援チーム会の開催
◆ハモ水揚げデーターの整理
◆漁業者、漁協、加工業者意向調査

２３．シイラを柱とした水産加工業の創設

   《四万十町》

  四万十町興津地区において、水揚げ直後のシイラを高鮮
度のまま加工が行える水産加工経営主体の育成と成長に
見合った加工設備や施設の段階的整備を行う。

◆漁業者グループの育成と法人化による体制確立
◆加工技術の向上と商品開発
◆民間加工業者との連携強化
◆漁獲特性にあった段階的な経営・事業計画の策
定と精査
◆惣菜加工施設の整備
◆企業組合職員の育成

◆グループ・企業組合定例勉強会の支援（月1回、１２回）
◆産業振興アドバイザー派遣（5月、8月、12月　３回）
◆工業技術センター相談支援と工セの指導助言の受け入れ支援
◆商談等支援（8月以降、5回以上）

２２．スラリーアイスを活用した魚価向上対策

   　《中土佐町》

　町内で獲れる魚種を対象として、漁獲から出荷までの各
段階における鮮度保持、品質管理の方法を検証・確立し、
町内で獲れた魚に付加価値を付けることにより、魚価の向
上を図る。

◆他地域とのスラリー事業の競合を優位にするた
めの実験の前倒しの検討が必要
◆中土佐町全体を巻き込んだ事業の浸透

◆産振補助金（14,508千円）の事業採択（実験施設・備品類の整備、専門家
指導料等）
◆実験推進体制の整備（スラリーアイス活用事業協議会の設置）

２４．南北道路を活用した、商業・観光の振興

　　《須崎市》

  都市計画道路青木ノ辻線の拡幅整備に併せて、歩道部
分などを活用したバザール通りの整備などを行い、商店街
の再生や賑わいの創出につなげる。

◆用地買収のめどがたたないため、利活用の検討
ができていない。
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目標（H２３）

◆久通地区で女性の起業化グループ｢久通倶楽部｣が設立
◆第5回海の駅・須崎の魚まつりの開催

◆第5回海の駅･須崎の魚まつりの来場者の増加１５，０００人
　（前年度実績１０，０００人→本年度実績２５，０００人）
◆女性の起業化グループ「久通倶楽部」が設立し活動を開始。

アウトプット（結果）
<インプット（投入）により、具体的に現れた形を示すこと>

アウトカム（成果）
<アウトプット（結果）等を通じて生じる

  プラスの変化を示すこと>

◆漁協取組体制づくりの不調
（理由として考えられること）
　漁業者、漁協のスラリーアイスへの関心の高まりによる加工への関心の
低下による。

◆今年当地のハモ水揚げ単価が低下したことにより、漁業者の創業意欲
が低下した。

◆漁業者の結集場所である漁協の取組不参加の意向により、地元実行組
織づくりができない状況が続いている。

◆地元加工業者の意欲は高い。

◆H21年のハモ漁獲量はわずか180kgであった。

◆マヒマヒ丸（企業組合）はシイラを１８．７ｔ（全体の７％相当量）を約80円/
ｋｇで購入し様々な加工商品の開発、品質向上に努めた（10月末時点）。
◆マヒマヒグループは6月に企業組合「興津漁協四万十マヒマヒ丸」を設立
して再出発を行った。
◆マヒマヒ丸は9月に3人目の職員を採用し、加工処理体制とともに事務処
理体制が整った。
◆産振補助事業「惣菜加工施設」（19百万円）建設着工（10月2日）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（22年1月　竣工）

◆　マヒマヒ丸の活動もあって浜値が上昇した。
　　　H21原魚購入　24t、142万円（平均購入金額60円/kg）
　　　H21,販売金額 　　　423万円（原魚当たり金額　178円/kg）
◆　雇用　正職員3人（ふるさと活用）（9月以降）
　　　　　　　臨時職員　5名
◆　商談会2回参加　個別商談6件以上
◆　民間加工業者へのオール四万十製品の生産請負販売中
◆　シイラを使った加工商品開発中

　加工品販売額　３，０００万円

◆実験施設の整備（11月9日完成）
◆専従職員の雇用（1名）
◆官能評価の協力飲食店の確保（３月１日現在、複数の店舗を有する２社
を含む４社を確保）

◆漁協関係者の協力体制の意識の芽生え
◆高鮮度に取り組む漁業の町の自負の芽生え、漁業意欲の喚起
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【地域アクションプランの取り組み状況と成果】

＜高幡地域＞

項目名及び事業概要 主な課題
インプット（投入）

<講じた手立てが数量的に見える形で示すこと>

２６．大正町商店街空き店舗活用事業

   《中土佐町》

  中土佐町の観光拠点であり、かつ地域の中心商店街でも
ある「大正町連合商店街」の空き店舗を活用した事業を実
施することで、商店街の再構築を図る。

◆出店希望者への支援策
◆空き店舗所有者との調整

◆大正市場周辺の空き店舗マップの再点検実施
◆空き店舗所有者（管理者）への賃貸意向の聞き取り調査
◆中土佐町が空き店舗への出店補助制度を新設
　　・中土佐町空き店舗活用支援事業
　　　　　補助対象経費：店舗賃貸料の１/２、最高３万円/月

２５．須崎市まち全域がサービスエリア構想
推進事業

   　《須崎市》

　高速道路の県西部への延伸に伴い、須崎市が通過点に
なることを防ぐため、須崎のまち全域をサービスエリア的に
利活用し、高速道路利用者にまちの機能を活用したさまざ
まなサービスを提供することによって、まちの活性化を図
る。

◆SAT構想推進委員会が立ち上がっているもの
の、行政主導の取り組みから脱していない。

◆SAT関連市予算　　　4,125千円
   （内、地域共創ビジネス支援事業　2,993千円）
◆鮮魚販売施設「すさきＳＡＴ情報館」等建設費用　　　25,000千円
◆おもてなし研修　　　　　　1回　開催
◆ＳＡＴ市職員研修　4回　開催
◆駅前トイレ建設費用　15,000千円（地域活性化・生活対策臨時交付金）
◆すさきSATおもてなし事業　1,593千円（高知県緊急雇用創出特例基金事
業）
◆すさきSAT街角ギャラリー・ほっと一息休憩所整備事業　1,744千円（高知
県緊急雇用創出特例基金事業）

２８．「かつお」まるごと商品開発プロジェクト

   《中土佐町》

　地域資源の「かつお」を加工・商品化して付加価値を高
め、新たな「食」ビジネスを創出する。

◆町歩き観光など相乗効果のある観光企画の検
討
◆クレティーヤを販売する店舗の開設費用の確保
及び店舗イメージにふさわしいスタッフの確保

◆地域資源∞全国展開事業の事業採択（8,000千円）
◆高知大丸催事場やＲＫＣふるさと祭り等での実演販売実施
◆ニッポンいいもの再発見！、グルメ＆ダイニングスタイルショー（ともに東
京）に参加・出展
◆産業振興アドバイザーの導入（10月から計5回）
◆産振補助金の導入による店舗開店準備（4,088千円）

２７．久礼新港背後地利用計画

   《中土佐町》

  久礼新港背後地において、賑わいの創出につながる施
設等を整備するとともに、その経済効果を町全体へ波及さ
せる。

◆事業推進に向けた地元合意
・テストイベントを通じて売り上げが伸び悩んだ町
内３漁協から計画への協力が困難となっている。
・地元合意が前提であるため、計画実施に向けた
先行きが見えない。

◆まちづくり検討会からの報告を実現させるための庁内プロジェクトチーム
の設置
◆みなとまちづくりマイスターを中心にした「土佐久礼みなと夢の市実行委
員会」によるテストイベントの企画・運営

３０．地場産品の販売促進

   《梼原町》

  梼原町にある一次産品や加工品など、さまざまな地場産
品の販売を促進するため、各方面からの紹介等をもとにポ
イントを絞った町外への販路拡大を推進するとともに、生
産者や町内商店等と連携した町内での販路拡大に取り組
む。

◆土佐龍馬であい博サテライト会場で販売できる
地域産品の掘り起こしと開発

◆町内の商工会、農協等関係者による特産部会の開催　９回
◆量販店等バイヤー向けの商談会への参加回数　３回
◆店舗等で消費者向けのＰＲ販売の回数　１２回
◆大手レストランやバイヤー等の町内現場訪問　３回
◆小規模事業者新事業全国展開支援事業の採択と試作品開発

２９．町内事業の活性化

   《梼原町》

  ホームページ等を利用した町外への通信販売や町内で
の注文システムの構築等、ＩＴの活用による町内事業所の
活性化を図る。

◆Ｈ２２から始まる土佐龍馬であい博サテライト会
場の運営をひかえて、梼原町商工会が多忙。
◆町内事業者にＩＴ化に対し、熱心に取り組む会員
事業者が少ない。

◆関係者によるワーキングを６回開催
◆地域雇用創造推進事業が５月に採択
◆会員事業者向けにパソコン研修を３回開催
◆会員事業者向けにホームページネット研修を７回開催
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アウトプット（結果）
<インプット（投入）により、具体的に現れた形を示すこと>

アウトカム（成果）
<アウトプット（結果）等を通じて生じる

  プラスの変化を示すこと>
目標（H２３）

◆空き店舗所有者への聞き取り調査（１１件） 空き店舗の活用数　２店舗

◆鮮魚等販売施設「すさきＳＡＴ情報館」建設　2月27日使用開始
◆おもてなし研修　　4名参加
◆SATの日制定（毎週土曜日・お大師通り）
◆すさきSAT街角ギャラリーオープン
◆NPOまちづくり須崎（5月法人化認証予定）設立
◆ＳＡＴ市職員研修　211名参加
◆須崎駅前トイレ建設　3月末使用開始

◆お大師通りの継続的賑わいを創出するために、地域住民グ
ループが立ち上がり、SATの日開始を記念して、メンバーそれぞれ
にできる活性化に取り組むことができ始めた。
◆市職員研修を実施することにより、市役所内での周知が再度図
られ、22年度予算編成に「まちづくり」のベースとして活かされる素
地ができた。
◆これまで、点在していた須崎市内のおもてなしスポットや、観光
スポットなどが、道の駅かわうその里すさきにインフォメーションセ
ンターを設置したり、「すさきSAT情報館」の充実により、訪れた人
を市内で循環させる仕組みづくりが始まった。

◆新商品の開発（20年度３種類、21年度３種類）
◆クレティーヤを販売する店舗を開業（4/1開店予定）
◆店舗のスタッフを新規に雇用（常勤・パート計5人）

◆産業振興推進総合支援補助金を使った大正町市場での企画ど
久礼もんのファーストフード店開設への意欲的な動き
◆新店舗による大正町市場の新規顧客の開拓と既存顧客の滞在
時間の延長がもたらす市場全体の売上の増加

開発する商品数：５商品

◆庁内プロジェクトチームの開催回数：８回（３月４日現在）
◆テストイベントの実施
　　・来場者数：約2,300人
　　・開発した食事メニュー：12種類
　　・食の提供を伴う賑わい創出には一定規模の施設の整備が必要との共
通認識
　　・賑わい創出を図る場所として新港背後地が最適かどうかの問題提起

◆テストイベントや協議を通じて事業の必要性等が議論され、町
の官民連携プロジェクトとして意識される。

◆ＪＡ津野山、鷹取キムチの里づくり実行委員会、梼原キジ生産組合が積
極的に商談会や県内外への販売促進を行った。
◆上記３団体が、「土佐のいい物・おいしい物発見コンクール」に応募した。
◆梼原町商工会が、補助事業を活用して地域産物を利用した食品加工品
を開発した。

◆「土佐のいい物・おいしい物発見コンクール」でＪＡ津野山の四万
十源流大上厚しいたけが大賞を受賞するとともに、首都圏の高級
料理店等との取引が始まった。
　さらには、東京のスーパーマーケットトレードショーに出展して、
大きな反響を得て、大手デパートのギフトへの採用の商談がすす
んでいる。

◆会員事業者向けのパソコン研修の参加人数 11人
◆会員事業者向けのホームページネット研修の参加人数16人

◆ホームページネット研修の参加者から、ホームページ開設へ向
けての意欲が高まった。
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【地域アクションプランの取り組み状況と成果】

＜高幡地域＞

３１．地産地消の推進

   《梼原町》

  梼原町内の福祉施設及び小中学校の給食に地場産品を
町内の生産者や業者から調達する仕組みづくりを行い、地
産地消を推進する。

◆Ｈ２２から始まる土佐龍馬であい博サテライト会
場の運営をひかえて、梼原町商工会が多忙。
◆関係者との意思統一

◆関係者によるワーキングを６回開催
◆地域雇用創造推進事業が５月に採択
◆地産地消を進めていく専任のＪＡ津野山の営農指導員を７月に採用し、
農家と給食の納入業者との話し合いを実施。

項目名及び事業概要 主な課題
インプット（投入）

<講じた手立てが数量的に見える形で示すこと>

３３．都市部へのアンテナショップの創設

   《四万十町》

  高知市･松山市方面に四万十町を「まるごと」売り出す拠
点となるショップを開店する。

◆アンテナショップの必要性の検討
◆道の駅との連携が不可欠
◆松山市、高知市のリサーチ日数が必要
◆拠点ビジネス事業とのAPの一体化が必要

◆四万十町拠点ビジネス推進協議会生産流通部会の開催（３回）
◆松山市へのアンテナショップのリサーチ（１回）
◆四万十町拠点ビジネス推進協議会全体会の開催（１回）

３２．拠点ビジネスの推進

　《津野町》

　ビジネスの拠点となる組織が中心となって、直販所やア
ンテナショップを活用した農産物販売システムを定着させる
とともに、津野町の豊かな自然や伝統文化、食材といった
地域資源を有効に活用する仕組みや体制の整備、町内外
への発信などによる交流人口の拡大を促進する。併せて、
地域のイメージを盛り込んだ土産品の開発拠点の整備な
どを行うことにより、地域の所得向上と雇用の創出を図る。

地域資源をフル活用して、ビジネスにつなげるため
の、体制・組織の整備、拡充。
◆地産地消ビジネス
　・農産物出荷量拡大へ向けた取り組み
　・販売量拡大に向けた取り組み
◆観光交流ネットワークビジネス
　・交流人口を拡大するための取組み
◆加工品開発販売ビジネス
　・特産品「津野山茶」などを使用した加工品づくり

◆雨よけハウス(10棟)
◆ほ場条件整備〈4ヶ所)
◆地域集箇所整備〈3ヶ所）
◆案内看板設置〈17基）
◆案内コーナー整備（4箇所）
◆ガイド研修会（7回開催）
◆おもてなし研修会（12回開催）
◆森林セラピーロード整備（L=1km）
◆加工品開発・指導（フードコーディネーターに委託）
◆粉茶製造設備（整備済み）
◆地産地消ビジネスPT会（４回開催）
◆IT事業活用検討会（３回開催）

３６．体験観光の推進

   《中土佐町》

  観光ガイドの育成研修や料理の講習等を行い、受け入れ
体制を充実させるとともに、旅行会社とタイアップし、新た
に双名島や遍路道を組み入れたウォーキングツアー等を
実施することにより、中土佐町における交流人口の拡大を
目指す。

◆観光体験活動実施グループが数、質ともに育っ
ていないこと
◆町内での活動に地域差が見られること及び中心
となるグループが不在

◆体験観光の推進
○研修会開催：観光ガイド養成講座
　　６月末から３回開催
○新体験ツアー事業実施
　「いにしえの遍路道を巡る、添蚯蚓と七子峠ウォーク」（12月12日）開催
○体験環境整備
　　遍路道整備（県緊急雇用活用（１３０万４人役））

３５．教育旅行や団体旅行の誘致に向けた体
制の整備

   《須崎市》

  須崎市への教育旅行や団体旅行を増やすため、地域資
源を活かした体験メニューの充実を図り、ドラゴンカヌーや
シーカヤック体験を中心に誘致を行う。また、体験者が日
帰りになっているため、市内に宿泊できる体制の整備に取
り組む。

◆体験メニューの増
◆インストラクターの増
◆誘客

◆広報
　９月　体験観パンフ１，５００部作成
　　　四国内中高に５２０部＋α送付
　11/27　近畿地区中学校修学旅行研究大会プレゼン
　２／15　ＨＰ「すさき体験．Ｃｏｍ」開設
　　　体験プログラム、観光スポット、特産品など掲載
◆研修会
　体験観光関係研修会計１６回
　

３４．拠点ビジネス体制の構築

   《四万十町》

  観光資源も含めた地域資源を有効に活用するため、地産
地消や加工品開発販売,観光交流ネットワークビジネスな
どを一体的に担うビジネス拠点組織を中心とした仕組みや
体制を整備し、地域の活性化や所得の向上、交流人口の
拡大を目指す。

◆商品作りのコンセプトの明確化を図る
◆３つの道の駅と地元の生産者の連携が不可欠
◆体験型観光に関する観光協会や四万十ドラマな
どとの連携が必要
◆四万十マヒマヒ丸の独自販売活動への支援
◆アンテナショップ事業とのAPの一体化が必要

◆四万十町拠点ビジネス推進協議会の開催（２回）
◆四万十町拠点ビジネス推進協議会商品開発部会の開催（３回）
◆四万十町拠点ビジネス推進協議会観光開発部会の開催（３回）
◆四万十町拠点ブジネス推進協議会全体会の開催（１回）
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目標（H２３）

◆学校給食への納入に向けて８名の農家との調整が整う。
◆学校栄養士へ提供する年間栽培計画表を作成

◆10月末から８名の農家による学校給食へのホーレン草、インゲ
ンマメ、ジャガイモ等の供給が始まった。
　さらに２月の時点で、給食の窓口である丸味スーパーの注文の
８割方を納める体制ができてきた。

アウトプット（結果）
<インプット（投入）により、具体的に現れた形を示すこと>

アウトカム（成果）
<アウトプット（結果）等を通じて生じる

  プラスの変化を示すこと>

22年度の目標変更予定
直販所の売上額　155,000千円
主要宿泊施設の宿泊者数　8,800人

◆生産流通部会の参加者（延べ５０人）
◆四万十町の資源探しバスツアー（１８名参加）
◆松山市のアンテナショップへの参加人員（延べ４８人）売上2,300人利用、
売上（７７０千円）
◆高知市のアンテナショップヘの参加者（延べ３０人）売上（51万円）

◆四万十町の道の駅と興津シイラとのコラボ加工品の試作
◆松山市でのリサーチによる松山市での商品力の確認ができた
◆高知市アンテナショップの場所等の方向性が確認できた
◆アドバイザーの指導・助言により四万十町マルシェ方式による
県外向けアンテナショップの方向性の検討と、高知市内のアンテ
ナショップの具体的な取り組み方法が明確となった

販売金額　8千万円

常勤雇用者数　3人

◆雨よけハウス〈進捗率100）※10棟完成
◆ほ場条件整備〈進捗率100%〉※4箇所完成
◆地域集箇所整備〈進捗率100%〉※3箇所完成
◆案内看板設置〈進捗率100%〉※17基完成
◆案内コーナー整備〈進捗率100%）4箇所完成
◆ガイド育成〈進捗率100%〉※天狗高原ガイド8名認定(9月以降 421人のガ
イド実績)
◆おもてなしの向上〈進捗率100%〉※｢茶々御膳」完成
◆森林セラピーロード整備〈進捗率100%〉※セラピーロード1km完成
◆加工品開発・指導（進捗率100％）※試作10品、新店舗等に関する基本
構想策定
◆粉茶製造設備（100％）

◆直販所の売上額（H21.4～H22.1月末の昨年対比 4.2%UP）
◆宿泊者数（H21.4～H22.1月末の昨年対比 5.8％UP）

◆体験観光の推進
○研修会延べ１７名参加
○新体験ツアー４４名参加
　ウォーキングツアーメニュー１増

地域産品・土産品の統一ブランドの認定数
10品目以上
販売額　　１億円
農家民泊数　　新規開業５軒
体験型旅行商品の開発　１０商品
体験メニューの造成　新メニュー10以上

◆広報
　パンフレット発送、ＨＰ開設によるダイレクトな反響はない。
◆研修会
　約２００名受講

◆体験旅行受入
　全体　２，８８１名（雇用創造受入者数７６０名）
◆新年度教育旅行予約
　５／19　奈良県三笠中２８０名･･･１年ぶりの予約
　５／28　大阪府堅下北中１４０名･･･２年連続の予約

◆推進協議会への参加者（延べ４５人）
◆商品開発部会への参加者（延べ５５人）
◆観光開発部会の参加者（延べ４８人）
◆四万十町の観光素材の一覧表作成（２種類）
◆全体会の参加者（延べ３０人）

◆事業を通じて四万十町の商品素材の情報共有が進んだ
◆道の駅と興津シイラとのコラボ加工品の試作
◆梅原アドバイザーによる指導により四万十町のイメージを顧客
に認識させるためのキャッチフレーズの必要性を推進協議会のメ
ンバーが気づいたことにより、四万十町に顧客を誘引するための
取り組みの核として位置づけることとなった。
◆新たに窪川地区の生産者組織「窪川あいあい市」が立ち上が
り、22年4月から３つの道の駅をつなぐ流通体系の目処が立った。
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【地域アクションプランの取り組み状況と成果】

＜高幡地域＞

３７．体験型・滞在型観光の推進
　
　《檮原町》

　檮原町を訪れる方々に町内で食事や宿泊、体験観光をし
ていただくため、受入体制の充実や連携、地域外へのPR
等に取り組むとともに、脱藩の道や史跡等の案内板の整
備などハード面での充実を図る。また、高知市内のホテル
等と連携をして、高知市から檮原町への誘客を行う。

◆龍馬博誘致・受入に係る各種対応 ◆誘客活動
・旅行会社招へい（６０名）、神戸・大阪方面旅行会社訪問など
◆受け入れ態勢の充実など
・観光ガイド研修　　６回開催
・町民おもてなし講座　１回開催
・「まちの駅」起工（８月完成予定）
・津野山神楽開催体制の協議
・サテライト２Ｆ資料館へのガイド配置
・各種看板設置、パンフレット作成
◆「龍馬伝」に向けた取組
県観光資源強化事業費交付決定　４千万円（定額）
　県観光施設等緊急魅力向上事業費補助金
　　　　　　　掛橋邸改修事業　　　　411万（町　206万）
　　　　　　　歴史民族資料館改修　500万（町1,020万）

３８．海洋堂ホビー館の誘致
 
　　 《四万十町》

 世界的に名高い企業の施設を誘致することにより、交流
人口の拡大や町全体の地域経済活性化につなげる。

◆ホビー館のコンセプトの明確化
◆運営における（株）海洋堂の協力・連携の具体化
◆ホビー館と地域住民をつなぐしくみづくり
◆地域住民の地域活性化へのやる気と意識の共
有化

◆四万十町海洋堂ホビー館建設対策プロジェクトチームの開催（2回）
◆海洋堂との建設設計、運営に関する協議（6回）
◆打井川地域活性化住民ワークショップの開催（11回）←合併市町村住民
組織活性化支援事業　330万円（財団法人地域活性化センター）
◆打井川地域づくり委員会の開催（4回）
◆造形教室の開催（１回）
◆ワンフェス2010春におけるホビー館計画及び四万十町観光PR、アンケー
ト調査の実施（1回）

項目名及び事業概要 主な課題
インプット（投入）

<講じた手立てが数量的に見える形で示すこと>
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目標（H２３）

◆誘客活動
・１，７００名の予約受付（関西、中部・東海、関東中心）
◆受け入れ態勢の充実など
・観光ガイド研修　９５名参加
・町民おもてなし講座　　２４名参加
・津野山神楽、３月から定期開催決定
・サテライト１Ｆドラマ館から２Ｆ資料館まで一貫した見学者の増加
◆「龍馬伝」に向けた取組
・３月７日現在７，２１６人の入り込み。（安芸15,777名、清水9,428名）
　１月最少５５名、最大２８５名
　２月最少５８名、最大３０４名

・脱藩の道ガイド養成状況
　実働ガイド２０名に（前年度は５名程度）
　　○１／１６～３／７の活動実績
　　　個人分１２０名（３００円／人）
　　  ツアー予約客３７団体分６７４名（３，０００円／団体）
　　　計７９４名をもてなし
・龍馬博開幕後梼原町及び圏域に及ぶ効果は出ていないものの、
週末サテライトを訪れる人員は増加中
　道の駅「ゆすはら」レストランが２月１４日（日）例年の５倍の入り
込みがあった他、近くの農家食堂「くさぶき」（脱藩定食）や街中の
維新の茶屋などにおいても休日に例年以上のお客が入るとのこ
と。

宿泊者人数
ガイド養成人数

◆海洋堂ホビー館建設プロジェクトにおける海洋堂との協定の締結
◆住民ワークショップへの参加者(延べ235人）
◆打井川地域の地域資源活用年間活動計画表の作成
◆造形教室の参加者（34人）
◆ワンフェス2010春でのアンケート調査（回答数142）

◆ホビー館建設の意義や目的、コンセプトが明確化した。
◆住民ワークショップを通じてホビー館を活用した地域活性化の
方向性が明確になり、住民主体の地域活動計画づくりが進んだ。

アウトプット（結果）
<インプット（投入）により、具体的に現れた形を示すこと>

アウトカム（成果）
<アウトプット（結果）等を通じて生じる

  プラスの変化を示すこと>
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【地域アクションプランの取り組み状況と成果】

＜幡多地域＞

１．消費者から信頼される「施設園芸野菜の
産地づくり」

　　《幡多地域全域》

◆ＩＰＭ技術（総合的病害虫管理技術）や出荷物をトレース
できる仕組みづくりを進め、消費者に信頼される園芸産地
を目指す。

◆まとまりのある園芸産地育成事業を実施し、目
標収量を達成するための農家やＪＡ担当者の合意
づくり
◆ＩＰＭ技術の各作物への導入拡大
◆農産物の安全安心対策の実施

◆ＪＡ担当課→営農実担当者（営農改善協議会）→園芸研究会役員会→園
芸研究会の順で合意を進めた。
◆可能な作物から天敵を中心にＩＰＭ技術の導入を啓発した。
◆チーム会、ＪＡ担当課、各生産部会で生産履歴記帳の推進を行った。
◆大方園芸部活性化プロジェクト会でキュウリ部のエコシステム導入につい
てＪＡから提案された。

３．「果樹（ブンタン・ユズ）の産地づくり」

　　《幡多地域全域》

◆幡多地域の自然を生かした中山間の農業振興策して、
ブンタン・ユズの産地化を目指す。

◆ブンタンの産地化（まとまりのある産地）
・近年、気象の影響によって病害虫の発生や隔年
結果の発生など生産が不安定である。
・農家間の栽培技術差や品質格差が課題。

◆ＪＡ本所担当課、営農担当者、生産者代表でチームを編制し、本課専技
（アドバイザー）のアドバイスを得て、合意を進めた。
◆まとまりのある園芸産地育成事業を実施し、マルチ栽培を導入した。ま
た、チーム会で連携し、生産履歴の記帳の推進を行った。

◆ユズの産地化（まとまりのある産地） ◆ＪＡ本所担当課 営農担当者でチーム ＷＧを編成し まとまりのある園

項目名及び事業概要 主な課題
インプット（投入）

<講じた手立てが数量的に見える形で示すこと>

２．安全・安心農産物出荷システム構築によ
る「露地野菜の産地づくり」

　　《幡多地域全域》

◆ＪＡ高知はた管内には、オクラ、ブロッコリー等、古くから
露地野菜が生産されており、今後も地域経済にとって重要
な素材である。この素材を用いて、食品としての安全性を
高め、消費者の信頼を得ることで、安心・安全「はた野菜」
として有利な販売が期待できる。また、生産を拡大すること
により、雇用者や選果員、運送関係者の雇用が創出可能
である。

◆まとまりのある園芸産地育成事業を実施し、目
標収量を達成するための農家やＪＡ担当者の合意
づくり
◆産地振興のための、品目別問題点、課題の抽
出、具体策等の実施

◆まとまりのある園芸産地育成事業の協力体制について、ＪＡ高知はた営
農改善協議会野菜花卉部会で合意を進めた。
◆幡多地域園芸戦略会議のもとに、品目別の問題点、課題の抽出、生産
量拡大方策検討、産地の方向性等を検討する品目別作業部会を設置し
た。
◆シシトウ・ナバナ作業部会、オクラ・ブロッコリー作業部会を行い、課題、
問題点を抽出し、これらに対する具体策を実施していくことになった。

６．異業種からの農業参入への支援
　
　　《四万十市》

◆建設業者等の新たな農業参入を支援することにより、建
設業者等の経営改善はもとより農業の担い手の確保や遊
休農地の解消につなげる。

◆四万十市において取り組みが必要な事項
・農業参入説明会の開催
・農業参入への積極的な支援策の展開

◆11月10日、四万十市役所主催の（異業種からの農業参入説明会）を開催
・多業種からの参加者３０名に対して関係機関から情報を提供し質疑応答
を行った。（説明会終業後にはアンケートを集め希望者には後日、個別相
談を行う）

◆ユズの産地化（まとまりのある産地）
・生産者が高齢化する中でユズ園の維持管理する
仕組み作りが課題である。
・優良系統による新改植の推進と基本技術の徹底
による果実品質の向上が課題である。

◆ＪＡ本所担当課、営農担当者でチ ム、ＷＧを編成し、まとまりのある園
芸産地育成事業を実施し、栽培講習会（病害虫防除、摘果、サンテ被覆）を
開催し、青果率の向上や生産履歴の記帳・新植の推進を行った。
◆高知県緊急雇用（3,057千円）、高知県産業振興総合（29,719千円）にて実
施

４．幡多地域の集落営農の推進

　　《幡多地域全域》

◆幡多地域において、集落営農の取り組みを進めることに
より、地域農業の担い手の確保と集落の活性化に繋げる。

◆幡多地域で集落営農を推進するに当たって取り
組みが必要な事項
・ＪＡ、市町村等の関係機関との連携活動
・農業者の意識啓発の推進
・集落営農組織のステップアップ

◆各既存集落営農組織の活動推進のための組織運営・と事業導入支援
◆こうち型集落営農組織の活動推進のための組織運営・事業導入支援と
野菜導入の支援
◆集落営農組織未設置集落での集落座談会の開催
◆各市町村における集落営農研修会の実施

５．有機農業普及・拡大事業

　　《四万十市》

◆安全・安心な有機野菜による米や野菜の消費を拡大さ
せる組みを進めることにより、地域住民の健康農業振興・
商業振興につなげ、「有機農業四万十市」を定着させる。

◆農業者の育成（販路開拓と生産・栽培技術の修
得）
◆有機野菜のブランド化

◆地域雇用創造実現事業（１４，５４９千円：耕作放棄地解消、施設整備）
◆地域雇用創造推進事業（３，６２６千円：人材育成）
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◆ＪＡ高知はた園芸研究会のＨ２２園芸年度の実施方針として、①目標反
収の設定と収量・品質の向上、②生産履歴記帳の実施と工程管理表の
チェック、③ＩＰＭ技術の普及定着が決定された。
◆ナスでは天敵利用農家率が、１９％から５６％に拡大した。
　これまで課題があり、取り組みのなかったキュウリで、天敵利用の実証試
験を開始した。
◆生産履歴記帳については、記帳は８６％と高いが、回収、チェックのシス
テムがまだ整備されていない。

◆H20園芸年度(H20年９月～H21年8月）の目標収量に対する当
年度の達成農家率は以下の通り
　（促成キュウリ-200%）（ミョウガ-70%）（ナス-62.5%）（ニラ-62.5%）
（大葉-100%）
◆H21園芸年度の目標収量への達成農家率は３３％。
◆本シートの目標と生産者組織の方針と一致させることができた。
ニラに関しては、試験研究課題として、「ニラの調整作業省力機械
等の開発」が採択された。
◆これまで天敵が検討されてきた品目では、利用農家率が拡大
し、利用は無理と言われていたキュウリでも検討が開始された。
◆農家の履歴記帳については概ね浸透してきた。

１０ａ当たり収量
　キュウリ　18t
　ミョウガ　 4t
　ナス　　　 16.0t
　ニラ　　　 6.5t
　大葉　　　3.2t

◆幡多地域の土佐文旦生産者（系統・系統外）が土佐文旦産地のあり方
について、協議した。高品質果実生産に向けたマルチ栽培が新たに２ｈａ
程度導入され、果実品質が向上した。
◆生産履歴記帳は、１００％の記帳率で記帳意識が定着してきた。

◆土佐文旦のあり方検討会や現地講習会の開催によって、幡多
地域の生産者の産地振興についての、関心が高まった。
◆生産者への意識啓発が浸透し、他の部会への刺激となってい
る。

◆ユズの品質向上に向けたサンテ被覆の導入や栽培講習会の開催で産 ◆まとまりのある産地育成事業の実施によって ユズの産地化に

◆土佐文旦の目標収量の達成 　　 ２，４１２ｔ
◆土佐文旦地域協議会によるまとまりある産
地づくり
◆生産履歴記帳の１００％の維持

◆ユズの目標収量の達成 ６４２ｔ

目標（H２３）
アウトプット（結果）

<インプット（投入）により、具体的に現れた形を示すこと>

アウトカム（成果）
<アウトプット（結果）等を通じて生じる

  プラスの変化を示すこと>

・１０ａ当たりの収量アップ
　ナバナ　0.8t、米ナス　7.5t、シシトウ　5.6t、
　小ナス　4.8t、オクラ※3.0t、
  ブロッコリー※1.3t
　　　※印は面積拡大で収量増を目指す。

・こうち環境・安全・安心点検シートに取り組む
農協数　1

◆まとまりのある園芸産地育成事業の協力体制について、ＪＡ高知はた営
農改善協議会野菜花卉部会で合意を得た。
◆シシトウ・ナバナ作業部会、ブロッコリー・オクラ作業部会において、各品
目の問題点、課題の抽出ができ、各品目の産地振興の方向性、具体策を
現在、協議している。
◆シシトウ・ナバナ作業部会（４回開催）
◆ブロッコリー・オクラ作業部会（３回開催）

◆シシトウ、ナバナ、オクラ、ブロッコリーにおける現状の課題、問
題点、対策、振興対策等の意思統一ができた。

◆建設業者から農業参入希望の相談を受ける。
・説明会参加者のうち、7企業から個別相談の申し込みを受け、12月上旬
から関係機関で個別ヒアリングを実施。

◆異業種から農業参入者
・四万十市内で２業者が農業参入を決定し、平成22年度から営農
を開始する。

◆ユズの品質向上に向けたサンテ被覆の導入や栽培講習会の開催で産
地のまとまり意識が向上した。生産履歴記帳は１００％の記帳が達成さ
れ、各市町村のＷＧへの支援で幡多管内でユズの新植のきざしが出てき
た。
◆三原村では青果の品質向上と共同選果の実施が図られた。また、ユズ
等に必要な農業施設、機械の導入を図る。

◆まとまりのある産地育成事業の実施によって、ユズの産地化に
向けて、生産者への意識啓発等で、部会の刺激となった。三原村
（来春５ｈａ）、宿毛市、黒潮町で１ｈａの新植が始まった。
◆共同選果（三原村）によって青果販売価格の向上、農家意識の
変化やユズ等の産地化推進に向けた体制が整いつつある。

◆ユズの目標収量の達成　　　　　　　　６４２ｔ
◆部会活動の活性化によるまとまりある産地
づくり及び生産履歴記帳の１００％の維持
◆管内のユズの栽培面積　Ｈ２１　　    　Ｈ２３
　　　　　　　　　　　　　　　　  ４４ｈａ　→　 ５５ｈａ

◆各既存集落営農組織の活動推進
・既存組織との協議、座談会の実施：8組織、9回
・機械施設整備組織数：12組織、乾燥機、動力噴霧機、倉庫、ｺﾝﾎﾟｷｬｽ
ﾀｰ、用水路整備、播種機、田植機、肥料散布機、コンバイン（総事業費：
17,341,404円）
◆こうち型集落営ﾓﾃﾞﾙ集落営農組織の活動支援
・3組織との協議、座談会の実施：21回
・3組織での機械施設整備：トラクター、ハロ－、畦塗機、籾摺機、パイプハ
ウス、コンバイン、田植機、播種機（総事業費：19,535,700円）
・3組織の野菜栽培：ﾅﾊﾞﾅ３０ａ、加工用ﾜｻﾋﾞ２０ａ、ﾌﾞﾛｯｺﾘｰ１００ａ、
                         ユズ３０ａ
◆集落座談会、研修会の開催開催
・集落座談会開催回数：延べ45回
・集落営農研修会実施回数：10回
・先進地視察研修実施回数：9回
◆集落営農組織設立に向けた取り組み
・西土佐中央地区、三原村上下長谷集落、黒潮町入野地区、西土佐奥屋
内集落

◆集落営農組織の設立
・四万十市中村若藤集落：若藤営農組合
・若藤営農組合の機械整備：ﾌﾞﾛｰﾄﾞｷｬｽﾀｰ、動力噴霧機、脱芒
機、播種機（総事業費：883,000円）
・黒潮町大方入野地区：黒潮ファーム

◆集落営農組織：４０組織

◆農業者の育成・研修会の開催9回（＜進捗率１0０％＞
◆園芸施設の整備（２連棟×３＝１７ａ）＜進捗率１００％＞
◆耕作放棄地の解消
◆圃場整備＜進捗率１００％＞

◆農業基礎技術（ノウハウ）の修得
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【地域アクションプランの取り組み状況と成果】

＜幡多地域＞

項目名及び事業概要 主な課題
インプット（投入）

<講じた手立てが数量的に見える形で示すこと>

８．安全で安心な施設野菜・花卉・菌茸栽培、
畜産等の推進（新品目・新品種の導入など）

　　《黒潮町》

◆　環境にやさしい農業の実践により、安全で消費者の信
頼を確保した施設野菜・花卉・菌茸栽培などの安定供給を
図るとともに、ＪＡ高知はた及び幡多農業振興センターなど
の関連機関と連携し、商品性の高い新品目・新品種の導
入に向けた試験栽培施設の充実と技術研究を推進する。

◆農業支援体制構築の一環である、「キノコ廃菌
床の堆肥利用（廃菌床堆肥工場建設）」を検討する
うえで、特に取組が必要な事項
・　費用対効果をふまえた経営試算
・　廃菌床堆肥の普及に向けた協議・取組

・　堆肥施設建設検討委員会および作業部会設置
・　土づくり講習会の実施（１回　計130人参加）
・　実証圃設置（３戸 計70ａ）
・　農家アンケート実施（85名/145名）
・　ふるさと雇用交付金事業申請（堆肥試験製造・利用促進）

９-１．中山間地域の保全と活性化（◆佐賀温
泉を拠点にした地域活性化事業）

　　《黒潮町》

◆楮や柑橘類の栽培による耕作放棄地の解消や加工品
開発・販売による地域の活性化

○協議会員以外への波及
○農繁期の人役確保
○産直市に関する商品アイテムの確保

○農林漁村地域力発掘支援モデル事業（2,000千円）
　・楮栽培の復活・産地化…404千円
　・伝統文化継承講座の確立…287千円
　・遊休地の景観改善・活用システムの確立…326千円
　・農林漁業体験ツアーの確立…224千円
　・民泊システムの確立…52千円
　・農林水産物を使用した特産品の開発…428千円

・農林水産物の直売および特産品の販売システムの確立…96千円

７．木質ペレット対応型加温機導入

　　《四万十市》

◆施設園芸における生産コストの安定化を図るため、重油
の代替エネルギーとして有望な木質ペレット対応型加温機
の導入を目指す。

◆四万十市又及びＪＡ高知はたにおいて取り組み
が必要な事項
・木質ペレット対応型加温機の導入検討
・四万十市の新規就農者育成施設（四万十農園あ
ぐりっこ又は西土佐農業公社）への実験導入の検
討
・園芸農家への普及

◆第18回農業振興フェアに検討チーム会のメンバー2名が参加し、木質ペ
レット対応型加温機とヒートポンプの最新情報を入手

１１．はちきん地鶏流通生産戦略

　　《幡多地域全域》

◆畜産試験場が産業規模で飼育可能な高品質肉用地鶏と
して開発した土佐はちきん地鶏について、幡多地域内にお
いて生産体制の整備を行う。

はちきん地鶏（ひな）の安定供給 　はちきん地鶏の状況説明

９-２．中山間地域の保全と活性化（◆弘法大
師と生きた里山再生プラン）

　　《黒潮町》

◆七立栗や馬荷温泉を活用した地域の活性化

◆七立栗の生産拡大と販路開拓
◆七立栗の保管場所や予冷庫の整備
◆馬荷温泉施設の整備・活用

◆山村再生プラン助成金（2,652千円）＋山村再生総合対策補助金（町負担
1,030千円）＝3,682千円

１０．消費の変化に対応できるシュッコンカス
ミソウ産地の再生

　　《黒潮町》

◆幡多地域の主力花卉であるシュッコンカスミソウの品質
の向上や消費拡大への取組を進めることによって、産地の
再生を図る。また、有望後作や補完品目の導入で、カスミ
ソウ農家の経営の安定を図る。

○アルタイル（カスミソウの有望品種）への誘導
○アルタイル（カスミソウの有望品種）の高温期の
栽培管理技術の検討
○カスミソウバケット輸送による品質の向上
○有望後作・補完品目の探索および定着

○品種の検討会でアルタイルの優位点を説明することで、アルタイルへ誘
導
○アルタイルの増収技術の模索で試験圃を設置
○カスミソウの品質の向上のためバケット輸送を推進

○花きの試作品目および低温で栽培できる野菜を試算し、カスミソウ農家
に提示
○ダリア（補完品目）の収量および品質向上対策

農林水産物 直売お び特産品 販売シ テ 確 千円
　・地域文化の継承・情報発信体制の確立…77千円
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目標（H２３）
アウトプット（結果）

<インプット（投入）により、具体的に現れた形を示すこと>

アウトカム（成果）
<アウトプット（結果）等を通じて生じる

  プラスの変化を示すこと>

・　視察１回、見積および試算作業８回、運営試算検討会４回
◆　上記を経て、「ＪＡが事業実施主体」に決定

○楮栽培の復活・産地化〈進捗率60%〉
○伝統文化継承講座の確立〈進捗率100%〉
○遊休地の景観改善・活用システムの確立〈進捗率100%〉
○農林漁業体験ツアーの確立〈進捗率50%〉
○民泊システムの確立〈進捗率100%〉
○農林水産物を使用した特産品の開発〈進捗率80%〉
○農林水産物の直売および特産品の販売システムの確立〈進捗率100%〉
○地域文化の継承・情報発信体制の確立〈進捗率0%〉

○楮栽培の復活・産地化
　・楮売上額　30,000円
○遊休地の景観改善・活用システムの確立
　・農作物売上額　10,026円
○農林水産物の直売および特産品の販売システムの確立
　・産直市売上額　107,800円

○遊休農地利用面積　80a
○特産品開発　3品

◆最新の情報を入手した結果、導入の可能性がより具体的になった。
・木質ペレット対応型加温機に関して、焼却灰に含まれる六価クロム含有
率が基準値以下の製品が開発され、最も大きな課題がクリアーされた。今
後は、材料となる木質ペレットの安定供給解消が残された課題となる。
・ヒートポンプについては、熱変換効率が格段に向上した製品も開発されて
おり、設置条件や耐用年数に問題が無ければ、試験導入も可能な段階に
入った。

はちきん地鶏個表作成５件

◆大師の湯宅配
◆郷土の味商品開発（鳥めし、田舎ずし、手作りこんにゃく、豆腐）

○アルタイルの作付けが４割強、アルタイルに次ぐ人気品種で試作で有望
であったマリーベールの作付けが４割強に一気に変わった。
○試験圃調査２回、現地検討会２回
○関係機関での検討会４回、農家への説明会２回、品質調査（市場調査）
１回
バケット輸送に取り組む農家が25／27戸に増大。（昨年度は10／31戸）
出荷施設の改善は検討中。
○有望補完品目については興味を示している農家がいる。

○栽培講習会１回、現地検討会１回、品質調査（市場調査）１回
ダリアの栽培技術および品質は徐々に改善されていっている。

○地域文化 継承 情報発信体制 確 〈進捗率 〉
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【地域アクションプランの取り組み状況と成果】

＜幡多地域＞

項目名及び事業概要 主な課題
インプット（投入）

<講じた手立てが数量的に見える形で示すこと>

１４．林産バイオマスのカスケード型ゼロエ
ミッションシステム構築

　　《四万十市》

◆森林から搬出された原木を木材として製品化する過程で
排出される樹皮、端材などの木屑を、木材乾燥のための熱
源として利用する「木質バイオマス利用システム」を構築す

◆木質バイオマス利用施設の整備に向け、特に取
り組みが必要な事項
・共同事業体（運営・財務計画）の設置
・バイオマス利用施設の実現性、有利性の確認

◆準備会、検討会、座談会

１２．森の工場・間伐の推進

　　《幡多地域全域》

◆意欲がある林業事業体が中心になり、一定規模のまと
まりのある森林を対象に森林所有者から長期に施業を受
託することによって、森林施業を集約する団地を「森の工
場」として認定し、木材を安定的にお供給する体制を整備
するとともに、森林資源の充実を図るための間伐を積極的
に推進する。

◆間伐の推進
◆森の工場の推進
◆施業を推進するための基盤整備
◆事業体の育成
　　森林施業プランナーの育成

◆造林補助事業の導入 補助金（国、県）１６３百万円
◆森の工場活性化対策事業の導入　補助金（県）２５百万円
◆森林組合経営改善事業の導入

１３．県産材の利用促進

　　《幡多地域全域》

◆地域産の木材を地域で率先して利用することにより、地
域の森林整備を推進する。また、地域の住民が木材利用
事例を目にする機会を増やすことで、一層の木材利用を推
進する。

◆公共建築施設計画にかかる情報収集
◆木材利用について関係部局との連携
◆公共木材利用施設の整備
◆木材利用補助事業のＰＲ

◆公共工事への木材利用説明会の開催
◆幡多地区県産材利用推進会議の開催（１２月開催予定）
◆公共工事木材利用勉強会の開催（１２月開催予定）

１７．にぎわいづくりを中心とした地域活性化
のための魚加工施設の整備

　　《宿毛市》

◆豊富な水産資源を有効に活用して、漁業者の所得向上
や、雇用の創出、交流促進を進めるために水産加工施設
の整備を進めていく。整備にあたっては、フェリー、定期船

・キビナゴの漁模様やサイズのバラツキ・混じりな
どにより、キビナゴバラ凍結の製造量が計画を大
きく下回っている
・原魚の確保体制（不漁時、落札出来ない場合等）
の確立
・機械化も含めた生産効率の向上による生産コスト
の低減。
・販路拡大による販売コストの低減。
新商品の開発

・産業振興推進総合支援事業補助金（18,231千円）の事業採択
・加工施設の改修工事及び機器等の整備（冷凍車、急速凍結庫、冷風乾燥
機等）
・ふるさと雇用再生特別交付金事業（7,484千円）の導入（宿毛市）
・加工施設の営業許可（魚介類販売業、食品の冷凍又は冷蔵業、魚肉ねり
製品製造業）を取得
・すくも湾漁協主催の食品衛生・表示講習会を開催。
・工業技術センターによる食品の細菌検査講習会を開催。

１６．宿毛湾地域環境生態系保全活動事業
（藻場再生、サンゴ保全）

　　《宿毛市、大月町》
　
◆藻場の再生やサンゴの保護・育成に取り組むことによ
り、漁業生産性の向上を図るとともに、海洋資源を活用し
た滞在型観光の推進に寄与する。

藻場の再生やサンゴの保護・育成にある一定の効
果をあげるためには、長期間継続して行なっていく
ことが重要であり、多大な労力と経費が必要。

◆国の新たな制度（環境・生態系保全活動支援事業）の導入
・5ヶ年計画で総事業費3,200万円（平成21年度事業費420万円）の保全活動
事業計画の策定
・主に漁業者とダイバーで構成される地元活動組織「宿毛湾環境保全連絡
協議会（構成員：約2,300名）」の設立

・大月町単独事業「藻場再生実証事業」（事業費24万5千円）
【試験内容】
柏島：
①ホンダワラ類が生育していない場所に実験区と対照区(各10*20m)のセッ
トを2組設定→マメタワラ母藻を移植（実験区）→定期的なウニ類除去（実験
区）→藻体の生育の比較検証
②イソモクの生育が見られる場所に実験区と対照区(各10*20m)のセットを1
組設定→定期的なウニ類除去（実験区）→比較検証

橘浦：ヒロメ母藻の移植→3実験区【ウニ除去区、ウニ除去+ウニ侵入防止
網設置区、対照区（ウニ除去、網なし）】の設定（各5*10m）→定期的なウニ
類除去→藻体の生育の比較検証

源として利用する「木質バイオマス利用システム」を構築す
る。

１５．「四万十の家」の建築と地域産ヒノキの
販売の推進

　　《四万十市》

◆モデルハウス「四万十の家」を整備し、ＰＲすることで地
域産ヒノキを利用した住宅建築を促進するとともに、地域
産材の認証制度により品質表示した「四万十ブランド」ヒノ
キの供給能力を高め、地域外への販売を促進する。

◆地域産ヒノキの販売のため、特に取り組みが必
要な事項
・地域産ヒノキを建築に使用する地元意識の醸成
　（地産地消）
・「四万十ヒノキ」材のブランド化の基準づくり
・地域産ヒノキの販売戦略づくり
　（地産外商）
・「四万十ヒノキ」の供給体制づくり

◆四万十市地場産木材住宅建築推進協議会の設置
◆地域林業総合支援事業費補助金（516千円）の事業採択（製材品の品質
測定機材の導入）
◆地域材ブランド化推進事業費補助金（522千円）、国交省住宅交付金(854
千円）の事業採択（木造住宅の基本構想・実施設計委託、推進協議会開催
費）

の整備を進めていく。整備にあたっては、フェリ 、定期船
などの交流の拠点として機能し、集落機能が高い片島地
区を中心に検討していく。

・新商品の開発
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目標（H２３）
アウトプット（結果）

<インプット（投入）により、具体的に現れた形を示すこと>

アウトカム（成果）
<アウトプット（結果）等を通じて生じる

  プラスの変化を示すこと>

◆共同事業体の設置に向けた検討会等の実施：４回

◆作業道開設　　３２路線　３７，３４５ｍ
◆既設森の工場の計画的な執行指導及び新規森の工場づくり指導
◆森林施業プランナー育成研修会　７回

◆搬出間伐面積　２１６ha
◆一般用材生産量７，５００ｍ３
◆チップ用材５１２トン
◆森の工場新設　５か所

◆木材生産量　１７，７００ｍ３

◆木づかい促進事業の導入(予定）
　　小学校木製装備品（学童用机・椅子、本棚）
   　事業費３，８２４，０００円、補助金１，９１２，０００円

□加工施設の営業許可取得（H21.10.15）及び製造開始（H21.10.16～）
□製造量（H21.10.16～H22.3（H22.2～3は見込み））
・キビナゴバラ凍結400kg（進捗率3.6％　0.4トン／10.96トン）
・凍結フィレ（マダイ、ブリなど）4.61トン（進捗率77％　4.61トン／6トン）
・干物（アジなど）0.1トン（進捗率11.2％　0.1トン／0.9トン）

□販売
・取引先の増加（3社から10社に増加）

□販売（H21.9～H22.3（H22.2～3は見込み））
・キビナゴバラ凍結1.54トン（進捗11.6％　1.54トン／13.26トン）
・凍結フィレ4.67トン（進捗率77.8％　4.67トン／6トン）
・干物0トン（進捗率0％　0トン／0.9トン）

□加工作業員3名及び冷凍車運転手1名を雇用

キビナゴバラ凍結　33.26トン
凍結フィレ（ブリ、サバ、マダイ、メダイ等）　10
トン
アジの干物　1.5トン

・単年度事業費420万円の事業の開始【12月上旬】
・保全活動（オニヒトデ除去）開始
【樫西海岸、柏島周辺、竜ヶ迫・泊浦、沖の島周辺海域で計5回（述べ作業
人員40名）（予定）】
【実績：樫西海岸1回（作業人員8名、オニヒトデ除去数300個体）】
・
・
・

・漁業者、ダイバー、行政間の連携の強化によるサンゴ保全に対
する意識の向上
・オニヒトデによるサンゴの食害防止効果
・
・
・
・
・ウニ類による海藻の食害防止効果
・
・磯焼け対策に効果的な藻場造成技術の開発

ウニ除去による藻場の回復（H21は県内5ヶ所
着手、H22以降は数ヶ所追加）

柏島：ホンダワラ類母藻の移植（胞子の散布）【5月（町単事業前）】、ウニ類

の除去の実施（8回、延べ作業面積4,800m2
、延べ作業人員16名）

・

橘浦：スポアバッグによるヒロメ母藻の移植（胞子の散布）【4月（町単事業

前）】、ウニ類の除去の実施（7回、延べ作業面積700m
2
、延べ作業人員31

名）

◆四万十市地場産木材住宅建築推進協議会の開催：６回
◆地場産材モデル住宅建築工事基本構想の策定
◆地場産材モデル住宅建築工事実施設計書の策定
◆木材強度（ヤング率）測定器の導入
◆モデルハウス建築に使用する木材の調達
◆林業・木材産業者以外に木材を使用する意識を醸成
　（設計士2、建築業7、観光業2、電力会社1）
◆木材の品質に対する意識の高揚
　（設計士2、建築業7、製材業2、森組2、市役所3）

◆供用（宿泊）体験：50組
◆施設の視察者数：100人

□加工作業員3名及び冷凍車運転手1名を雇用
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【地域アクションプランの取り組み状況と成果】

＜幡多地域＞

項目名及び事業概要 主な課題
インプット（投入）

<講じた手立てが数量的に見える形で示すこと>

１９．資源管理型・つくり育てる漁業の推進

　　《黒潮町》

◆水産資源の維持・増大と漁業生産の安定確保を図るた
め、漁業者の資源管理に対する意識の醸成に努めるととも
に、種苗放流や藻場の回復などの取組を推進する。

①水産資源を維持するための啓発活動
②ウニ除去による藻場回復事業
③ヒラメ大型種苗の放流及び効果調査
④アカウニ等の新流通システムの構築

①資源管理に関する普及啓発ポスターの配布
②地元協議会（実動部隊）の開催
　藻場保全に関する講習会（神奈川）に協議会長、副会長及び事務局参加
③ヒラメ大型種苗の放流、アカウニ放流
④徳島市中央卸売市場への出荷体制確立
　アカウニ冷凍品及びビン詰商品試作

２０．直七の搾汁・商品加工をする施設整備

　　《宿毛市》

◆直七の増産に努め、市外搾汁を市内に施設整備するこ
とにより、利益率の向上を図るとともに農業所得の向上、
雇用の創出を図る。また、その他柑橘類の搾汁も図る。

◆柑橘類の一種である直七を地域資源の活用と
し、地域での製造、増産、地元雇用の拡大に向け
た取組に必要な事項。
・地域内での施設の整備
・直七の作付面積の拡大

◆直七生産組合の立上げ。
◆施設の建設場所候補地の選定。
◆直七の作付面積の拡大。（Ａ＝1.2ha、N＝840本、一部耕作放棄地再生
利用緊急事業活用、今後の予定A=10ha、N=15,000本）
◆直七生産組合の広報誌による組合員などの募集。（現在　6名）

１８．四万十川の資源を活かした環境ビジネ
スの創出

　　《四万十市》

◆四万十川の恵みを水産資源や観光資源として活用する
だけでなく、エコツーリズムの展開や新たな環境ビジネスの
創出へとつなげていく「四万十川産業４倍増プラン」を推進
する。

・事業推進体制の構築

・漁業関係者等との連携及び意識・情報の共有

・漁業者の理解と協力を得るため、連携事業の報告会を行ったり、各単協
の理事会や連合会の研修会にも積極的に出席し、ＡＰについて説明や意見
交換を行った。

・国、県、市の連携を図るため“四万十川連絡会”を立ち上げ、各機関が四
万十川で行っている調査について、情報の共有を図っていくことになった。

・四万十市・高知大学連携事業は、今年度は市の一財(901万円）で進めて
おり、来年度も予算要求（1,670万円）する予定である。

２３．地域資源を統括したプログラム構築によ
るしみずの元気再生事業

　　《土佐清水市》

◆大岐地区に整備される加工施設に生産者が参画できる
仕組みづくりや加工された商品を市内外の市場に流通す
る仕組みを構築する。また、体験型観光の確立や加工品
のエンドユーザー向けの個別配送、海外への販路拡大な
ど、基幹産業と地域資源を活かした経済の活性化を推進
する

成果は出てきているが、大手量販店との取引はコ
スト面で苦戦している。定番商品の開発、農産品を
活用した主力商品開発が課題。県内外に売り込ん
でいく仕掛けや仕組みづくりが必要
→地元での直販（竜馬伝サテライト会場）、高知市
での直販（旧新京橋プラザの活用）、大阪での直販
店の検討など

高知県産業振興推進支援事業補助金を活用：総事業費４３，７７５千円
・農業集出荷システム、新商品開発、メジカ荷捌き台等の備品購入
・施設整備（下の加江事務所）
・認定店制度、PRパンフレット作成、HP作成等

２１．環境に配慮した街づくりのための堆肥化
工場の整備

　　《宿毛市》

◆下水汚泥、水産業、地域産品から排出される廃棄物など
を有効利用するための堆肥化プラントの整備運営を行う。

◆具体的なプランや基本計画の策定
・処理する物の内容・量。
・堆肥化となった物の具体的な受入れ先。
・施設の規模。また、その根拠など。
・施設の管理運営計画。
・設置場所など。

２２．土佐清水市地域再生計画（大岐地区の
開発計画）

　　《土佐清水市》

◆地域資源としての「食」と「観光」の再生・活性化を官民協
働のもと、地域が一体となって実施するとともに、大岐地区
開発による施設整備等への取組と併せて、雇用の創出と
地域の再生に取り組む。

施設整備について、国の農山村再生活性化プロ
ジェクト交付金の事業見直しがあり、22年度以降の
施設整備計画を見直す必要がある。

研修棟：３６，０００千円
大型冷凍施設：２０３，０００千円

する。
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目標（H２３）
アウトプット（結果）

<インプット（投入）により、具体的に現れた形を示すこと>

アウトカム（成果）
<アウトプット（結果）等を通じて生じる

  プラスの変化を示すこと>

②実施計画策定
③ヒラメ大型種苗の放流は予定が５万尾約７千尾に大幅減。クマエビ放流
尾数増も叶わず。
④アカウニの水揚げ日数20日。冷凍品用アカウニは受注量むき身７kgに
対し、出荷量４kg弱。ビン詰商品はビオスに８本試験出荷。

④今年度アカウニ総出荷額1,313千円 ヒラメ混獲率：64％
アカウニ販売額：300万円

◆施設の建設予定場所の決定。
◆直七の耕作放棄地などへの作付。（A=2.1ha、N=3,000本）
◆直七生産組合の会合を５回実施。
◆直七生産組合と関係機関との打ち合わせを３回実施。
◆商品の生産主体者の変更。（地元企業から直七生産組合）
◆審査会への申請。（３月）

◆生産量：100ｔ(H25年度果汁予定量)。
◆現在（通年または月）の売上高2,142千円。また、予定額229,000
千円(H25年度予定)。

◆直七の生産量：３０ｔ(果汁量)

・7月にアオノリ、11月にアユについて昨年度行われた連携事業の成果報
告会が開かれ、漁業者や関係者も多数参加して、一定理解が深まった。

・アオノリの有効成分の分析と活用については、一定の成果がでて、引き
続き大学と業者も入って、実用化に向けて研究を進めていくことになった。

・アオノリやヒトエグサを漁協で袋詰めして、漁協ブランドで売り出す試みが
始まった。

メジカの一次処理量：例年の倍(メジカ漁業者の所得１６，０００千円増）
農産物出荷システムの登録農業者：約１２０名（取引口座登録者10人→84
人）
新商品開発（１０アイテム以上）

（株）土佐食へのメジカの供給量増大（秋の不漁をカバーできた）
（株）土佐清水元気プロジェクト商品の販路拡大（県外への受注生
産（5社以上）、市内での活用、幡多郡内の土産物店での販売、高
速PAなどへの食材供給）
元気プロジェクト雇用（正式雇用18名　アルバイト・パート雇用45名
（H21の実人員））

雇用（臨時・パートを含む）：150人
地元農産物活用１００ｔ/年

研修棟：商談会の開催、地域住民の食に関する研修、視察の受け入れ。
大型冷蔵施設：下の加江地区で一次処理したメジカを定量保管することが
可能（１，０００ｔ）。

研修棟：元気プロジェクトのPR
大型冷凍施設：土佐食（株）のメジカ関連商品の製造の拡大及び
それによる販売増
２３．地域資源を統括したプログラム構築によるしみずの元気再生
事業と同じ

雇用（臨時・パートを含む）：150人
地元農産物活用１００ｔ/年
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【地域アクションプランの取り組み状況と成果】

＜幡多地域＞

項目名及び事業概要 主な課題
インプット（投入）

<講じた手立てが数量的に見える形で示すこと>

２５．食育プラザ整備事業

　　《四万十市》

◆一条通商店街のスーパー跡地を利用して、地元の惣菜
を中心とした食育・食材の啓発・地産地消の交流拠点とし
て「食育プラザ」を整備し、商店街の活性化を図る。

◆事業の採算性の確保（現状では売上原
　価率が高すぎ）。
◆販売に必要な十分な商品の確保
◆運営体制の整備や店舗のPR

◆中心市街地商業活性化診断・サポート事業採択
◆高知県中心市街地活性化推進事業（２，６８６千円うち補助金
　１，５３０千円）
◆店舗の東側空きスペースを商店街のアンテナショップコーナーとし
　て活用
　　（２月～：２月１店舗、３月１０店舗出店、売上額の１割が手数料）

２６．拠点ビジネスの推進（大月町まるごと販
売事業）

　　《大月町》

◆ふれあいパーク大月を拠点に、特色ある地域資源を活
用した拠点ビジネスモデルの構築に向けた事業展開を図
る

大月町ならではの商品開発（商品の充実）
販売促進（顧客名簿の拡充、町外への販路拡大）

・産業振興推進事業総合補助金（２２，９９８千円）
・新商品開発（キビナゴ関連、ひがしやま関連、有機野菜、香り関連など）
加工場建設
・販路拡大（インターネット通販、カタログ販売、直販、販促フェア）など
・観光プログラムは、ふるさと雇用再生特別基金事業で実施

２４．地元農産物を使った商品開発事業

　　《四万十市》

◆農業と製造業のこれまで培ってきたノウハウをベース
に、さらに付加価値をつけた商品を生産・販売することによ
り両産業に活力を与える。

◆農産物出荷に比べ加工品出荷割合が極端
　に低い。
◆農産物加工品の流通、販売に関するノウ
　ハウの蓄積やネットワーク体制が未整備
◆四万十川流域の素材を活かした商品開発
　が不十分
◆情報不足や投資への不安などから、商品
　開発のアイデアを持つ民間事業者が商品
　化（事業化）に踏み切れていない

◆緊急雇用創出事業（４，５１６千円）
◆農商工等連携庁内プロジェクトチーム設置

２９．企業誘致活動の推進

　　《黒潮町》

◆黒潮町において、公共遊休施設（旧縫製工場）を対象
に、改修事業を進め、テレワークを活用した就労体系によ
る企業誘致など、恵まれた自然環境を活かした新時代の
企業誘致活動を推進する。

◆体験型の見学が可能な企業の誘致 ◆情報通信基盤の整備
　（H21～23年度で黒潮町全域を整備。そのうちH21年度は主要地区5ヶ所
の基盤整備）
◆テレワークセミナーの開催10回
◆公共遊休施設の改修（4室、486㎡）

２７．「黒潮印」の商品開発

　　《黒潮町》

◆天日塩、黒砂糖など、黒潮町の安全で質の高い基本調
味料と地域資源とを組み合わせることによって、付加価値
の高い農林水産加工商品を開発する。また、遊休農地を
活用したサトウキビ、ドクダミ、七立栗等の栽培を行い、企
業への安定供給や加工による商品化などを進め、地域の
雇用の場の創出と所得の向上を図る。

・黒糖製品等の販売先の確保、拡大
・商品開発
・拠点施設の確保
・組織体制の充実

・産振補助金（14,034千円）事業採択
・サトウキビ栽培（0.7ｈａ）
・新規会員募集
・黒糖のセールスに力を入れる

２８．カツオ文化のまちづくり事業

　　《黒潮町》

◆日本一のカツオの漁獲高を誇る「カツオ一本釣り船団」
を有する黒潮町佐賀地域において、カツオの食品機能分
析による有効な認証の取得や、カツオを使った漁師町なら
ではの味の提供、新たな商品開発などの取組を進めること
によって、カツオ文化のまちとしてブランド化を図り、所得の
向上につなげる。

◆黒潮町に水揚げされたカツオの食品機能効果の
利活用、ブランド化
◆「漁師の味（日戻りガツオ）」の提供サービス
◆カツオの端材の有効利用
◆新規開発商品の販売体制の構築

高知県産業振興推進総合支援補助事業
　○カツオ関連商品開発・販売拡大事業…5,909千円
　　　・グルメ＆ダイニングスタイルショー2009秋参加
　　　・2010スーパーマーケット・トレードショー参加
　　　・カツオ商品販売促進活動（関東）
　○拠点施設（黒潮一番館）整備事業…5,449千円
　○カツオ文化交流人口拡大事業…2,201千円

る。
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目標（H２３）
アウトプット（結果）

<インプット（投入）により、具体的に現れた形を示すこと>

アウトカム（成果）
<アウトプット（結果）等を通じて生じる

  プラスの変化を示すこと>

◆利用状況調査、研修会7回実施
◆販売時点管理システム導入 雇用者数　2名増

・新商品５品（キビナゴサーディン、キビナゴ酢漬け、なまひがし、もちひが
し、きし豆茶）完成販売開始
・インターネット通販７月開始
・夏、冬のセット販売終了
・有機野菜栽培（１２戸の農家）
・ひがしやま試験製造（町内にノウハウを広める）
・各種商談会、販促活動を継続

・夏、冬ののカタログ販売（約９００件）
・顧客名簿（約５，０００件）
・売上高は昨年度に比べ若干上昇傾向にある。
・商談会により、岡山の量販店と契約成立（ひがしやま）。

通販顧客50,000人
売上額300百万円
商品開発2０ｱｲﾃﾑ
観光プログラム
　　10ｱｲﾃﾑ

◆商品開発専門検討チーム発足

◆情報通信基盤の整備事業は、今年度分主要地区5ヶ所が完了
◆テレワーカーセミナー10回開催
◆公共遊休施設の改修（4室、486㎡）完成

◆テレワークーセミナー受講生の新規雇用：1名

・サトウキビ収穫（年内予定約４０ｔ）
・黒糖製品（年内予定５０釜約１ｔ）
・企業等訪問等（10社）
・新規会員8名（10名体制）
・らっきょう漬試作品完成
・黒糖の大口の取引先が決定する

サトウキビ栽培面積　１５ｈａ
ドクダミ栽培収穫量　６０ｔ
商品開発　１５種類
販売目標　３０百万円

○カツオ関連商品開発・販売拡大事業〈進捗率100%〉
　　・グルメ＆ダイニングスタイルショー2009秋
　　　出展者数：185社
　　　商談件数：　件
　　・2010スーパーマーケット・トレードショー参加
　　　出展者数：約1,200社
　　　商談件数：9件
　　・カツオ商品販売促進活動（関東）
　　　商談件数：4件
○拠点施設（黒潮一番館）整備事業〈進捗率100%〉
○カツオ文化交流人口拡大事業〈進捗率100%〉

○黒潮一番館入場者数　約5,996人（前年比50%増）
○戻りカツオ祭入場者数　約2,700人（前年度比125%増）
○鰹カツ…H22.4～明神水産（株）の通販メニューに掲載

カツオ関連商品売上げ　20億円
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【地域アクションプランの取り組み状況と成果】

＜幡多地域＞

項目名及び事業概要 主な課題
インプット（投入）

<講じた手立てが数量的に見える形で示すこと>

３１．幡多広域における滞在型・体験型観光
の推進（１／２）

　　《幡多地域全域》

◆国が推進する観光圏整備事業の活用により、幡多ブラ
ンドを確立して全国にPRし、幡多地域の知名度を向上させ
るとともに、圏域内で２泊３日以上の周遊ルートを作成して
滞在型・体験型観光を推進する。また、地域コーディネート
機能の強化を図るため、幡多広域観光協議会の法人化を
促進する。

◆既存観光協会との役割分担
◆宿泊・体験手数料の取り扱いに関する関係団体
との調整(旅行業取得後の収入の確保）
◆自立運営に向けた誘客活動の強化

◆(組合)幡多広域市町村圏事務組合補助金（4,500千円）
◆(国)ふるさと雇用再生特別基金事業（7,000千円）
◆(県)地域コーディネート組織確立支援事業費補助金（1,000千円）
◆組織強化を支援するための県専任チーフの配置
◆土佐・龍馬であい博総合アドバイザー藤澤安良氏の活用

３１．幡多広域における滞在型・体験型観光
の推進（２／２）

　　《幡多地域全域》

◆国が推進する観光圏整備事業の活用により、幡多ブラ
ンドを確立して全国にPRし、幡多地域の知名度を向上させ
るとともに 圏域内で２泊３日以上の周遊ル トを作成して

◆四万十・足摺エリア（幡多地域）観光圏という枠
組みができたが、広域で取り組む本格的な事業は
来年度予定。構成団体の意識醸成をより進めてい
く必要あり。

◆「四万十・足摺エリア（幡多地域）観光圏整備実施計画」の国土交通大臣
の事業認定
◆（国）観光圏整備事業費補助金交付決定（11,600千円）
◆（県）観光圏整備事業費補助金交付決定（7,730千円）

３０．「子ども農山漁村交流プロジェクト」受入
事業の推進

　　《幡多地域全域》

◆国（総務省、文部科学省、農林水産省）が実施する「子ど
も農山漁村交流プロジェクト」の先導型受入モデル地域とし
て、質の高い体験プログラムづくりや受入体制の整備を行
う。

◆教育的効果の高い体験プログラムの開発や、既
存プログラムの磨き上げ
◆地域コーディネート組織である幡多広域観光協
議会の組織強化
◆受入団体の更なるレベルアップ

◆ふるさと雇用再生特別基金事業（7,000千円）の採択
◆子ども農山漁村交流プロジェクト対策事業（1,050千円）の採択
　（インストラクター研修会の開催、パンフレット作成等広報）

３４．竜ヶ浜自然体験及び環境教育型施設整
備

　　《大月町》

◆大月町柏島竜ヶ浜に、その植生（県内で２箇所しかない
湿地帯）も活かした、自然体験及び環境教育型の滞在交
流拠点施設を整備して、交流人口の拡大と地域の経済の
活性化を図る。

大月町としての事業化の時期（Ｈ２２に着手可能か
検討中）
地元運営主体の組織化の検討

３２．ＮＰＯ竜串観光振興会を中心にした竜串
観光事業

　　《土佐清水市》

◆ＮＰＯ竜串観光振興会が中心となって、竜串観光の核と
なるサンゴの保護・育成への取組を推進するとともに、
「花・人・土佐であい博」メニューや従来の体験メニューのブ
ラッシュアップを行うなど、竜串観光の振興を図る。

竜串観光振興会全体としての取り組みのレベル
アップ（事業により雇用が発生するなど、直接的な
効果が測れるように会が主体となって考えていく仕
組みづくり）

花・人・土佐であい博を契機とした体験型メニューづくり

３３．四万十の秋・冬の味覚満喫体験（通年
型・滞在型観光推進事業）

　　《四万十市》

◆四万十市内での滞在期間を延ばし、宿泊を促す「通過型
観光からの脱却」と閑散期（秋・冬）にも観光客に訪れてい
ただく通年型観光へ向けた取組により、宿泊型観光の増加
を図る。

・誘客 ・高知県観光資源強化事業費補助金　８３．５万円（１／２補助）
　　対象：川なべ、わくわく見学、花まつり
　　　　　　事業費全体は１９５万円、市補助８３．５万円、残は参加費
・四万十川川なべ実施（１０／１０・１１）
　　宿泊者数 ４名（ｱﾝｹｰﾄ１３名中）
・四万十川ウルトラマラソンコースわくわく見学（１０／１７）
　　ランナー、応援者、観光目的者が参加、バス３台対応
・大阪市内エージェント６店（ＪＴＢ、近ツー、トップ、日本旅行、名鉄、東部）
へ四万十市体験観光パンフ、ポスターを使用し営業活動（２名）

るとともに、圏域内で２泊３日以上の周遊ルートを作成して
滞在型・体験型観光を推進する。また、地域コーディネート
機能の強化を図るため、幡多広域観光協議会の法人化を
促進する。
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目標（H２３）
アウトプット（結果）

<インプット（投入）により、具体的に現れた形を示すこと>

アウトカム（成果）
<アウトプット（結果）等を通じて生じる

  プラスの変化を示すこと>

◆先進地視察（長崎県松浦市）：担当チーフほか２名
◆土佐・龍馬であい博総合アドバイザー藤澤安良氏による現地調査、イン
ストラクター研修等の実施
◆幡多広域観光協議会臨時委員会開催：４回
◆法人設立時の財源として、幡多広域市町村圏事務組から「ふるさと基
金」取り崩し額１億円をＨ２2補助金または負担金として計上してもらうこと
になった
◆Ｈ２２．４の法人設立を協議会総会で合意

◆目指すべき法人の形態は先進地である長崎県松浦市を視察
し、「一般社団法人」とすることで、関係市町村で合意。
◆一般社団法人の社員・理事等法人組織の構成が決定

◆観光圏幹事会（３回）・総会（２回）の開催
◆各個別事業の実施を通じて、圏域内連携による観光振興の取組みが進
展
　・観光圏クーポン付きガイドブック作成事業
　・観光圏地産地消メニュー開発・販売ロゴ作成事業
　・観光圏体験等プログラム開発・受発注システム開発事業
　・観光圏広域周遊ルート作成事業
　・観光圏人材育成事業

◆旅行商品化に向けての新たな観光資源の発掘や周遊ルートの
作成(4コース)につながった。
◆地産地消メニュー開発や新たな体験ブログラム開発など、「四
万十・足摺エリア（幡多地域）観光圏」を全国に情報発信するため
の初期整備が出来た。
◆官民、業種、地域間を超えた継続的な協議が行えたことで、広
域連携による滞在型・体験型観光に取組む機運が醸成された。

◆コーディネーター2名（期間限定雇用）の確保<進捗率100％>
◆インストラクター講習会（約180名）の開催<進捗率100％>
◆パンフレット及びＷＥＢサイトの作成<進捗率100％>

◆子ども農山漁村交流プロジェクト教育旅行の受入
　　（H20・・・１校４９人、H21・・・５校１２０人）
◆教育効果の高い体験プログラムを４つ開発
　　（ﾎｴｰﾙｳｫｯﾁﾝｸﾞ、炭焼、海釣り､ｼｭﾉｰｹﾘﾝｸﾞ）

コーディネーターの確保　1名
ｲﾝｽﾄﾗｸﾀｰ講習受講者数（H20～21､460名）
学習指導要領に基づく体験ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑづくり
（H20～21､８プログラム）

サンゴの花体験ツアー、嫁泣かし御膳など、具体的な観光商品と従来の観
光メニューの活用による魅力のアップ

高知チャレンジドクラブアウトドア体験教室、阪南高校修学旅行の
受け入れなどを含め、H21年度で、体験観光430名程度受け入れ。

・四万十川川なべ事業
　　　４６名参加
・四万十川ウルトラマラソンわくわく見学
　　　５４名参加

入込客数　９８万人

観光圏人材育成事業
　・観光圏観光案内板設置事業
　・ＱＲコード等を利用した観光圏情報提供システム開発事業
　・観光博覧会等出展事業
　　（アンケートによるモニタリング数約770人）
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【地域アクションプランの取り組み状況と成果】

＜幡多地域＞

項目名及び事業概要 主な課題
インプット（投入）

<講じた手立てが数量的に見える形で示すこと>

３６．ブルーツーリズムの推進

　　《黒潮町》

◆釣り筏やホエールウォッチングなどの観光型漁業や、
「黒潮一番館体験プロジェクト」など、都市部の人たちとの
交流事業を推進し、海洋資源を活用した各種体験事業に
よる交流人口の拡大を図る。

・インストラクターの増及び後継者の育成 ◆みなとオアシスの整備
　・１月末　上川口港利用計画策定委員会（第３回）開催
　・都市計画捕に伴う臨港地区指定の変更手続き完了。
  ・第１期緑地公園造成工事発注（国、みなと整備交付金５８百万）

◆黒潮一番館活用推進
　・明神多喜子さん、オーライ！日本　農林漁家民宿おかみさん百選選出
　・関東方面誘客活動（４０件）
　・雑誌（関西ﾌｧﾐﾘｰｳｫｰｶｰ）取材
　・２２年度稲田塾受入に漁家民泊推薦
　・黒潮かつお探検隊の活動が2009オーライ！日本審査委員会長賞

３７．砂浜美術館構想の推進

　　《黒潮町》

◆入野松原の再生や企画展の充実などにより、「３６５日・
２４時間オープン、ＢＧＭは波の音、夜の明かりは月の明
かり」という砂浜美術館構想に沿った自然をそのまま鑑賞
できる環境を整備するとともに 広域観光受入れのための

・自然環境と観光の共生 ・広域観光受入れのための総合的な取組
　　第１８回漂流物展（１／３１～３／７）
　　３／８　　アスリート向けメンタルトレーニング
　　３／２１　砂浜ウォーキングセミナー開催
　　３／２１　砂浜でのキャンドルナイト

・入野松原の再生
　２／２４　松４００本植栽

３５．グリーンツーリズム（異業種間連携事業
の推進）

　　《黒潮町》

◆黒潮町の豊かな自然環境や豊富な産物、各種イベント
などの地域資源を活かしたグリーンツーリズムを推進し、
地域の活性化につなげていく。

・農家民泊の普及
・遊休公共施設改修による体験観光受入
・観光農園施設整備

・遊休公共施設改修による体験観光受入
　　国の地域活性化・経済危機対策臨時交付金（町全体344,107千円）
　　　　実施設計委託　　１，０５０千円
　　　　改修工事請負　２１，５２５千円

できる環境を整備するとともに、広域観光受入れのための
総合的な取組を推進する。

松 本植栽
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目標（H２３）
アウトプット（結果）

<インプット（投入）により、具体的に現れた形を示すこと>

アウトカム（成果）
<アウトプット（結果）等を通じて生じる

  プラスの変化を示すこと>

◆みなとオアシスの整備
　・地域の活性化、誘客効果、管理運営面を引き続き協議検討

◆黒潮一番館活用推進
　・夏期宿泊予約増、他メンバーの意識の向上
　・教育旅行面では実績はまだ出ていない。
　・３月末発行の４月号に掲載
　・２２年７月２１～２３日の間４０名程度の予約が入る予定
　・３月１０日（水）探検隊から４名が授賞式出席

・広域観光受入れのための総合的な取組
　　環境学習に地元小学校２校が活用（約４０名）
　　※砂浜Ｔシャツアート、３／４現在１００名の申し込み状況

・入野松原の再生
　　５０名が参加、環境への関心を育む取り組みとして定着

・改修工事２月末終了

名 参加、環境 関心を育む取り組み 定着
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